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概要書
１ 研究の目的
現状の国税の滞納整理の状況について見てみると、繰越滞納及び消費税の滞納に占め
る割合が増加傾向にあることから滞納の長期化・累積化への対応及び消費税の滞納整理
が課題とされている。また、消費税の更なる税率引き上げを控える中、消費税の滞納整
理への取組がより一層重要視されている。
そのような状況下において、滞納となった場合に課され、期限内に納付した納税者と
の間の負担の公平の確保、滞納防止等の観点から設けられている延滞税制度について、
その役割の重要性は一層、高まるものと考えられ、現在の滞納整理の在り方に適合した
制度であることが求められる。
そこで、本稿においては、この延滞税制度の在り方について着目し、今後の制度改正
に資する提言を行うことを目的とするが、具体的には、延滞税の割合は、「期限内納付
した者との公平性を図るための利息部分（通常の利子部分）」と、「早期納付を促すため
の部分」とで構成されるとした平成 25 年度税制改正の考え方について検証を行い、そ
の結果に基づき、従来、これらの両者の性格を持つものと理解されたうえで立案された
延滞税制度の基本構造との不整合が生じている点について、検証を行うこととする。
その上で、喫緊の滞納整理上の課題を踏まえ、期限内に納付した納税者との間の負担
の公平の確保、滞納防止といった延滞税の制度趣旨を適正に発揮できるような改善策を
立法的な見地から提案することとしたい。
２ 研究の内容
⑴ 延滞税制度の「約定利息部分」と「インセンティブ部分」の位置付け
学説上、延滞税とは、「国税の全部または一部を法定納期限内に納付しない場合に、
未納の税額を課税標準として課される附帯税で、私法上の債務関係における遅延利息
に相当し、納付遅延に対する民事罰の性質をもつ」とされ、「合わせて、期限内に申告
しかつ納付した者との間の負担の公平を図り、さらに期限内納付を促す」ためのもの
とし、これに様々な機能を期待するのが通説である。一方で、延滞税の性格について
は、この「遅延利息」としての性格とは別に「制裁」としての要素も含まれていると
考えることができる。しかしながら、従来、これらの異なる性質の関係について必ず
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しも明確にされておらず 、制度設計について見ても、こうした性質を踏まえた十分な
対応がなされているとは言い難い部分もある。例えば、延滞税は、法人税法又は所得
税法の計算において、その支出した金額は損金又は必要経費に算入されないこととさ
れているが、延滞税が損金不算入とされる趣旨は、「延滞税等の罰則的な効果を減殺す
る結果となる」ためとされており 、延滞税の制裁的な性質のみに着目しており、遅延
利息としての性格については考慮していないものと考えられる。
しかしながら、平成 25 年度税制改正においては、このように従前、明確にされてい
たとは言い難い延滞税の性格に着目した見直しが行われており、この見直しにおいて
は、延滞税の年 14.6%の割合について「期限内納付した者との公平性を図るための利
息部分（約定利息部分）」と「早期納付を促すための部分（インセンティブ部分）」と
で構成されているものと考え、インセンティブ部分（年 7.3%）については、これを維
持しつつ、約定利息部分（年 7.3%）について市中金利を踏まえた水準とすることによ
り軽減を図ることとされている。この見直しにおいては、従来、一体として「遅延利
息」及び「制裁」の性格を持つものとされた延滞税について、利息たる「約定利息部
分」と利息を超えて納税者に不利益を与える部分たる「インセンティブ部分」に再整
理された上で分割されたものと考えることができる。
一方で、この延滞税の割合について「約定利息部分」と「インセンティブ部分」と
で構成されているという点については、延滞税の性格付けに関わるものであるにも関
わらず、現行法上は、租税特別措置法に特例として規定されているに過ぎない。この
ような規定の構造については、何故、低金利下においてのみ、延滞税が「約定利息部
分」と「インセンティブ部分」から構成されるのか理屈付けが困難であるだけでなく、
例えば延滞税の除算期間の見直しを行う場合についても、この見直しについては、租
税特別措置法に定める延滞税の特例に関する規定等を前提とするため、国税通則法に
定める規定を直接改正することが出来ずに、租税特別措置法に延滞税の除算期間の特
例を定めざるを得ないため、徒に規定が複雑となる点について問題があると考えられ
る。
そのため、現行、租税特別措置法に規定する延滞税の割合の特例については、原則
的な規定として国税通則法において定めるのが適当であると考える。
⑵ 「約定利息部分」に関連した見直し 
イ 延滞税の除算期間の見直し
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現行制度上、延滞税の除算期間が設けられていることにより、民間の借入金返済
に比して、国税を納付しないディスインセンティブが生じており、また、税務当局
から更正があってから納付を行っても延滞税負担が変わらないため、納期限前に自
主的に申告・納付するインセンティブが阻害されている。このため、納税申告書の
提出後１年以上も経過した後更正があった場合等について、延滞税の負担が最大で
１年間で打ち止めになる延滞税の除算期間について、見直しを行う必要がある。
その際には、従来から、延滞税の除算期間が設けられた経緯も最大限重視する必
要があり、全ての延滞税について除算期間を適用しないことにより徒らに納税者の
負担を増大させるのは適当ではないと考えられるため、延滞税のうち「約定利息部
分」については延滞税の除算期間を適用しない見直しを行うことが考えられる。な
お、この「約定利息部分」除算期間を適用しない見直しについては、法律学上及び
経済学上の利息の考え方にも適合するものと考えられる。
ロ 延滞税の損金不算入・必要経費不算入の取扱い
延滞税の構成が「約定利息部分」と「インセンティブ部分」からなると整理がな
された現行においては、この「約定利息部分」と性格を同じくする民間の借入金利
子や、利子税が基本的には、法人税及び所得税の計算において、損金又は必要経費
の額に算入されることされている取扱いを踏まえ、延滞税の全額を損金不算入又は
必要経費不算入とする取扱いを改め、「約定利息部分」については損金又は必要経費
の額に算することが適当である。なお、従来とおり、「インセンティブ部分」につい
ては損金不算入又は必要経費不算入とする取扱いが継続するため、「制裁効果が減殺
される」ことにはならないと考えられる。
⑶ 「インセンティブ部分」に関連した見直し 
イ 法定納期限から納期限までの期間の延滞税のインセンティブ部分の見直し
現行、「納期限から２か月以内等の期間」の延滞税については、「督促の効果を重
視してこれによる納付しょうようの実をあげる」ため、軽減割合が適用され、かつ、
現行、低金利下の特例が適用され、その軽減割合が低水準になり過ぎることにより
納付インセンティブを阻害する結果を避ける観点からインセンティブ部分として
「約定利息部分」である特例基準割合に１％が加算されている。
しかしながら、こういった効果が期待できるのは、現実的には修正申告や更正等
の税額確定手続があった後であり、それよりも前の期間の延滞税については、「イン
- 4 -
センティブ部分」を付す合理性は乏しいものと考えられる。
また、現行制度上、法定納期限から納期限までの期間については、延滞税の除算
期間が介在することにより、税務当局から更正等が行われてから納付を行っても延
滞税負担がほぼ同様であるため、納付のインセンティブが阻害される問題について
は、上記⑵イのとおり、延滞税の「約定利息部分」について延滞税の除算期間を設
けないことにより対処できるが、法定納期限から更正等がなされるまでの期間の延
滞税の割合については、「インセンティブ部分」を付さずに、更正等後の期間の延滞
税の割合と差を設けることにより、更にそのインセンティブ効果を高めることがで
きると考えられる。
ロ 「インセンティブ部分」の上限設定について
延滞税の「インセンティブ部分」は、利息を超えて納税者に不利益を与える部分
であり、その設定については、①対象範囲の限定性、②水準の妥当性、③予防効果
の観点から検討する必要があると考えられる。そのため、納税の誠意はあるものの
納付資力のない「事実上の猶予」状態の滞納者に対して、いつまでもこの「インセ
ンティブ部分」を課し続けることは適当ではなく、こういった納税者に対しては一
定の制限を設けることが妥当と考えられる。
まず考えられるのは、延滞税免除制度の拡充であり、現行の延滞税免除制度が適
用されない滞納者についても、税務署に証券の納付委託をする等外形的に納付誠意
があると認められる者については、この免除制度の対象とすることで一定の解決策
となり得る。
法定納期限等から一定期間を経過した後は延滞税の「インセンティブ部分」を付
さない等、延滞税の免除制度の拡充による対応だけでなく延滞税の制度上もこの「イ
ンセンティブ部分」について制限を設けることも考えられるが、この改正について
は徴収実務へ与える影響等も十分に見極めつつ行う必要があると考えられる。
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4はじめに
現状の国税の滞納整理の状況について見てみると、繰越滞納及び消費税の滞納に占め
る割合が増加傾向にあることから滞納の長期化・累積化への対応及び消費税の滞納整理
が課題とされている。また、消費税の更なる税率引き上げを控える中、消費税の滞納整
理への取組がより一層重要視されている。
そのような状況下において、滞納となった場合に課され、期限内に納付した納税者と
の間の負担の公平の確保、滞納防止等の観点から設けられている延滞税制度について、
その役割の重要性は一層、高まるものと考えられ、現在の滞納整理の在り方に適合した
制度であることが求められる。一方で、現在の国税の延滞税制度については、明治 44
年に設けられた延滞金制度を最初とし、その後、昭和 22 年から延滞金及び加算税制度、
昭和 25 年から利子税額及び延滞加算税額制度を経て、昭和 37 年の国税通則法制定時に
現在の制度の礎が同法に規定されたものであるが、その後は、規定の整備を除くと制度
の本則部分についてはほとんど見直しが行われていない。
これまでの延滞税に関する議論の動向を概観すると、平成 11 年度税制改正において
は、当時の低金利の状況を勘案し、負担軽減を図るため、延滞税の負担を軽減する特例
が設けられ、平成 25 年度税制改正においては更なる軽減措置が講じられており、現在
に至るまで大幅に低下した各種市場金利への対応という観点に多くの焦点が当てられ
ている。なお、この平成 25 年度税制改正における延滞税等の引き下げに関する見直し
にあたっては、有識者の勉強会1において、制度の本質的な見直しを含めた論点整理がな
されていたが2、この平成 25 年度税制改正については、平成 24 年 3 月の税制抜本改革法
案の国会提出に伴う閣議決定3において、「延滞税の利率を含めた負担の見直しについて
は、税の確実な収納を勘案しつつ、低金利下における利率のあり方、事業者の負担等を
1 この有識者の勉強会は、座長の中里実東京大学教授、上西左大臣税理士、佐藤英明慶応義塾
大学教授、品川芳宜筑波大学名誉教授、松嶋英機弁護士、吉村政穂一橋大学准教授から構成
されていた。なお、役職は開催当時のもの。
2 吉沢浩二郎ほか「平成 25 年税制改正のすべて」854 頁（大蔵財務協会、2013）。
3 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を
改正する等の法律案及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため
の地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律案の国会提出に伴う今後の対応について」
（平成 24 年 3 月 30 日閣議決定）。
5考慮し、平成 25 年度税制改正時に成案を得る。」とされていたこと等を踏まえ行われた
ものであり、その改正の主眼は、低金利下における延滞税率の引き下げにあったため、
この論点整理のうち、制度の本質的な見直しの部分については実現には至らず4、言わば、
特例的にその割合を引き下げるに留まった。
また、近年、この延滞税の計算期間について、平成 26 年 12 月 12 日最高裁判決5にお
いて、法律の規定にかかわらず、「延滞税の発生は法において想定されていない」と判
示される等、制度の本質を見直す必要性は高まっていると考えられる 。
そこで、本稿においては、この延滞税制度の在り方について着目し、今後の制度改正
に資する提言を行うことを目的とするが、具体的には、延滞税の割合は、「期限内納付
した者との公平性を図るための利息部分（通常の利子部分）」と、「早期納付を促すため
の部分」とで構成されるとした平成 25 年度税制改正の考え方について検証を行い、そ
の結果に基づき、従来、「遅延利息」及び「制裁」としての性格を一体として持つもの
と理解されたうえで立案された延滞税制度の基本構造との不整合が生じている点につ
いて、検証を行うこととする。
その上で、喫緊の滞納整理上の課題を踏まえ、期限内に納付した納税者との間の負担
の公平の確保、滞納防止といった延滞税の制度趣旨を適正に発揮できるような改善策を
立法的な見地から提案することとしたい。
4 この有識者の勉強会の構成員であった佐藤英明教授は、「延滞税の改正と今後の改革の方向
性について」租税研究 208 頁（2013、3）において、論点整理に書き込まれていたが実現がさ
れていない内容として、「税率についての考え方と制度の基本構造との齟齬」等について言及
している。
5 ①納税者が相続税を法定納期限内に申告及び納付をした後、その申告に係る相続税額が過大
であるとして更正の請求をした場合において、その後、②所轄税務署長において、相続財産
の評価の誤りを理由に減額の更正処分をした後、③再び相続財産の評価の誤りを理由に当初
の申告額に満たない増額の更正処分をしたときは、相続税の法定納期限の翌日から増額の再
更正により納付すべき本税の納期限までの期間については延滞税は発生しない、とする旨の
判示がなされた。
6第 1 章 延滞税を巡る現在の状況
延滞税については、その目的の一つに「滞納防止」という側面があり、滞納整理と密接
に関連する制度である。そこで、本章においては、第１節において、現在に至るまでの滞
納整理の状況について概観し、第２節においては、近年の延滞税の負担軽減等についての
政府の取組等について概観することとする。
第１節 滞納整理の現状と延滞税の役割
１ 滞納整理の現状
図表 1 滞納残高の推移
国税庁では、適正かつ公平な徴収を実現するため、期限内収納の確保に努めるととも
に、滞納となったものについては、納税者個々の実情を踏まえながら、法令等に基づき、
滞納処分を実施するなどして確実な徴収に努めており、上記の「図表 1 滞納残高の推
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7移」のとおり、平成 10 年度末にバブル経済の崩壊等の影響により6、滞納整理中のもの
の額（以下「滞納残高」という。）については、過去最高の 2 兆 8,149 億円を記録した
ものの、平成 11 年度以降、17 年連続で減少し、平成 27 年度租税滞納状況について（平
成 28 年８月・国税庁公表資料）における滞納残高（9,774 億円）は、ピーク時（平成
10 年度）の 34.7％となっている。
一方で、滞納残高に占める繰越滞納の割合が圧倒的に高く、滞納残高のうち滞納発生
から５年以上経過しているものの割合も高まっているという特色があり7、国税庁におい
て行っている期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の実施等の施策が功を
奏し、期限内納付や期限経過後短期間で納付を行う納税者と滞納が累積・長期化する納
税者とに二極化されていると言える。
また、所得に関係なく発生する消費税の滞納残高に占める割合は年々増加しており、
平成 27 年現在においては 34.2％となっている8。
この消費税については、平成 24 年の第 180 回通常国会において、「社会保障の安定財
源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する法律（平
成 24 年法律第 68 号）」が可決・成立し、社会保障の安定財源の確保と財政健全化の同
時達成を目指す観点から消費税法を改正し、消費税収の使途を明確化するとともに、平
成 26 年 4 月 1 日より 8％(消費税 6.3％ 地方消費税 1.7％)、平成 31 年 10 月 1 日より
10％(消費税 7.8％ 地方消費税 2.2％)と段階的に引き上げを行うこととされており9、
今後、消費税の滞納整理への取組がより一層重要視される状況となっている。
２ 滞納整理の課題と延滞税の役割
国税庁においては、このように滞納整理への取組が重要視される中、引き続き、納税
者個々の実情を踏まえながら、厳正・適格に対応することとなるが、滞納となった国税
6 国税庁「国税庁五十年史」422 頁（2000）。
7 滞納残高に占める繰越滞納の割合は、25 年度は 83.7％、26 年度は 79.5％、27 年度 78.0％と
なっており、滞納残高のうち滞納発生から５年経過しているものの割合は、25年度は 50.1％、
26 年度は 50.2％、27 年度は 50.2％となっている。
8 消費税の滞納残高に占める割合は、平成 25 年に 31.2%、平成 26 年に 32.7%と年々、増加傾向
にある。
9 当初は、10％への引き上げは平成 27 年 10 月に予定されていたが、経済状況等を総合的に勘
案され、その施行時期が平成 29 年４月に延期され、その後、平成 28 年 11 月 18 日 に可決・
成立し、同月 28 日に公布された「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を
行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 85
号）」により、更に、平成 31 年 10 月に延期されている。
8については、期限内に納付した納税者との公平性の観点からも、差押えに始まる滞納処
分の実施により、確実かつ早期に徴収することが求められる一方で、納税が困難である
滞納者の場合には、納税の猶予、換価の猶予等の猶予制度の活用により、具体的な事情
に応じて国税徴収手続を緩和し、延滞税の負担についても軽減することが望ましい。
しかしながら、現行の実務では差押えは納税者の権利利益に強い影響を及ぼすもので
あり、その執行には、納税者個々の事情に十分に配慮する必要があることや10、徴収職
員のマンパワーの問題11もあり、実際に差押えが行われている件数は、一定程度に限ら
れている。
また、納税の猶予、換価の猶予についても、平成 26 年度税制改正により、要件の緩
和が行われたものの、国税庁の事務運営指針12において、「納税の猶予等の適用に当たっ
ては、事実関係を正確に把握した上で、法令等に基づき適正な処理に努めるものとする。
納税の猶予等は、納税者に期限の利益を与えるものであるから、その適用に当たっては、
期限内に納付を行った納税者との間に公平を欠くことがないよう、また、安易に猶予処
理することによって、納税意識を希薄にする等の弊害が生じることがないよう、法令等
の定める要件を満たしているかどうかを十分に調査する。」とあるように慎重な調査が
なされ、適用には一定程度の時間が必要となること、原則として担保が必要となる等要
件面での制約があること等から、その適用には限界があると考えられる13。
このような結果として、差押えに着手することもできず、猶予制度を適用することが
できない、いわゆる事実上の猶予が行われている納税者14が多数存在することとなると
10 平成 20 年 10 月 24 日衆-財務金融委員会において、佐々木憲昭委員の「仮に差し押さえを
行うという場合でも、慎重に扱うことが国税庁の「滞納整理における留意事項」に書いてあ
ります。「財産の差押えを実施することを明確に予告する」となっておりまして、その差し
押さえ予告は、「原則として文書で行い、その送付に当たっては、配達証明郵便等を活用す
るとともに、差押予定財産を具体的に表示する」、こうなっております。間違いありません
ね。」との質問に対して、岡本政府参考人は「御指摘のとおり、当該留意事項におきまして、
この差し押さえ予告ですけれども、滞納者に速やかな納付を促すとともに、財産の差し押さ
えを実施することを明確に予告することによりまして自後の処理展開を速やかに図るという
ことで実施いたしております。」と答弁している。
11 藤田健治「滞納整理に当たっての適正手続の在り方」税大論叢 57 号 22 頁（2008、
http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/57/01/hajimeni.htm）において、現状、「税務署徴
収職員一人当たりの所掌事案数が多い」との問題点が述べられている。
12 平成 27 年 3 月 2 日徴徴５－10 ほか「納税の猶予等の取扱要領の制定について」9 頁。
13 納税の猶予、換価の猶予件数については、公表されていないが、平成 26 年度税制改正の前
は、「納税の猶予は例年 300 件程度。ただし、東日本大震災の際は増加（平成 23 年度は１万
件程度）」とされている（吉沢ほか・前掲注（2）938 頁）。
14 この「事実上の猶予」という言葉は法令上の用語ではなく、一般的な用語とは言い難いが、
9考えられる。
国税の延滞税については、厳格に適用され、原則として主に次のような要件に該当す
る場合のみ、延滞税の軽減・免除が認められる15。
⑴ 納税の猶予、換価の猶予又は滞納処分の停止がなされた場合（国税通則法（以下、
条文を示す場合には「通法」という。）63①③）
⑵ 国税通則法 11 条の規定により具体的納期限が延長された場合（通法 63②） 
⑶ 徴収の猶予がなされた場合（通法 63④） 
⑷ 滞納税額の全額に相当する財産の差押えがされた場合又は納付すべき税額の全額
に相当する担保の提供があった場合（通法 63⑤）
上記のような要件に該当しない滞納者については、例え、分割納付を行っていても、
原則どおり延滞税は課され続けることになるが、高い延滞税率は納付のインセンティブ
効果がある一方、累積すると納付の意欲が失われるとの考え方もある16。また、このよ
うな状態にある納税者に対して、いつまでも高額の延滞税によるインセンティブ効果を
付与し続けるのは合理的ではないと考えられ、いかに納付のインセンティブ効果を維持
した上で、こういった「事実上の猶予」が行われている納税者の負担を軽減するのかが
今後の延滞税制度の課題となると考えられる。
この延滞税の負担軽減については、政府はこれまでも、主に低金利下における対応と
の観点から立法措置を講じてきているため、次節においては、その概要について整理す
ることとしたい。
第２節 近年の延滞税の負担軽減等についての政府の取組
１ 平成 11 年度税制改正
佐藤・前掲注（4）211 頁においても「滞納者がどんどん納付できるわけでも、滞納処分がガ
ンガン進むわけでもないという現実はいわば「事実上の猶予」というのがかなり多くなされ
ているようです」とあり、同様の表現を用いている。
15 その他に納付委託がなされた場合、交付要求の場合、人為的災害等の場合にも延滞税が免除
される他、国税通則法以外の各税法等の規定により免除がなされる場合がある。なお、延滞
税の免除制度の詳細については第２章第１節４を参照。
16 シャウプ勧告（シャウプ使節団昭和 25 年 4 月「日本税制報告書」）第４編 C 節第８款罰則 41
頁において、「督促後は、前記の利子（著者注：当時の加算税）と 25％の罰金額に加えて、１
日あたり１％の 10 分の２すなわち約年 73％の利子（著者注：当時の延滞金）が課される。こ
のような利子率は明らかに多過ぎるのであって、それは滞納問題を悪化するのに役立つだけ
である」とある。
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平成７年９月に公定歩合が 0.5％となり、その後も市中貸出金利等が低下してきてい
るという状況下において、平成 11 年度税制改正に係る政府税制調査会の審議等におい
て、その軽減を求める意見・要望等があり、このような要望等を踏まえ、当時の超低金
利の状況を勘案し、当分の間の措置として、延滞税（7.3％の割合の部分に限る。）、利
子税及び還付加算金の割合の特例制度が創設された。
具体的には、この延滞税等の割合は、基準時点17の公定歩合に年４％を加算した割合
とすることとされている。これにより、平成 12 年分の 7.3%の割合の延滞税については、
4.5%に引き下げられている。
なお、納税に対する誠意が見られない滞納者に強く納付を促す必要があることから、
年 14.6％の延滞税については存置されている18。見直し後の制度の概要については第２
章において詳述する。
２ 平成 25 年度税制改正
上記１の延滞税の特例制度の創設以後も、更に金利は低下し、特に平成 11 年度税制
改正において存置された 14.6％の割合の延滞税については、現在の低金利の状況を踏ま
えれば高すぎるのではないか、といった観点から指摘がなされていた19。
また、「平成 24 年度税制改正大綱」（平成 23 年 12 月 10 日閣議決定）においては、「納
税環境整備については（中略）、延滞税等のあり方を含め、平成 23 年度税制改正附則第
106 条の趣旨を踏まえ、納税者の利益の保護に資するとともに、税務行政の適正かつ円
滑な運営を確保する観点から引き続き検討を行います」とされ、「社会保障の安定財源
の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する等の法
律案及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税
法及び地方交付税法の一部を改正する法律案の国会提出に伴う今後の対応について」
17 特例割合はその適用開始日よりも前に明らかになっている必要があること等が考慮され、基
準時点は各年の前年の 11 月 30 日を経過した時とされていた。
18 国税庁「平成 11 年税制改正のすべて」460 頁。
19 日本商工会議所「平成 25 年度税制改正に関する意見」（平成 24 年 7 月）においては、「利子
税は延納期間の約定利息、延滞税は遅延利息に相当するものであるため、市中金利との格差
を踏まえ、利子税・延滞税の利率を軽減すべきである」と、日税連「平成 25 年度・税制改正
に関する建議書」（平成 24 年 7 月）においては、「延滞税の割合（年 14.6%）について、２ヶ
月を経過する日までの特例と同様に、公定歩合と連動させるなどして延滞税の割合を引き下
げること。（中略）２ヶ月経過後の延滞税は、遅延利息部分と行政制裁部分から成ると考えら
れるため、14.6%のうち、少なくとも遅延利息部分については特例基準割合を適用すべきであ
る。」と記載されている。
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（平成 24 年 3 月 30 日閣議決定）においても、「延滞税の利率を含めた負担の見直しに
ついては、税の確実な収納を勘案しつつ、低金利下における利率のあり方、事業者の負
担等を考慮し、平成 25 年度税制改正時に成案を得る」とされ、政府においても見直し
の必要性が認識されてきた。
これについて、年 14.6％の割合の延滞税は当時の民間や公租公課の延滞金・遅延損害
金と比較しても決して高い水準とは考えられていなかったが、当時の低金利の状況を踏
まえ、事業者等の負担を軽減する等の観点から、特例的な措置として、年 7.3％の延滞
税、利子税及び還付加算金の割合を含め、更なる引き下げを行うこととされた20。具体
的には、延滞税の年 14.6%の割合について「期限内納付した者との公平性を図るための
利息部分（通常の利子部分）」と「早期納付を促すための部分」とで構成されているも
のと考え、早期納付を促すための部分（年 7.3%）については、これを維持しつつ、通常
の利子部分（年 7.3%）について市中金利を踏まえた水準とすることにより軽減を図るこ
とと等とされたが、見直し後の制度の概要及びこの考え方については第２章及び第３章
において詳述する。
３ 平成 26 年度税制改正
延滞税の負担軽減については、上記１及び２のような利率の引き下げの他、延滞税の
減免措置が適用される「納税の猶予」、「換価の猶予」の猶予制度の見直し21が考えられ
る。これは、これらの猶予の適用要件を緩和し、その活用を促進することで、高い延滞
税率が課される場面を減少させることができると考えられるためである22。
平成 25 年度与党税制改正大綱（平成 25 年 1 月 24 日）においては、検討事項として、
「納税の猶予等の納税緩和措置について、適切かつ円滑な活用を図る観点から、その実
態等を踏まえ、税の確実な収納にも留意しながら、そのあり方についても引き続き検討
する」と記載がされ、平成 26 年度税制改正において、猶予制度の活用促進によって納
税者の負担軽減を図る観点から見直しが行われている。以下ではこの猶予制度の概要及
びその見直しの内容について整理することとする。
20 吉沢ほか・前掲注（2）852 頁。
21 延滞税が免除される納税緩和制度として、他に滞納処分の停止制度が考えられるが、平成 26
年度においては納税の猶予制度及び換価の猶予制度についてのみ見直しが行われている。
22 関禎一郎ほか「平成 26 年税制改正のすべて」938 頁（大蔵財務協会、2014）において、「猶
予制度の対象となれば延滞税の軽減対象となるため、猶予制度の活用の促進によって納税者
の負担の軽減が図られます。」とある。
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⑴ 猶予制度の概要 
イ 納税の猶予制度
納税の猶予制度については、国税通則法に規定され、債務者たる納税者が災害を
受けたこと等の事由により、国税を金銭で一時に納付することができないと認めら
れる場合等においてその納税を猶予する制度である。この納税の猶予制度について
は次のように分類される。
① 被災者の納期未到来の国税に係る納税の猶予（通法 46①）
震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災害により納税者がその財産
に相当の損失を受けた場合には、税務署長等は、その納税者の一定の国税でその
損失を受けた日以後１年以内に納付すべきものについて、その災害のやんだ日か
ら２月以内にされた納税者の申請に基づき、その国税の全部又は一部の納税を猶
予できることとされている。
② 災害等に基づく猶予（通法 46 ②）
納税者が、災害その他やむを得ない理由23に基づき、国税を一時に納付するこ
とができない場合には、税務署長等は、その納税者の申請に基づき、その国税の
全部又は一部の納税を猶予できることとされている。
③ 賦課の遅延等に基づく猶予（通法 46③）
申告納税方式による国税で、法定申告期限から１年を経過した日以後に納付す
べき税額が確定した場合におけるその確定した部分の税額に相当するものなど、
確定手続が遅延した場合の国税の納税者につき、その納付すべき国税を一時に納
付することができないときは、税務署長等は、その国税の納期限内にされた申請
に基づき、その国税の全部又は一部につき、納税の猶予をすることができる。
ロ 換価の猶予制度（国税徴収法（以下、条文を示す場合には「徴法」という。）151）
換価の猶予制度については、国税徴収法に規定され、納税者の滞納国税について、
滞納処分を執行すれば、納税者の事業の継続若しくは生活の維持を困難にするおそ
れがあるか又は滞納処分を執行するよりも一定期間猶予することが徴収上有利であ
る場合において、一定期間内は、滞納処分の執行を猶予し、納税者の事業を継続・
23「その他やむを得ない理由」には、病気等、事業の休廃止及び事業に係る著しい損失等が該
当する。
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生活を維持させつつ国税の弾力的な徴収を図るものとされている24。
ハ 猶予制度の効果
納税の猶予は、災害、病気など、納税が困難となるような一定の客観的事実があ
った場合になされるもので、滞納処分手続前でも行われ、督促・差押え等の滞納処
分を禁止する効果がある（通法 48①）。一方、換価の猶予は、通常、滞納処分手続
段階で行われるもので、滞納処分手続の終局にある滞納処分による財産の換価を猶
予するものとなっている。つまり、新たな差押え等の滞納処分を禁止するものでは
ないが、滞納処分の執行を猶予することができるものと理解できる。なお、猶予制
度が適用された場合の延滞税免除の取扱いは、次のとおりである。
① 上記イ①の被災者の納期未到来の国税に係る納税の猶予及び上記イ②の災害等
に基づく猶予のうち災害・病気等によるもの（以下「災害等による納税の猶予」
という。）については、その国税に係る延滞税のうち、猶予期間に対応する部分
の延滞税の全額が免除される（通法 63①）。
② 上記イ②の災害等に基づく猶予のうち事業の休廃止等によるもの（以下「事業
の廃止等による納税の猶予」という。）、上記イ③の賦課の遅延等に基づく猶予、
上記ロの換価の猶予制度については、その国税に係る延滞税のうち、猶予期間に
対応し、かつ、年 7.3%の割合を超えて課された部分の延滞税が免除される（通法
63①）
⑵ 見直しの概要 
ィ 換価の猶予の特例（申請）の創設（徴法 151、151 の２）
税務署長等は、職権によるもののほか、滞納者が国税を一時に納付することによ
りその事業の継続又はその生活の維持を困難にするおそれがあると認められる場合
において、その者が納税について誠実な意思を有すると認められるときは、その国
税の納期限から６月以内にされたその者の申請に基づき、１年以内の期間を限り、
換価の猶予をすることができることとされた。ただし、その申請に係る国税以外の
国税（猶予の申請中の国税及び一定の猶予中の国税を除く。）について滞納がある場
合には、適用はない。また、この見直しと併せて、猶予金額の納付方法、猶予の申
請書の記載事項・添付書類等の整備がなされた他、従来認められてきた職権による
換価の猶予について、税務署長等が必要があると認めるときは、財産目録等一定の
24 吉国二郎ほか「国税徴収法精解」913 頁（大蔵財務協会、2015）。
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書類又はその猶予に係る金額につき分割して納付させるために必要となる書類の提
出を求めることができることとされた。
ロ 納税の猶予の見直し（通法 46、46 の 2、49）
① 担保の徴取基準の見直し
要担保徴取額の最低限度額を 100 万円（改正前：50 万円）に引き上げるととも
に、その猶予期間が 3 月以内の場合には担保が不要とされた。
② 猶予金額の納付方法の見直し
税務署長等は、事業の廃止等による納税の猶予及び上記イ③の賦課の遅延等に
基づく猶予をする場合には、その猶予をする期間内において、その猶予に係る金
額をその者の財産の状況その他の事情からみて合理的かつ妥当なものに分割し
て納付させることができることとされた。
③ 猶予の申請書の記載事項・添付書類の整備
納税の猶予の申請をしようとする者は、その猶予の種類等に応じ、猶予該当事
実の詳細、猶予を受けようとする金額及びその期間、分割納付の方法により納付
を行うかどうかその他一定の事項を記載した申請書に、猶予該当事実を証するに
足りる書類、財産目録、担保の提供に関する書類その他一定の書類を添付し、こ
れを税務署長等に提出しなければならないこととされた。ただし、添付書類（担
保の提供に関する書類を除く。）については、災害等により提出が困難であると
税務署長等が認めるときは、その添付が不要とされている。
④ その他の見直し
上記の他、申請に係る補正手続の整備、猶予の不許可事由の整備、猶予の取消
事由の整備、猶予の申請事項についての調査に係る質問検査権の規定の整備等の
見直しがなされている。
４ 平成 28 年度税制改正
平成 28 年度税制改正においては、単純な軽減措置とは異なるが、最高裁平成 26 年 12
月 12 日第二小法廷判決（訟月 61 巻５号 1073 頁）を踏まえた対応として、延滞税の計
算期間の見直しを行い、納税者の負担を軽減しているため、以下では、この事案の概要、
最高裁判決の概要及び政府の対応について整理する。
⑴ 事案の概要 
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相続人らが、それぞれ、法定申告期限内に相続税の申告及び納付をした後、その申
告に係る相続税額が過大であるとして更正の請求をしたところ、所轄税務署長におい
て、相続財産の評価の誤りを理由に減額更正をするとともに還付加算金を加算して過
納金を還付した後、再び相続財産の評価の誤りを理由に増額更正をし、これにより新
たに納付すべきこととなった本税額につき、国税通則法の規定に基づき、法定納期限
の翌日から完納の日までの期間（ただし、法定申告期限から１年を経過する日の翌日
から上記の増額更正に係る更正通知書が発せられた日までの期間を除く。）に係る延滞
税の納付の催告をしたことから、上記の延滞税は発生していないとして、その納付義
務がないことの確認を求めたもの。
⑵ 最高裁判決の概要
延滞税については、国税の法定納期限の翌日からその国税を完納する日までの期間
の日数に応じ、その未納の税額に年 14.6%の割合（納期限から２か月以内は、年 7.3%
の割合）を乗じて計算した額とすると規定がなされている（通法 60①）。そのため、
上記⑴の事案のように、増額更正時においては確かに未納ではあるが、当初適正に申
告・納付がなされていた税額についてまで、法定納期限の翌日から延滞税を課すべき
かということが争点となった事例であり、これについて、最高裁は、「本件各増差本税
額に相当する部分については、それぞれ減額更正と過納金の還付という課税庁の処分
等によって、納付を要しないものとされ、未納付の状態が作出されたものであるから、
納税者としては、本件各増額更正がされる前においてこれにつき未納付の状態が発生
し継続することを回避し得なかったというべきである。他方、所轄税務署長は、本各
更正請求に係る税務調査に基づき，本件相続土地の評価に誤りがあったことを理由に、
上告人らの主張の一部を認めて本件各減額更正をしたにもかかわらず、本件各増額更
正に当たっては、自らその処分の内容を覆し、再び本件各減額更正における本件相続
土地の評価に誤りがあったことを理由に税額を増加させる判断の変更をしたものであ
る。延滞税の趣旨及び目的に照らし、本件各相続税のうち本件各増差本税額に相当す
る部分について本件各増額更正によって改めて納付すべきものとされた本件各増差本
税額の納期限までの期間に係る延滞税の発生は法において想定されていないものとみ
るのが相当である。」と判示している。
⑶ 政府の対応について 
上記⑵の判決を受け、国税庁においては、平成 27 年１月に「最高裁判所判決に基づ
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く延滞税計算の概要等について」をホームページに掲載・公表し、上記の事例と同様
に、当初の申告及び納付が法定納期限内に行われ、財産の評価誤り等を理由に減額の
更正処分をした後、同様の事由（以下「同一論点」という。）について課税庁の判断を
変更し、当初の申告額に満たない増額の再更正処分又は税務調査に基づく修正申告（以
下「増額の再更正処分等」という。）をした事案が確認された場合には、過去になされ
た増額の再更正処分等により納付された本税に対する延滞税を再計算し、納め過ぎと
なっている延滞税について還付手続を行うという対応がなされた。
一方で、同一論点以外の増額更正等については最高裁判決の射程は及ばないと考え
られ、このような法令解釈・適用の修正による対応が行われなかったことから、同一
論点以外の増額更正等についても、当初申告につき行われた納付相当額に係る延滞税
の計算期間についても同様に取り扱う観点から平成 28 年度税制改正において見直し
がなされた。なお、見直し後の制度の概要については第２章において詳述することと
する。
５ 小括
以上で概観したところをまとめると、延滞税の負担軽減策については、政府としても
問題意識を持っており、平成 11 年度税制改正及び平成 25 年度税制改正においては、現
在に至るまで大幅に低下した各種市場金利への対応という観点に焦点が当てられ、特例
措置として延滞税の割合の引き下げがなされている。
また、延滞税の在り方については、市中金利とのバランスだけでなく、延滞税の減免
措置が適用される猶予制度の活用を含む適切な徴収促進制度の在り方と併せて検討が
なされるべきであり、その観点から平成 26 年度税制改正においては、猶予制度の見直
しが行われ、その要件を緩和することにより、原則どおり 14.6%（平成 28 年分は 9.1%）
の重い延滞税がかかり続ける「事実上の猶予」状態の納税者について、法定の猶予制度
を適用させることにより、その延滞税負担を軽減するための取組がなされている。
しかし、猶予制度の適用については、限界があり、現状においても、滞納者の多くが
「事実上の猶予」状態であることを踏まえると、そういった者に対して、そもそもの延
滞税はどのようにあるべきかという点について整理し、滞納増加が見込まれる中、負担
の軽減と適切な徴収の確保を担保するための制度としての位置付けと両立を図ること
が今後の延滞税制度の課題であると考えられる。
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第２章 延滞税制度の意義・役割
本章では、第１章における問題意識を踏まえ、第１節においては現行の延滞税制度のう
ち本稿で取り上げる部分を中心とした概要について、第２節においては現行の延滞税制度
が成立するまでの沿革についてそれぞれ整理し、第３節においては、従来理解されてきた
延滞税の「遅延利息」及び「制裁」としての性格について整理を行った上で、その考え方
に、平成 25 年度税制改正における延滞税の見直しが与えた影響について考察する。また、
第４節においては、次章以降の検討のため、諸外国の延滞税制度について取り上げる。
第１節 制度の概要
１ 延滞税の課税要件
延滞税は、納付の確定した国税の全部又は一部について法定納期限までに納付されな
かった場合において、その未納の税額の納付遅延に対して課されるものであり、その性
格については、第３節において詳述するが、一般的には「国税の期限内における適正な
実現を担保するとともに、期限内に適正に国税を納付した者との権衝を図るために設け
られた附帯税であり、履行遅滞に対する損害賠償の性質を有する。」とされている25。
その具体的な課税要件については国税通則法第 60 条第１項に規定されており、国税
を法定納期限までに完納しない場合において、その未納の税額の納付遅延に対して課さ
れることとなる。納税者が各税法の規定によりその納付すべき税額を自主的に計算する
ことを建前とする申告納税方式による国税の場合を例に詳細に見てみると、納税者が①
期限内申告書を提出した場合において、その申告により納付すべき国税を法定納期限ま
でに完納しないとき、②期限後申告書若しくは修正申告書を提出し、又は更正若しくは
決定を受けた場合において納付すべき国税があるときは、延滞税を納付しなければなら
ないこととなる。これは、期限内申告をしたが、確定した納付義務を法定納期限までに
納付しないときは納付遅延となり延滞税が課されるのはもちろん、期限内申告により納
税義務が確定されないときは、納税者側からは期限後申告により、政府側からは決定に
よりそれぞれが確定されるが、これらの手続は法定納期限後であるため、その事後的に
確定された納付税額についても延滞税が課されることとなる。
25 志場喜徳郎ほか「国税通則法精解」668 頁（大蔵財務協会、2016）。
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延滞税の納税義務の成立の時期については、明文の規定はないが26、国税に関する法
律に定める課税要件に該当する事実が発生したとき、すなわち、本税が法定納期限を経
過してもなお、納付されない事実が生じた時に成立すると考えられている27。そして、
この延滞税はいわゆる自動確定の国税であり、課税庁・納税者双方の特別な手続を待た
ずに税額が確定することになる（通法 15③六）
２ 延滞税の計算方法
⑴ 延滞税の計算方法の原則 
延滞税の計算に必要となる課税期間及びその割合については国税通則法第 60 条第
２項に規定されており、延滞税の額は延滞税の課される国税につき、原則として、そ
の法定納期限の翌日から起算して、その国税を完納するまでの期間の日数に応じ、そ
の未納に係る本税の額に年 14.6%の割合を乗じて計算した額とされている。ただし、
納期限までの期間又は納期限の翌日から２月を経過する日までの期間については、そ
の未納に係る本税の額に年 7.3%の割合を乗じて計算した金額とされている。具体的に
は下記の計算式で計算される。
このように課された延滞税については、その基礎となる国税とともに納付しなけれ
ばならないこととされている（通法 60③）。
⑵ 延滞税の計算方法の特例 
この延滞税の割合については、平成 12 年１月１日以後、租税特別措置法において特
例割合が設定されているため、同日以後については、上記⑴の 7.3%又は 14.6%の割合
に代えて、それぞれ下記の割合が適用されている。
年 7.3%の割合 年 14.6%の割合 計算方法
平成 12・13 年 4.5% ― 【平成 11 年度改正で創設】
各年の前年の 11 月末日の商平成 14～18 年 4.1% ―
26 各国税の納税義務の成立を定める国税通則法 15 条第 2 項柱書において「附帯税は除く。」と
されている。
27 志場ほか・前掲注（25）668 頁。
未納税額×7.3％（又は 14.6%）×計算期間（日数）
365（日）
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平成 19 年 4.4% ― 業手形の基準割引率（いわゆ
る公定歩合）を基準に計算。平成 20 年 4.7% ―
平成 21 年 4.5% ―
平成 22～25 年 4.3% ―
平成 26 年 2.9% 9.2% 【平成 26 年度改正で創設】
国内銀行の貸出約定平均金利
（新規・短期）を基準に計算
平成 27・28 年 2.8% 9.1%
平成 29 年 2.7% 9.0%
この特例割合が設けられたのは、当時の低金利の状況が勘案されたためである。こ
のような低金利の状況を踏まえ、その負担の軽減を図るため、平成 11 年度税制改正に
おいて、この延滞税（年 7.3%の割合に限る。）について、利子税及び還付加算金と併
せて特例制度が創設された。具体的には、各年の前年の公定歩合28に４%を加算した割
合（以下「旧特例基準割合」という。）が年 7.3%の割合に満たない場合には、その年
においては、年 7.3％の割合を旧特例基準割合（平成 25 年分は 4.3％）まで軽減する
こととされていた。しかしながら、上記のとおり、年 14.6%の延滞税については、納
税に対する誠意が見られない滞納者に強く納付を促す必要があることから29、存置さ
れていた。
その後、平成 25 年度税制改正において、現下の低金利の状況を踏まえ、事業者等の
負担を軽減する等の観点から、従前の特例措置を改組し、これまで存置されていた年
14.6%の延滞税を含めて、更に延滞税の割合を引き下げることとされ30、現在の規定の
姿になっている。
現行の延滞税の特例規定は、新たな基準割合（以下「特例基準割合」という。）を設
定しており、各年の特例基準割合が年 7.3%の割合に満たない場合には、その年中にお
いては、次の延滞税の区分に応じてそれぞれ次に定める割合とされている（租税特別
措置法（以下、条文を示す場合には「措法」という。）94①）。
① 年 14.6%の割合の延滞税 その特例基準割合に年 7.3%を加算した割合
28 日本銀行における商業手形の基準割引率であり（日本銀行法 15①一）、1994 年 10 月に民間
銀行の金利が自由化されて以後、政策金利としての意義を持たなくなったが、本稿では便宜
上「公定歩合」と呼ぶ。
29 国税庁・前掲注（18）。
30 利子税、還付加算金についても同様の見直しが行われている。
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② 年 7.3%の割合の延滞税 その特例基準割合に年 1%を加算した割合（当該加算した
割合が年 7.3%を超える場合には、年 7.3%の割合）
この特例基準割合とは、各年の前々年の 10 月から前年の９月までの各月における短
期貸付けの平均利率（当該各月において銀行が新たに行った貸付（貸付期間が１年未
満のものに限る。）の合計を 12 で除して得た割合（この割合に 0.1%未満の端数がある
ときは切り捨てる。）として各年の前年 12 月 15 日までに財務大臣が告示する割合に年
１％を加算した割合とすることとされている。なお、この財務大臣が告示を行う際に
基準とする「各月における短期貸付けの平均利率」には、日本銀行が公表する「国内
銀行の貸出約定平均金利（新規・短期）」が採用されている。
このように、延滞税の特例規定の基準割合が、従来の公定歩合から「国内銀行の貸
出約定平均金利（新規・短期）」に遷移したのは、平成 11 年度税制改正時においては、
公定歩合は「国民にとって最も明白でかつ分かりやすい」ものであったが、その後、
この公定歩合は政策金利としての意味合いを失い、日本銀行の政策金利である無担保
コールレート（オーバーナイト物）の上限を画する役割を担うに過ぎないものとなり、
もはや「国民にとって最も明白かつ分かりやすい」ものとは言えない状況となってい
たため、この特例基準割合においては、代表的な市中金利である「国内銀行の貸出約
定平均金利（新規・短期）」が基準となる金利として採用されたものとされている31。
また、財務大臣が告示する割合に１％を加算した割合が「特例基準割合」とされて
いるが、これは、①基準金利たる「国内銀行の貸出約定平均金利（新規・短期）」は銀
行の貸出残高に応じた加重平均であるため、大口顧客の金利に強く影響されているも
のであること、②同じ「貸出約定平均金利」であっても地方銀行や信用金庫の場合に
は、国内銀行に係るものよりも１％程度高い水準になっていること、③住宅ローンの
変動金利についても、これと同様１％程度高い水準となっていること等を踏まえたも
のとされている32。
⑶ 一部納付があった場合の延滞税の計算方法 
延滞税の額の計算の基礎となる国税について一部納付があったときの延滞税の計算
方法については、国税通則法第 62 条第 1 項に規定されており、延滞税は本税の履行遅
滞に対して課されるものであることから、その納付の日の翌日以後の期間に係る本税
31 志場ほか・前掲注（25）1425 頁。
32 志場ほか・前掲注（25）1426 頁。
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の額は、その納付税額を控除した残税額とされている。また、延滞税をその本税とあ
わせて納付すべき場合において、その合計額に満たない額の納付があったときの処理
にあたっては、利息優先充当と元本優先充当の２つの考え方があるが、国税について
は後者の考え方を採用している。
具体的には、納税者の納付した金額がその本税の額に達するまでは、その納付した
金額は、まず本税に充てられたものとされる。国税についてこのような考え方を採用
したのは、「民法の規定による弁済の充当は、まず、利息に充当され、次いで元本に充
当される（民法 491）が、国税においては、納税者の利益を考慮するからである」と
されている33。
３ 延滞税の計算期間の特例（除算期間）
⑴ 国税通則法第 61 条第１項、第３項の除算期間 
延滞税は、国税の納付遅滞について課されるのであるが、納税申告書の提出後１年
以上も経過した後に更正があった場合又は源泉徴収による国税につき法定納期限から
１年以上も経過した日後に強制徴収があった場合には、法定納期限にまで遡って延滞
税を課することは必ずしも適当と言えない等の理由から国税通則法 61 条第１項及び
第３項において、延滞税の計算期間の特例を規定している。
納税方式による国税の場合を見てみると、具体的には、修正申告書の提出又は更正
があった場合において、次のイ、ロのいずれかに該当するときは、その申告書の提出
又は更正によって納付すべき国税について、それぞれ次に定める期間が控除される（通
法 61①）。なお、偽りその他不正の行為により国税を免れ、又は国税の還付を受けた
納税者が当該国税についての調査があったことにより当該国税について更正があるべ
きことを予知して提出した修正申告書（以下「特定修正申告書」という。）の提出や偽
りその他不正の行為により国税を免れ、又は国税の還付を受けた納税者についてされ
た更正（以下「特定更正」という。）はこの除算期間の対象となる修正申告書の提出又
は更正から除かれている（通法 61①柱書）。
イ その申告又は更正に係る国税について期限内申告書が提出されている場合におい
て、その法定申告期限から１年を経過する日後に当該修正申告書が提出され、又は
当該更正に係る更正通知書が発せられたとき その法定申告期限から１年を経過す
33 志場ほか・前掲注（25）701 頁。
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る日の翌日から当該修正申告書が提出され、又は当該更正に係る更正通知書が発せ
られた日までの期間
ロ その申告又は更正に係る国税について期限後申告書（還付請求申告書を含む。）が
提出されている場合において、その期限後申告書の提出があった日の翌日から起算
して１年を経過する日後に当該修正申告書が提出され、又は当該更正に係る更正通
知書が発せられたとき その期限後申告書の提出があった日の翌日から起算して１
年を経過する日の翌日から当該修正申告書が提出され、又は当該更正に係る更正通
知書が発せられた日までの期間
⑵ 国税通則法第 61 条第２項の除算期間 
延滞税の除算期間については、平成 28 年度税制改正において、最高裁平成 26 年 12
月 12 日第二小法廷判決（訟月 61 巻５号 1073 頁）を契機として、新たな制度が創設さ
れている。具体的には、修正申告書の提出又は増額更正があった場合において、その
申告又は増額更正に係る国税について期限内申告書又は期限後申告書が提出されてお
り、かつ、期限内申告書等の提出により納付すべき税額を減少させる減額更正があっ
た後に修正申告書の提出又は増額更正（以下「修正申告書の提出等」という。）があっ
たときは、修正申告書の提出等により納付すべき国税（期限内申告書等に係る税額に
達するまでの国税に限る。）については、次の期間を控除して、延滞税の計算をするこ
ととされている（通法 61②）。
イ 期限内申告書等の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日がその国
税の法定納期限前である場合には、その法定納期限）の翌日から減額更正に係る更
正通知書が発せられた日までの期間（通法 61②一）
ロ 減額更正に係る更正通知書が発せられた日（その減額更正が更正の請求に基づく
更正である場合には、同日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から修正
申告書が提出され、又は増額更正に係る更正通知書が発せられた日までの期間（通
法 61②二）
なお、上記のイの期間については、「申告に基づいて一旦は納付されていたもの」で
あることに着目して、減額更正までの「納付があった期間」については、延滞税の計
算期間に含めることは適当でないとの考えに基づくものであり、納付がある前の「未
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納の期間」については、延滞税の計算期間に含まれることとなる34。
一方、上記ロの期間については、減額更正が納税者からの更正の請求に基づきされ
たものである場合には、増額更正等により納付すべき税額については、更正の請求と
いう納税者の意思に基づく減額更正によって未納付の状態が作出された結果発生した
ものであるとの考えに基づくものであり、このような場合には、現行における納税申
告書の提出後１年以上経過した後に修正申告等があった場合の延滞税の取扱いを踏ま
え、減額更正がされた日から１年間を限度として延滞税を課すこととされている35。
当初申告し、適正に納付をしている状態に重きを置いているため、上記⑴の国税通
則法第 61 条第１項、第３項の除算期間と異なり、「偽りその他不正の行為」に基づく
特定修正申告書の提出又は特定更正の場合にも適用があるとされている点が異なって
いる36。また、上記ロの期間については、未納付の状態が作出された原因が納税者側
にある場合には、最大１年間の延滞税を課すこととしており、「更正の請求」という一
定の形式基準に基づき帰責性を判断するという整理がなされているのが特色であると
言える。
この、平成 28 年度税制改正による新たな除算期間制度は、平成 29 年１月１日以後
に法定納期限が到来する国税について適用される（平成 28 年改正法附則 54②）。
４ 延滞税の免除制度
延滞税については、それが納付遅延に対する制裁として課されるものであり、また、
これによって自主納税を間接的に促進し得るよう、一般の金利水準よりも高めに課税割
合が定められていることもあって、広く各種の場合をあげてその軽減免除をできる場合
を定めているとされているが、税務署長は、国税に関する法律に規定されている場合に
限り免除できるのであって、その法律の根拠なくその裁量で免除することはできないと
されている37。
この点について、地方税法においては、市町村民税等の税目について、「市町村長は、
納税者又は特別徴収義務者が第一項の納期限までに税金を納付しなかつたこと、又は納
34 波戸本尚ほか「平成 28 年税制改正のすべて」870 頁（大蔵財務協会、2016）。
35 波戸本ほか・前掲注(34)870 頁
36 特定修正申告書の提出又は特定更正により納付すべき国税その他一定の国税にあっては、
延滞税の計算上控除される期間が、①の期間に限られる。
37 志場ほか・前掲注（25）706 頁。
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入金を納入しなかつたことについてやむを得ない理由があると認める場合においては、
同項の延滞金額を減免することができる」旨の規定38を置いており、「市町村長は、納税
者又は特別徴収義務者が市町村税を納期限までに納付又は納入しなかったことについ
て、客観的にやむを得ない事由があると認める場合は、自らの裁量によって延滞金を減
免することができるものとされている」と解されていることと対比的であり39、国税に
ついては、こういった規定がなく、法律の要件に合致した場合しか免除できないことを
踏まえると、免除対象範囲は限定的であるとも言える。
以下では、国税の延滞税を軽減・免除できる場合について整理する。なお、以下で述
べるのは、国税通則法上の延滞税の軽減・免除措置であり、その他にも租税特別措置法
等の特別法による免除があるが、ここでは説明を割愛する。
⑴ 納税の猶予、換価の猶予又は滞納処分の停止がなされた場合（通法 63①③） 
災害等による納税の猶予（通法 46①②一・二・類似五）又は滞納処分の停止（徴法
153）の適用を受けた国税については、その国税に係る延滞税額のうち、猶予期間又は
停止期間に対応する部分の延滞税が全額免除される。また、事業の廃止等による納税
の猶予（通法 46②三・四・類似五）、賦課の遅延等に基づく猶予又は換価の猶予制度
の適用を受けた国税については、その国税に係る延滞税のうち、猶予期間に対応し、
かつ、年 7.3%の割合を超えて課された部分の延滞税が免除される（通法 63①）。これ
らの免除は、これらの猶予又は滞納処分の停止が納税者の納付能力が減退したことに
応じて、一定期間納税若しくは滞納処分による換価を猶予し、又は滞納処分の執行を
停止するものであることから、猶予又は停止期間中の延滞税負担の軽減を図ろうとす
るものであり、上記のように猶予等の事由の違いにより、免除額に差があるのは、後
者の場合については、期限内に適正納税を完了した者との間の負担の不公平上、年
7.3％程度の延滞税は、猶予期間中も負担させる必要があると認められるからであると
されている40。
なお、事業の廃止等による納税の猶予、賦課の遅延等に基づく猶予又は換価の猶予
制度の場合であっても、その猶予に係る国税がやむを得ない理由により猶予期限まで
に納付できなかった場合において、資力不足等の特定の事由があるときは、そのやむ
38 地方税法 326③。なお、道府県民税や固定資産税等についても同様の規定がある。
39 自治省税務局「住民税逐条解説」（地方財務協会、1986）544 頁。
40 志場ほか・前掲注（25）714 頁。
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を得ない期間に対応する延滞税を免除することが可能であり、全額免除となる途も残
されている（通法 63③）。
⑵ 国税通則法第 11 条の規定により具体的納期限が延長された場合（通法 63②） 
国税通則法第 11 条の規定により具体的納期限が延長された国税につき、その延長期
間に対応する延滞税は全額免除される（通法 63②）。これは、同条の期限の延長措置
が災害等の不可抗力的な事由により納付行為ができない場合に適用されるものである
ことを踏まえられたものである41。
⑶ 徴収の猶予がなされた場合（通法 63④） 
更正の請求がなされた場合や不服申立てがされた場合等については、国税に関する
法律の規定により徴収が猶予されるが（通法 23⑤、105②④）、この徴収の猶予がなさ
れた場合には、その徴収を猶予された国税につき年 7.3％を超える部分について免除
するものである。この点について、年 14.6％の延滞税については、早期納付を間接的
に強制するものとして課されるものであるが、一方で、徴収を猶予しながら、他方で
早期納付を強制するというのは矛盾が生じるという問題があるため、年 14.6％の延滞
税の半額を免除したものとされている42。
⑷ 滞納税額の全額に相当する財産の差押えがされた場合又は納付すべき税額の全額
に相当する担保の提供があった場合（通法 63⑤）
滞納税額の全額に相当する財産の差押えがされた場合又は納付すべき税額の全額に
相当する担保の提供があった場合には、上記⑴～⑶で免除されない場合においても年
7.3％を超える延滞税が免除される（通法 63⑤）。
この免除は、差押えによる直接強制がされたときは、延滞税により納付を間接的に
強制する必要性が減少することから負担の軽減を図ったものであり、担保提供があっ
た場合の免除は、差押えとの権衝を考慮したものとされている43。
⑸ その他の場合の延滞税の免除（通法 63⑥） 
イ 納付委託の場合（通法 63⑥一）
納税者が先日付小切手等を徴収職員に提供して納付委託をした場合において、小
切手等の取立期日に即日納付がされなかったときは、納税者の責めに帰すべき理由
41 志場ほか・前掲注（25）714 頁。
42 志場ほか・前掲注（25）717 頁。
43 志場ほか・前掲注（25）718 頁。
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により即日納付ができなかったときを除き、その取立期日の翌日から納付があった
日までの期間に対応する延滞税が全額免除される（通法 63⑥一）。これは、納付委
託においては、取立期日に納付されると信ずるのが通例であるから、その信頼を保
護することとしたものとされている44。
ロ 納税貯蓄組合預金による納付委託の場合（通法 63⑥二）
納税貯蓄組合員については、その預金先が国税の収納機関として指定されていな
い場合には、納税貯蓄組合預金からの納税を預金先金融機関に委託することができ
る。この委託があった場合において、納税がその委託があった日に即納されなかっ
たときは、納付委託があった日の翌日から実際に納付があった日までの期間に対応
する延滞税が全額免除される（通法 63⑥二）。ただし、納税者の責めに帰すべき理
由により即日納付ができなかった場合には免除されない。
ニ 災害等の場合（通法 63⑥三）
震災、火災その他のいわゆる天災により国税を納付することができない事由が生
じた場合には、その事由が生じた日から事由が消滅した日までの期間及びその後の
７日間に対応する延滞税を免除する（通法 63⑥三）。これは、災害を受けた納税者
の全てが、上記⑴⑵の措置の適用を受けることができるとは限らず、また、その適
用を受けた場合においても、必要な免除期間の全てをカバーしている訳ではないた
め設けられている45。
ホ 交付要求の場合（通法 63⑥四、国税通則法施行令（以下条文を示す場合には「通
令」という。）26 の 2 一）
交付要求又は参加差押えにより、他の執行機関が強制換価手続によりした金銭の
交付を受けて、これを滞納税金に充てたときは、他の執行機関がその金銭を受領し
た日の翌日から交付を受けた金銭を国税に充てた日までの期間に対応する延滞税を
全額免除する（通法 63⑥四、通令 26 の 2 一）。なお、徴収の所轄庁が自ら強制換価
手続を執行した場合には、公売代金受領の日等に国税を徴収したものとみなされ（徴
法 116②等）、以後の期間については延滞税はかからない。
へ 人為災害等の場合（通法 63⑥四、通令 26 の 2 二）
人為による異常な災害又は事故、例えば火薬類の爆発、ガス爆発、飛行機の墜落、
44 志場ほか・前掲注（25）719 頁。
45 志場ほか・前掲注（25）720 頁。
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船舶の沈没、交通機関のと絶、交通事故等により、納税申告書の提出又は納付の行
為をすることができなくなった場合には、その災害又は事故が納税者の責めに帰す
べき事由により生じたものである場合を除き、災害又は事故発生の日から消滅の日
までの期間及びその後の７日間に対応する延滞税を全額免除する（通法 63⑥四、通
令 26 の 2 二）。
この免除の趣旨は、納税者の責めに帰すべからざる事故により納付行為ができな
いときは、その間の延滞税の負担を免除するものである46。なお、このような趣旨
から、いわゆる誤指導、照会に対する回答の遅延、通達の遡及適用、課税標準の計
算不能、振替納付書の送付漏れ等があった場合において、納税者が社会通念上なす
べき行為をつくしているときは、これらの事由も「人為による異常な事故」の一態
様に含まれる47。
⑹ 延滞税の免除金額の特例（措法 94②） 
上記の⑴⑶⑷のうち、年 7.3％を超える部分の延滞税について免除することとされ
ている場合については、年 7.3％の割合の延滞税と同様に軽減する趣旨から特例が設
けられている48。具体的には、事業の廃止等による納税の猶予等をした国税に係る延
滞税について軽減対象期間49がある場合には、軽減対象期間に対応する延滞税の額の
うち、その延滞税の割合が特例基準割合であるとした場合における延滞税の額（特例
延滞税額）を超える部分の金額を免除することとされている（措法 94②）。したがっ
て、年 7.3％の割合の延滞税については、租税特別措置法第 94 条第１項の規定により
特例基準割合に年１%を加算した割合に軽減されることから、免除金額は特例基準割合
を超える年１%の割合に相当する金額となり、年 14.6％の割合の延滞税については、
同項の規定により特例基準割合に年 7.3％の割合を加算した割合に軽減されることか
ら、免除金額は特例基準割合を超える年 7.3％の割合に相当する金額となる。
第２節 延滞税制度の沿革
46 志場ほか・前掲注（25）720 頁。
47 平成 13 年６月 22 日徴管 2-35 外「人為による異常な災害又は事故による延滞税の免除につ
いて」法令解釈通達。
48 志場ほか・前掲注（25）1443 頁。
49 この「軽減対象期間」とは、納税の猶予等がされた期間であって、その年の特例基準割合が
年 7.3％の割合に満たない場合におけるその年（特例基準割合適用年）に含まれる期間をいう
（措法 94②）。
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１ 延滞税制度のはじまり（延滞金制度・明治 44 年）
現行の延滞税の制度は、明治 44 年 12 月 7 日に延滞金制度として始められたのが最初
である。当時は、納税者により納税義務を確定させる制度がなかったため、現在の各種
加算税のような行政制裁に相当する制度は設けられておらず、現在の延滞税に類する延
滞金一本の制度にとどまっていた50。なお、この延滞金は税外収入とされていた。
当時の所得税や法人税額の確定手続については、現行制度と異なり賦課課税方式が採
用されており、例えば、所得税についてみると、納税者全部に対して所得金額を調査し、
所得調査委員会の決議を経て納税者に所得金額を通知することとされており、税務当局
は、納税者が毎年４月末までに届け出た書類や各種の資料を活用し、あらかじめ調査等
に基づき所得金額を決定していた。
このように、現行とは異なる制度の前提があり、当時の延滞金制度は、督促を受け、
その指定期限までに完納されない場合に、具体的納期限（督促の指定期限等）の翌日に
遡及して、税金完納又は財産差押えの日の前日までの期間につき日歩３銭の割合
（10.95％）で延滞金を徴収することとされていた。
その後、昭和 19 年４月に日歩４銭（14.6％）に、昭和 22 年 12 月に日歩５銭（18.25％）
に、昭和 23 年７月に日歩 20 銭（73％）に引き上げられ51、従来の遅延利子的性格に滞
納に対する行政制裁としての性格が加味されることとなった52。
２ 延滞金及び加算税制度（昭和 22 年度税制改正）
昭和 22 年度税制改正において、所得税法、法人税法、相続税法について、一般的に
申告納税方式が採用され、従来の延滞金については存置したままで、この申告納税方式
を採る直接税について、新たに加算税を課す制度が設けられた。
この加算税制度とは具体的には、期限後申告書若しくは修正申告書が提出され、又は
更正決定があった場合に、その法定納期限の翌日からこれらの申告書を提出した日又は
更正決定の指定納期限までの期間につき日歩３銭の割合（10.95％）53で加算税を徴する
50 志場ほか・前掲注（25）654 頁。
51 昭和 25 年１月～３月の間は日歩８銭（29.2％）に引き下げられている。
52 志場ほか・前掲注（25）655 頁、武田昌輔監修「DHC コンメンタール国税通則法」3314 頁（第
一法規）。
53 その後、昭和 22 年 12 月に日歩５銭（18.25％）に、昭和 23 年７月に日歩 10 銭（36.5％）
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こととするものである。
この「加算税」は、当時の「延滞金」が具体的納期限後の期間に対する遅延利子に止
まっており、法定納期限から具体的納期限までの期間に対応する遅延利子に相当する制
度がないことにより、申告納税方式による納税義務の確定手続の導入と相まって創設さ
れたものとされている54。
３ 利子税額及び延滞加算税額制度（昭和 25 年度税制改正）
シャウプ勧告に基づく税制改正の一貫として、「加算税」の名称を「利子税額」に改
め、その課される期間を法定納期限から納付の日までの日数により計算することとされ
た55。また、「延滞金」については、まず遅延利子的性格を有する部分を「利子税額」に
統合し、滞納に対する制裁に相当する部分を新たに「延滞加算税額」とされた56。
「利子税額」は、①国税の納付遅延に対して課される通常の利子税額と、②徴収猶予
（申告期限延長）及び延納の場合に課されるものとがあり、いずれも日歩４銭（14.6％）
の割合で課されていた57。①の通常の利子税額の遅延期間をどのように計算するかにつ
いては直接税と間接税で取扱いが異なっており、直接税においては、法定納期限の翌日
から本税納付の日までの期間であるとされているのに対し、間接税では通常の場合は上
記の直接税と変わらないが、法定納期限後に納税告知がなされたときは、納税告知書に
指定された納期限の翌日から納付の日までの期間とされている58。
「延滞加算税額」は、督促状を発した日（督促状は、国税がその納期限まで完納され
ないときに、その納期限後 20 日以内に発せられる59。）から起算して 10 日を経過した日
に引き上げられている。なお、昭和 25 年 1 月～3 月の間は日歩４銭（14.6％）に引き下げら
れている。
54 志場ほか・前掲注（25）654 頁、武田・前掲注（52）3314 頁。
55 従前の加算税及び延滞金の制度については、具体的納期限後遅延利子の課されない期間があ
ること、督促状の指定納期限までに完納しないときは、具体的納期限まで遡及して延滞金が
課される等の不合理があったとされている（志場喜徳郎ほか・前掲注（25）655 頁）。
56 志場ほか・前掲注（25）656 頁、武田昌輔監修前掲注（52）3315 頁。
57 通常の利子税額については、昭和 30 年７月に日歩３銭（10.95％）に引下げ、徴収猶予及び
延納の場合に課される利子税額ついては相続税の延納の場合は、昭和 27 年４月に日歩２銭
（7.3％。相続税のうち立木の価額の割合が 30％をこえるときは、当該立木価額分について
は日歩 1 銭 5 厘）と、法人税の申告期限延長については昭和 27 年４月に日歩２銭（7.3%）と、
所得税の延納については昭和 29 年４月に日歩２銭（7.3%）とされた。
58 税制調査会昭和 36 年 7 月「国税通則法の制定に関する答申（税制調査会第二次答申）及び
その説明」89 頁。
59 租税徴収制度調査会昭和 33 年 12 月「租税徴収制度調査会答申」において、「督促状の発付
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（督促状の指定納付期日）までに本税が完納されなかった場合に、その経過した日の翌
日から本税完納までの期間につき徴収される税額であり、日歩４銭（14.6％）の割合と
されていた。なお、この延滞加算税額については、利子税額と異なり、その税額に限度
額が設けられており、上記により計算した税額が、督促状を発した日から起算して 10
日を経過した日における滞納本税額の５％を超えることとなるときは、その５％相当額
が限度とされていた。
このように上限が設けられた趣旨は、いつまでも累積することによって却って納税を
困難にするおそれのあることを防止しようとするためであるとされている60。
なお、シャウプ勧告61においては、次のように記載がされている。
「現行の税の滞納に対する年約 31％ないし 71％62の利子徴収は税務署が納税を督促す
るときまでは年 12％相当額、且つそれから後は年 24％相当額に引下げること63。現在の
ように高い延滞利子率は自壊的なものである。これは納税者をして、短期間のうちにと
りかえしのつかない程滞納させる傾向をもつ。現在滞納税の量が著しく多い一つの理由
は恐らくこれなのである。」
４ 国税通則法の制定・現行の延滞税制度の創設（昭和 37 年度税制改正）
昭和 37 年度税制改正に先立ち、租税徴収制度調査会64においてとりまとめられた「租
税徴収制度の改正に関する答申（昭和 33 年 12 月 8 日）」において、「租税の滞納につい
ては、利子税額と延滞加算税額が同様に日歩３銭の割合で課されるから、これらの附帯
税制度を整理統合する制度の簡素化が考えられる。」と指摘がされていた。こういった
経緯もあり、国税通則法制定時においては、同法制定前の各税法に規定されていた納付
の遅速により延滞加算税額の負担に差異が生じるのは適当でないから、税金の納期限から 20
日以内に督促状を発付することとし、その負担の公平を図るべきである。」とされたのを踏ま
えて、昭和 34 年の国税徴収法制定時に整備されている。
60 岡田直策「最新国税徴収法精解」（森山書店、1935）135 頁。
61 シャウプ使節団昭和 25 年 4 月「日本税制報告書」第１編第 14 章 222 頁。
62 実際に、当時課されていたのは、日歩 20 銭（73％）の延滞金及び日歩 10 銭（36.5％）の加
算金である。
63 実際に、昭和 25 年度税制改正においては、法定納期限の翌日から督促状の指定納付期日ま
では、日歩４銭（14.6％）の利子税額のみが課され、督促状の指定納付期日以後は、日歩４
銭（14.6％）の利子税額及び日歩４銭（14.6％）の延滞加算税額が課されることとされてい
る。
64 昭和 30 年 12 月に大蔵省に設置。会長に東大名誉教授我妻榮氏が選任され、公法、私法にお
ける有力な学者、さらに官界、財界等を通ずる学識経験者によって構成されたもので、租税
徴収の基本法である国税徴収法の全体の体系を再検討するために組織された。
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遅延の場合の利子税額と当時の国税徴収法に規定がなされていた延滞加算税額につい
て、税金滞納の場合に共通して加算されるものであることから、実質的には同様の目的
を持っていると考えることができ、あえて両者間に異をたてて、二本建制度を維持する
必要はないと考えられたことから、制度の簡素化の見地から、これらを統合して、国税
の納付遅延に対しては、新たに一本の延滞税制度を設けることとされ、国税通則法に統
一的に規定された。一方で、徴収猶予（申告期限延長）及び延納の場合に課される利子
税額については、現在の利子税として存続させることとされ、延納については、所得税
法及び相続税法に、徴収猶予（申告期限延長）については法人税法にそれぞれ存置され
ている。
なお、昭和 36 年７月の政府税制調査会「国税通則法の制定に関する答申（税制調査
会第二次答申）及びその説明」においては、納付遅延の場合の利子税額と延滞加算税額
の統合について次のように述べている65。
「 現行利子税額の意義は、次の３点に要約することができると考えられる。
⒜ 私法上の債権債務における遅延利息すなわち債務不履行に伴う損害賠償とみら
れること。
⒝ 滞納者と期限内納付者との間の負担の公平を図る意義をもつこと。 
⒞ 間接的に期限内納付を促す効果をもつこと。 
これに対して、延滞加算税額は、一種の行政罰的なものであると考えられているが、
これとても、国税の納付を促進する作用をもち、またこれを期待しているほか、利子
税額と同じく、負担の公平を図り、また、損害賠償としての意義をもつことを否定す
ることはできないであろう。
このようにみてくると、利子税額と延滞加算税額は実質的には同様の目的をもつて
いるものであると考えられ、あえて両者間に異をたてて、二本建制度を維持する必要
はないのではないかという問題が生ずる。
たしかに、延滞加算税額は督促状の発付を要件としており、しかもなお滞納が継続
している場合に追加的に課されるものであるから、たんに納期限の経過によつて課さ
れる利子税額とは異なるところがある。
しかし、実質的には、納付遅延を要件とする点で両者は共通しており、ただ、その
計算に算入される期間に差異があつて、督促後なお未納のときは負担割合が高まると
65 税制調査会昭和 36 年 7 月・前掲注（58）92～94 頁。
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いうにすぎないといえる。納税者も一般にそのように受けとり、負担割合の点に関心
をもつにとどまつているようである。
また、現行利子税額は、納付遅延の場合と法律上認められた延納や徴収猶予の場合
と全く同一の構成となつているが、このことは制度として不合理であるといわなけれ
ばならない。
そこで、このような考え方を背景として、われわれは、納付遅延の場合における利
子税額と延滞加算税額の二本建制度は、実質的にほとんど変らない二つのものを重畳
して課するものであり、いたずらな制度の重複であつて、さきにみたように外国にも
その例を見出し難く、簡素化の見地からは、これを統合して、新たに一本の延滞税の
制度を設けることが適当であると考えた。」
本節で述べたところを含めた延滞税制度の沿革についてまとめると、次の「図表 2
延滞税制度の沿革」のようになる。
図表 2 延滞税制度の沿革
昭和 23 年 7月
昭和 25 年 1月
昭和 25 年 4月
（シャウプ勧告）
昭和 27 年 4月
昭和 29 年 4月
昭和 30 年 7月
昭和 37 年 4月
（通則法制定）
昭和 45 年 4月
昭和 48 年 4月
昭和 50 年 4月
平成 12 年 1月
（平成11年度改正）
平成 26 年１月
（平成25年度改正）
（現行）
※１ 「加算税」は、申告納税方式を採る直接税につき更正・決定等があった場合又は相続税の延納の場合に課されるもの。
※２ 「特例基準割合」は、「各年の前々年 10 月から前年９月までの貸出約定平均金利（新規・短期）の平均」＋１％による。
延 滞 金
（ 年 利 建 移 行 ）
日歩 20銭（73.0％）
日歩 8銭（29.2％）
延滞加算税額 利子税額
指定納期限→納付の日
日歩 4銭（14.6％）
（元本の 5％限度）
法定納期限→納付の日
日歩 4 銭及び日歩 2 銭
（14.6％） （7.3％）
年 14.6％及び年 7.3％
年 14.6％及び「公定歩合＋４％」
延納・申告期限延長に係る利子税
〔所得税〕
日歩 2銭
（7.3％）
還付加算金
日歩 10銭（36.5％）
日歩 4銭（14.6％）
日歩 4銭（14.6％）
指定納期限
→完納の日又は
財産差押えの日
加 算 税
法定納期限
→申告書提出の日
又は指定納期限
日歩 10銭（36.5％）
日歩 4銭（14.6％）
年 7.3％
5.11％
5.11％
5.84％
7.30％
6.25％
0.50％
5.84％
5.11％
〔法人税〕
日歩 2銭
（7.3％）
日歩 2 銭 （7.3％）
〔相続税〕
日歩 4 銭
（14.6％）
日歩 2銭
（7.3％）
延 滞 税
年 6.6％等
※１
5.84％
5.00％
8.50％
利 子 税
加 算 税
〔 同 左 〕
法定納期限→納付の日
日歩 3銭（10.95％）
延 滞 税
日歩 3銭（10.95％）
（元本の 5％限度）
年 6.0％等
年 7.3％
「特例基準割合※２＋7.3％」及び
「特例基準割合＋１％」
「特例基準割合」
「公定歩合＋４％」
（公定歩合）
参考
貸出約定
平均金利
0.9％(平成 26 年)
0.8％(平 27・28年)
0.7％(平成 29 年)
「公定歩合＋４％」
「特例基準割合」
日歩 2 銭
（7.3％）
日歩 2 銭（7.3％）
日歩 3 銭（10.95％）
「上記割合×（公定歩合＋4％）÷7.3％」
「上記割合×特例基準割合÷7.3％」
出典：吉沢浩二郎ほか「平成 25 年税制改正のすべて」857 頁（大蔵財務協会、2013）を基に著者にお
いて作成
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第３節 延滞税制度の性格について
１ 延滞税の利息としての性格について
⑴ 遅延利息としての性格について 
学説上、延滞税とは、「国税の全部または一部を法定納期限内に納付しない場合に、
未納の税額を課税標準として課される附帯税で、私法上の債務関係における遅延利息
に相当し、納付遅延に対する民事罰の性質をもつ」とされ、「合わせて、期限内に申告
しかつ納付した者との間の負担の公平を図り、さらに期限内納付を促す」ためのもの
とし、これに様々な機能を期待するのが通説である66。
この延滞税の性格をいわゆる利息に相当するものであることを強調したものとして、
「延滞税は、納税義務者が法定期限内に納付しない場合に、その不納付税額及び不納
付の期間に応じて課される金銭的負担であって（中略）、納税義務者の不履行に伴う損
害賠償金たる性質をもつ遅延利息を意味するものである」67との学説がある。また、
東京高裁昭和 43 年 11 月 12 日判決（税資 58 号 316 頁）においては、「延滞税は、国税
通則法の定むるところによって、右税額を法定納期限までに完納等しない場合に政府
に納付すべき延滞利息に相当する税額であるに過ぎない」と判示されている。このよ
うに、延滞税については、利息としての性格を有するものと考えられてきたことから68、
ここでは、延滞税の利息としての性格について着目し、整理を行うこととする。
そもそも、利息の性質については、民法に規定がなく、その用語例も必ずしも統一
されていないが、一般に、「元本債権の所得として、その額と存続期間とに比例して支
払われる金銭その他の代替物である」とされている69。この利息には、当事者の特約
66 金子宏『租税法（第 21 版）』777 頁（弘文堂、2016）。
67 清永敬次『税法（新装版）』271 頁（ミネルヴァ書房、2013）。
68 酒井克彦『クローズアップ租税行政法―税務調査・税務手続を理解する―』109 頁（財経詳
報社、2012）においては、「延滞税の性質論については、滞納に対する制裁的な負担としての
意味を見出すことができるか否かという点で議論があるが、利息としての性格を有すること
では議論がない」とされている。
69 我妻榮ほか「我妻・有泉コンメンタール民法（第４版）」714 頁（日本評論社、2016）。なお、
奥田昌道「新版注釈民法（10）１」340 頁（有斐閣、2003）においては、利息の法律学上の意
義は、「金銭その他の代替物の使用の対価として、一定利率により、元本の額とその使用期間
とに比例して支払われる金銭その他の代替物である」として、ほぼ同様の表現を用いている。
また、近江幸治『民法講義Ⅵ 債権総論（第 3 版補訂版）』38 頁（成文堂、2009）では、利息
とは、「元本使用の対価として、元本額とその使用期間に応じて生ずるところの元本の収益（所
得）である」とされている。
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によって生じる約定利息と法律の規定によって生じる法定利息とがあり、約定利息の
利率は原則として当事者の自由な約束によって定められるが70、暴利・高利について
は、利息制限法、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（出資法）、
消費者契約法等の法令において、制限が設けられている71。法定利息については、約
定利息で利率の約束がない場合に適用される金利であり、民法上は年５分とされ（民
法 404）、商法上、商行為によって生じた債務に関しては、年６分とされている（商法
514）72。
なお、利息を生ずべきかどうかは、特約又は法律の規定73によって定まるため、消
費貸借をしても当然に利息が生ずる訳ではないが、商人間の消費貸借では特約がなく
とも年６％の利息を支払うことを要する74。また、商人間でなくとも民法 419 条第１
項においては、「金銭の給付を目的とする債務の不履行については、その損害賠償の額
は、法定利率によって定める。ただし、約定利率が法定利率を超えるときは、約定利
率による。」旨が規定されており、たとえ、利息の特約がなかったとしても、期日以後
年５％の損害金を支払うことを要することとされている。また、民法 420 条第１項に
おいては、「当事者は、債務の不履行について損害賠償の額を予定することができる」
ことを定めており、これは遅延利息に関する約定利率と考えることができる75。
いずれにせよ、この場合の損害賠償は一定の率によって定められ、形の上で利息に
類似するので、慣行的にこれを通常「遅延利息」と呼んでいるが76、この遅延利息に
ついては元本使用の対価ではないことから、債務不履行による損害賠償であって利息
70 奥田・前掲注（69）340 頁。
71 利息制限法においては、約定利率の最高限が制限されており、元本額の大きさに応じて最高
率を逓減し、元本が 10 万円未満の場合には年 2 割、10 万円以上 100 万円未満の場合には年 1
割 8 分、100 万円以上の場合には年 1 割 5 分とされ、約定利息が制限額を超える場合には、「そ
の超過分」について無効となる（利息制限法１）。出資法においては、年利 109.5%（貸金業者
については年 20%）を超える高金利の約定に対して刑罰を科することとされている（出資法５）。
消費者契約法においては、消費者契約における契約の解除の際等の損害賠償金の予定につい
て、14.6%の割合を超える場合には、「その超過分」について無効となる（消費者契約法９）。
72 平成 27 年 3 月 31 日に国会提出された「民法の一部を改正する法律案」（国会審議中）には、
法定利率を原則３分とし、市場の金利を考慮して変動方式を採用する見直し案が含まれてい
る点に留意が必要である。
73 民法 442 条②、545 条②、575 条②、647 条、650 条、665 条、669 条等が該当する。
74 商法 513 条において、「商人間において金銭の消費貸借をしたときは、貸主は、法定利息（年
６％）を請求することができる。」とされている。
75 我妻ほか・前掲注（69）776 頁。なお、最近の判例は、「損害賠償額の予定」という厳密な表
現を用いている。
76 我妻ほか・前掲注（69）774 頁。
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ではないとする見解もある77。しかしながら、この遅延利息についても利息として取
り扱われているのは、法律の擬制により利息の観念が拡大されたためとされている78。
なお、この遅延利息については、遅延損害金とも呼ばれるが、両者は同義であり、本
稿では、遅延利息との呼称に統一したい。
この私法上の利息の考え方にあてはめて考えてみても、延滞税は国税の全部又は一
部を法定納期限内に納付しない場合に課されるものであり、納税者について一種の債
務不履行があることがあることを踏まえると、通説のように「遅延利息に相当」する
との考え方は妥当であり、延納若しくは物納又は納税申告書の提出期限の延長が認め
られた場合にその認められた期間に課される利子税が「約定利息の性質をもつ」79と
されていることと区別される。一方で、租税法律主義の観点や大量反復的に発生する
国税債権の特性を踏まえると、個々の納税者ごとに約定して、利率を定めることはな
じまないため、延滞税・利子税については割合が法定され、画一的に適用される点が
大きな相違点であると考えられる。
⑵ 延滞税と市中金利の関係について 
第１章第２節で述べたように、平成 11 年度税制改正及び平成 25 年度税制改正にお
いて、延滞税等の割合について、低金利状況を踏まえ、引き下げが行われる等、延滞
税の割合については、いわゆる市中金利と比較されることが多いため、ここでは、そ
の関係性について整理をしておくこととする。
いわゆる市中金利とは、「市場金利」とも呼ばれ、中央銀行や政府金融機関以外の民
間金融機関が実際に適用している預貸金金利、及び民間金融機関相互間の取引によっ
て形成される金利とされている80。つまり、民間金融機関によって、マーケット（市
場）で適用される標準的な取引レート（市場の資金需給の実勢を反映した金利）であ
り、日本においては、コールレートやレポレート、TIBOR（東京銀行間取引金利）など
様々な種類がある。
なお、この市中金利と延滞税の関係については、「本来、延滞税は債務不履行に対す
る遅延利息に見合うべきものであるから、貸付期間中の約定利息たる市中貸出金利と
対比して考えるべき根拠は、格別には見出し得ないであろう。」とされるように、直接
77 我妻ほか・前掲注（69）714、774 頁。
78 奥田・前掲注（69）341 頁。
79 金子・前掲注（66）781 頁。
80 金融実務大辞典（きんざい）参照。
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の関係性はないものと考えられるが、「延滞税の割合が後者の市中金利よりも小さいと
きには、収納割合の低下を招来しないかとの虞れがあるという点で、両者は関連を持
っている」と考えられてきた81。
また、この遅延利息については、法制審議会において、固定利率とすることに合理
性がないため、市場金利と連動させた変動利率制を採用するべきとの提案がなされ、
平成 27 年３月 31 日に国会提出された「民法の一部を改正する法律案（以下「民法改
正案」という。）」（平成 28 年 12 月現在、国会審議中）には、遅延利息として適用され
る法定利率を原則３分とし、市場の金利を考慮して変動方式を採用する改正案が含ま
れている点に留意が必要である。
この改正案においては、法定利率は３年を１期とし、１期ごとに変動するもののと
されている。また、各期における法定利率は、直近変動期のうち直近のものにおける
基準割合と当期における基準割合との差に相当する割合（その割合に１％未満の端数
があるときは、これを切り捨てる。）を直近変動期における法定利率に加算し、又は減
算した割合とされており、この基準割合とは、各期の初日の属する年の６年前の年の
１月から前々年の 12 月までの各月における短期貸付けの平均利率（当該各月において
銀行が新たに行った貸付け（貸付期間が１年未満のものに限る。）に係る利率の平均を
いう。）の合計を 60 で除して計算した割合（その割合に１％未満の端数があるときは、
これを切り捨てる。）として法務大臣が告示するものをいうとされている。この「短期
貸付けの平均利率」とは、日本銀行で公表される「国内銀行の貸出約定平均金利（新
規・短期）」の意味で用いている特例基準割合について定める租税特別措置法第 93 条
第２項の用例と同様であるが、その詳細については、法務省令及び告示で明らかにす
ることとされている。
このように、遅延利息として適用される法定利率についても、立法段階においては、
市中金利と連動させるとの整理が直近なされているが、その提案理由については、「市
場金利が低金利で推移する現状においては、法定利率が市場金利を大幅に上回ってい
るため、利息について当事者間の約定がないなどの理由により法定利率が適用される
場合には、債権者にとって市場金利より相当有利な利率が適用されることになり、結
果として、金銭債権の通常の運用益以上の利益を債権者に認めることとなるため、当
事者の公平を害する場合がある。一方で、市場金利が法定利率を上回った場合には、
81 税制調査会昭和 36 年 7 月・前掲注（58）94 頁。
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債務者は弁済資金を調達するために融資を受けるよりは、債務の履行を遅滞した方が
有利となり、債務の支払遅延を招くおそれがあるなど、この場合も当事者の公平を害
する場合がある。そこで、頻繁な法改正を要せずに法定利率を合理的な水準に保つた
めの工夫として、市場金利の動向等に連動して法定利率も変動するための枠組み（変
動利率制）を採用すべきであるという考え方がある。」とされており82、債権者間ある
いは債務者間の公平性の観点から、遅延利息と市中金利の連動の必要性を説明してい
る。
一方で、国税については、第１章第２節１で述べたとおり、平成 11 年度税制改正に
おいて、当時の低金利の状況を勘案し、負担軽減を図るため、延滞税の負担を軽減す
る特例が設けられたが、この特例割合を基準時点の公定歩合に年４％を加算した割合
とすることとした理由について「諸外国の延滞利子が期限内納付のしょうよう等のた
めに市中貸出金利等に一定の割合を上乗せしたものとなっていることを参考としつつ、
我が国においては、国民にとって最も明白でかつわかりやすい公定歩合を基準とし、
公定歩合と市中貸出金利等との差及び諸外国で市中貸出金利等に上乗せしている割合
を勘案し、特例割合は公定歩合に年４％を加算した割合とすることとされたものです。」
と説明されており83、理屈付けは異なるが、民法上の遅延利息よりも相当早くにおい
て、延滞税と市中金利との連動の必要性が認識され、法的な手当てがなされている。
２ 延滞税の制裁としての性格について
上記１において、延滞税については、私法上の遅延利息に相当する性格を有すると理
解されてきた点を述べたが、通説においては遅延利息に相当するとともに「民事罰」の
性質を有するとされている。
また、「延滞税は、元来は、納税義務の履行遅滞による遅延損害金の性質を有するも
ので、附帯税の一種とされているが、広い意味では一種の制裁にほかならない」とする
学説があり84、仙台高裁昭和 43 年３月 28 日判決(税資 55 号 161 頁)においては、「延滞
税は、本件について言えば、法人税が本来の納期限までに完納されなかった場合に、そ
の遅延した税額及び期間に応じて課される遅延損害金的な性質を有する制裁税」である
82 民法（債権関係）の改正に関する検討事項⒁詳細版 9 頁（平成 22 年 11 月 30 日法制審議会
民法（債権関係）部会第 19 回会議資料（19－2））。
83 国税庁・前掲注（18）453 頁。
84 田中二郎『法律学全集 11 租税法（第 3 版）』388 頁（有斐閣、1991）。
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とされているように、延滞税について、滞納に対する制裁的な負担としての意義を見出
すことができるとする考え方が存在する。
なお、これらの考え方については、制裁と遅延利息との関係性について必ずしも明確
にしていないが、遅延利息について定める民法第 420 条は、金銭債権については、その
履行遅滞によって実際に生じた損害額にかかわらず、不履行となった金銭債権の額と不
履行の期間とを基準として、法定利率によって一律に計算した金額を損害賠償として支
払うべきものとする趣旨であり85、債務者は実際上の損害がこれよりも多額であること
を証明しても、その賠償を請求することは出来ないこととされている。そのため、現状、
この遅延利息には制裁的な要素は考慮されていないと考えられている86。つまり、延滞
税について、滞納に対する制裁的な負担としての意義を見出すのであれば、それは、遅
延利息の性質とは別に制裁という要素が加味されていると考えるのが適当である。
そもそも、制裁とは、一般的に、法律や規則、また慣習・伝統などの社会的規範に背
いた者に対して加えられるこらしめや罰を広く指す言葉であり87、佐藤英明教授は、著
書88において、「法律によって課された義務の違反を予防するために、それらの義務違反
を行った者に対して課される不利益」と定義をしている。この理解を前提にすると、制
裁には、租税法上の逋脱罪に対する刑事処罰や行政罰としての各種加算税が含まれる他、
本来の税額の納付を超える不利益を与えている制度が広く含まれ得ると理解できる89。
この点について、偽りその他不正の行為により国税を免れた場合には、延滞税の賦課
85 我妻ほか・前掲注（69）774 頁。
86 法制審議会民法第 19 回会議（平成 22 年 11 月 30 日）においては、遅延利息に制裁的要素を
加味するか否かについて、導入することで紛争の早期解決につながる等の肯定的な意見と、
金銭債務は履行遅滞による損害が法定利息相当となるべきであり、契約の場合はより高い遅
延損害金を合意することも可能であるのに、あえて懲罰的要素を持ち込む理由がない上、法
定利率と同率とする現在の実務で特に問題は生じていない等の否定的な意見が対立している
が民法改正案に遅延利息に制裁的要素を加味する見直しは盛り込まれていない。
87 「制裁」の意義については、「法令用語辞典」（学陽書房）において、「法令、規則に違反す
る行為をした者に対して不利益又は苦痛を加える措置をいう。」とされ、「広辞苑」（岩波書店）
においては、「道徳・慣習または法規・申合せなどにそむいた者を懲らしめるために罰するこ
と」とされている。
88 佐藤英明『脱税と制裁』14 頁（弘文堂、1992）。
89 佐藤・前掲注（88）10～12 頁において、脱税に対する直接的な対処として用いられる手段を
脱税を発見してそこから生じた違法な結果を是正するための制度、すなわち、租税債権が、
法の予定するとおりに実現しなかったときに、それを本来の額において実現させるための制
度である「租税病理法」と、発覚した脱税になんらかの不利益を加えて、これを罰し、あわ
せてその他の者による脱税の予防を図るための制度である「租税制裁法」に分類し、区分の
決め手となるのは、「本来の税額の納付を超える不利益が制度上加えられるか否か」というこ
とだと述べている。
39
のほか、罰金又は懲役による刑事上の処罰を受けることになるため、「同一の犯罪につ
いて、重ねて刑事上の責任を問はれない」とする憲法 39 条の一事不再理の原則（二重
処罰の禁止）に抵触されるのではないかという問題が提起された東京高裁昭和 43 年 12
月 10 日判決（税資 58 号 786 頁）において、「延滞利子税（著者注：延滞税）は右の当
然納入すべきであった本税を延滞したことによる利子で、刑事罰に当たらないことはも
とより、いわゆる行政罰にも当たらない」とされており90、延滞税を課すことが刑事罰
や行政罰に該当しないことは明らかであるため、延滞税が本来の税額の納付を超える不
利益を加えていると言えるかどうかが問題となる91。
延滞税は、納税者が法定納期限までに納付しないという義務違反をした場合に、本税
に加えて課される追加的な負担（不利益）であるが、利子を加えた額が、それが徴収さ
れる時点においての租税債権の額であると考えられることを踏まえると92、その全てが
不利益部分と捉えるのは適当ではないと考えられる。
つまり、利子部分については、「制裁」には該当しないことになる一方で、通常の利
子の範囲を超えて不利益を与える部分については「制裁」に該当することとなる93。こ
の点について、簡単な事例を示すと、利回りが年１％である場合において、100 万円の
租税債権があった場合において、その租税債権の現在価値は、「将来価値/利回り」で求
められることから、法定納期限に納付する 100 万円と、法定納期限から１年経過後に納
付する 101 万円は同様の価値となり両者の差額の１万円については、１年経過後に納付
した納税者に不利益を与えている訳ではないと考えられる。また、逆にこの利回りに相
当する部分を超える部分の負担があった場合については、その部分は不利益であり、制
裁部分と捉えることが相当ということになると考えられる。
90 その上告審である最高裁昭和 44 年７月３日判決においても、同高裁判決を支持している。
91 田中・前掲注（84）387 頁においては、租税法上の制裁には、制裁税と租税罰の両者があり、
「租税法上の義務の不履行に対する一種の行政上の制裁として、税の形式で課されるものを制
裁税と総称し」、これに対し、租税罰とは、「租税法上の義務違反に対して、一般統治権に基づ
いて科される制裁を総称する」とされており、前者には延滞税、各種加算税、過怠税が該当す
るとしている。
92 佐藤・前掲注（88）14 頁。
93 佐藤・前掲注（88）11 頁において、「租税の延滞に対して、一定の割合で付加的な金銭が徴
収されることが一般的であるが、これも通常の利子の範囲である限りにおいては、租税病理
法上の制度であると考えられる。なぜなら、利子を加えた額が、それが徴収される時点にお
いての租税債権の額であると考えられるからである。反対に租税の延滞に課される付加金が、
通常の利子の範囲を超えている範囲においては、それは、租税制裁法上の制度と考えられ
る。」とされている。
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この利回りについてどのように捉えるかという問題はあるが、現在国税の延滞税の割
合は、特例割合が適用されているものの、原則割合は、7.3%又は 14.6%とされており、
この割合は、市中金利や民法上の法定利率よりも高いことを考えると、その利子部分を
超える部分においては、制裁的な要素が含まれていると考えるのが妥当である94。
３ 平成 25 年度税制改正後の延滞税の性格についての考え方
上記１及び２において、延滞税の性格については、「遅延利息」としての性格とは別
に「制裁」としての要素も含まれていると理解すべき点について述べたが、従来、これ
らの異なる性質の関係について必ずしも明確にされておらず95、制度設計について見て
も、こうした性質を踏まえた十分な対応がなされているとは言い難い部分もある。例え
ば、延滞税は、法人税法又は所得税法の計算において、その支出した金額は損金又は必
要経費に算入されないこととされているが（法人税法（以下、条文を示す場合には「法
法」という。）55③、所得税法（以下、条文を示す場合には「所法」という。）45①二）、
延滞税が損金不算入とされる趣旨は、「延滞税等の罰則的な効果を減殺する結果となる」
ためとされており96、延滞税の制裁的な性質のみに着目しており、遅延利息としての性
格については考慮していないものと考えられる。
しかしながら、平成 25 年度税制改正においては、このように従前、明確にされてい
たとは言い難い延滞税の性格に着目した見直しがなされている。この見直しにおいては、
第１章第２節２及び本章第１節２において述べたとおり、延滞税等について、低金利の
状況を踏まえ、事業者等の負担を軽減する観点から行われているが、当時の立法担当部
局（財務省主税局）の改正の考え方については、「今回の改正においては、延滞税の年
14.6%の割合について「期限内納付した者との公平性を図るための利息部分（通常の利
子部分）」と「早期納付を促すための部分」とで構成されているものと考え、早期納付
を促すための部分（年 7.3%）については、これを維持しつつ、通常の利子部分（年 7.3%）
94 米村忠司「延滞税免除ができる場合の事実認定について-国税通則法 63 条 6 項 4 号を中心として-」
税大論叢 72 号 205 頁（2012、http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/72/02/index.htm）
において、昭和 40 年の延滞税免除に関する改正後は、「年 14.6%の割合のうち年 7.3%の割合
を超える部分については納付遅延に対する制裁的な意義が明確にされた」との私見が述べら
れている。
95 佐藤英明「延滞税・利子税・還付加算金」税務事例研究第 32 号 27 頁（1996）においては、
「通常は一体として考えられている延滞税を延滞期間中の利息に相当する部分と、制裁に相
当する部分とに分けるという考え方を得ることができる」とされている。
96 武田昌輔「DHC コンメンタール法人税法」3449 の 5 頁（第一法規）。
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について市中金利を踏まえた水準とすることにより軽減を図ることとされました。97」
とされている。
つまり、14.6%の延滞税について、「期限内納付した者との公平性を図るための利息部
分（通常の利子部分）」と「早期納付を促すための部分」、それぞれ半分ずつからなると
の整理がなされているが、それぞれ具体的に何を指しているのかが問題となる。
まず、「期限内納付した者との公平性を図るための利息部分（通常の利子部分）」とは
何を指しているかについては、「納税者が、未納期間において、その税額相当額を利用
することによって得られるであろう利益に相当する金額で、市中における貸出時の約定
金利等を踏まえた、国税のいわば「約定利息」に相当するもの」と説明がなされている
98。
次に「早期納付を促すための部分」について見てみると、「納税者が他の債権等に優
先して国税を納付するといった誘因となるものであると整理することができます。」と
されている99。
このように、延滞税については、約定利息たる「期限内納付した者との公平性を図る
ための利息部分（通常の利子部分）」と国税を納付するといった誘因たる「早期納付を
促すための部分」から構成されると整理がなされている。一方、法制度について見てみ
ると、延滞税の特例割合を定める租税特別措置法第 94 条第２項においては、「国税通則
法第 60 条第２項及び相続税法第 51 条の２第１項第３号に規定する延滞税の年 14.6 パ
ーセントの割合及び年 7.3 パーセントの割合は、これらの規定にかかわらず、各年の特
例基準割合が年 7.3 パーセントの割合に満たない場合には、その年（次項において「特
例基準割合適用年」という。）中においては、年 14.6 パーセントの割合にあつては当該
特例基準割合に年 7.3 パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3 パーセントの割合
にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割
合が年 7.3 パーセントの割合を超える場合には、年 7.3 パーセントの割合）とする。」
と規定し、具体的な計算方法が定められているが、この規定はあくまでも、「各年の特
例基準割合100が年 7.3 パーセントの割合に満たない場合」に適用される特例規定である。
97 吉沢ほか・前掲注（2）856 頁。
98 吉沢ほか・前掲注（2）857 頁。
99 吉沢ほか・前掲注（2）857 頁。
100 特例基準割合とは、各年の前々年の 10 月から前年の９月までの各月における「国内銀行の
貸出約定平均金利（新規・短期）」の合計を 12 で除して計算した割合（この割合に 0.1％未
42
そのため、平成 25 年度税制改正においてなされた延滞税の性格付けについては、あ
くまでも低金利下における特例なのか、それとも、いままで理解されてきた延滞税の「遅
延利息」又は「制裁」としての性格に変わるものであるのか、その関係性は、明らかに
されていないと考えられるが、この点については次章において詳述したい。
第４節 諸外国の延滞税制度
ここでは、次章以降の検討のため、諸外国の延滞税制度を概観する。なお、対象は、
我が国と同様に自力執行権が認められており、納付遅延に係る遅延利息を利息部分とそ
れ以外の加算部分に分けているアメリカ、イギリスの２か国とする。
１ アメリカの延滞税制度
租税の不納付については、法定納期限の翌日から納付の日までの期間につき、その未
納税額に係る経過利子を納付しなければならない。また、それとは別途、純税額に対し
て最高 25%の延滞加算税が課されることとされている。以下では、この納付遅延に係る
経過利子と延滞加算税について分けて説明することとする。
⑴ 経過利子について 
未納税額に係る経過利子（Interest on Deficiencies）は、納期限の翌日から納付
の日までの期間に複利計算により発生する。また、この経過利子は、本税に対してだ
けではなく下記の延滞加算金を含む各種加算税に対しても課される101。
この未納税額に係る経過利子の年率は、連邦短期金利（Federal short-term rate）
102に３％を加算した利率であり103、法人税の滞納額が 10 万ドル超の大法人の場合には、
連邦短期金利に５％を加算した利率となる104。
この連邦短期金利とは、満期までの残存期間が３年以内の米国債に係る月間平均市
場利回りに基づいて、財務長官が定める割合（小数点第一位を四捨五入）であり、例
えばこの連邦短期金利が１％の場合には、経過利子は４％となる。
満の端数があるときは、これを切り捨てます。）として各年の前年の 12 月 15 日までに財務
大臣が告示する割合に、年１％の割合を加算した割合とされている（措法 93②）。
101 内国歳入法 6601⒠⑵(B). 
102 内国歳入法 1274⒟の下、財務長官が決定する。 
103 内国歳入法 6621⒜⑵. 
104 内国歳入法 6621⒞. 
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この経過利子の利率は、暦年の各四半期に開始月に決定され、次の四半期の初日ま
で有効になるが105、各四半期の経過利子の割合を算定する際に使用される連邦短期金
利の利率については、当該四半期の前四半期における最初の月に、財務長官によって
定められた利率が使用される。例えば、第２四半期（４月～６月）の経過利子の割合
を算定する際に使用される連邦短期利率は、１月に定められた利率を用いる。
なお、2016 年 10-12 月に適用される経過利子率は、４％（法人税の滞納額が 10 万
ドル超の大法人の場合には、６％）とされている。
⑵ 延滞加算金について 
上記の経過利子のほか、税額の不納付については、毎月 0.5％（年率 6%）の延滞加
算金が課される106。この延滞加算金の割合は、内国歳入庁（IRS）が差押予告通知書
（Notice of Intent To Levy）を発した後は、毎月 1.0％（年率 12%）とされる107。な
お、このような割合で課される延滞加算金については、上限が設けられており、純税
額の 25%までとされている。
また、期限内の申告懈怠については、純税額の 25%を上限とし、無申告の期間１月
又はその端数ごとに５％の無申告加算税が課される。無申告かつ不納付の場合には、
この無申告加算税と延滞加算金の両方が課されることになるが、無申告加算税は、月
0.5%の延滞加算金の分だけ減額される108。
２ イギリスの延滞税制度
租税の不納付については、納期限から納付の日まで経過利子が課される。また、それ
とは別途、不納付に対しては延滞加算金が課される。以下では、この納付遅延に係る経
過利子と延滞加算税について分けて説明することとする。
⑴ 経過利子について 
所得税、法人税、キャピタルゲイン税及び相続税につき未納税額がある場合には、
法定納期限から納付の日まで、市場金利に基づき決定され歳入関税庁によって公表さ
れる割合で経過利子が課される109。なお、元本だけでなく、下記の延滞加算金にも経
105 内国歳入法 6621⒝. 
106 内国歳入法 6651⒜⑵. 
107 内国歳入法 6651⒟⑴. 
108 内国歳入法 6651⒞. 
109 1970 年租税管理法（Taxes Management Act 1970）86 条、1984 年相続税法（Inheritance Tax
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過利子が付されるが、単利計算である。
この歳入関税庁によって公表される割合については、従来は、「平均基準貸出金利」
110に 2.5%を加算したものとされていたが、2009 年の規則改正により、「オフィシャル
バンクレート」に 2.5%を加算したものに変更されている。
この「オフィシャルバンクレート」とは、イングランド銀行の金融政策委員会が決
める政策金利をいい、短期レポ（期間１週間程度の現金担保付債権）に適用されるが、
イギリス国民にとって理解しやすく、一般に幅広く用いられていることや、透明性・
安定性があることが理由とされ、採用された経緯がある111。
2009 年の改正前は、税目ごとに経過利子の算定式は異なっており、公平性が阻害さ
れていたが、改正後は算定式を税目ごとから１つの算定式に簡素化されており、2016
年 8 月 23 日以後の利率については、2.75%となっている112。
⑵ 延滞加算金について 
上記の経過利子のほか、税額の不納付については、その税目の区分に応じた延滞加
算金が課されるが、ここでは、所得税と法人税について説明することとする。
所得税の場合には、納期限から 30 日経過後に元本の５％が加算され、納期限から６
か月経過後と１年経過後においても、未納である場合には、それぞれ元本の５％が追
加加算される113。つまり、１年間不納付状態が継続すると、最大で元本の 15%の延滞
加算金が加算されることになる。
次に法人税の場合には、納期限経過後に元本の５％が加算され、納期限から３か月
経過後と９か月経過においても、未納である場合には、それぞれ元本の５％が追加で
加算される114。つまり、９か月間不納付状態が継続すると、最大で元本の 15%の延滞
加算金が加算されることになる。
なお、延滞加算金は不納付に対してのペナルティであるが、申告書等を所定の提出
Act 1984）233 条。
110「平均基準貸出金利」とは主要６行（Bank of Scotland、Barclays Bank plc、Lloyds Bank
plc、Midland Bank plc、National Westminster Bank plc、The Royal Bank of Scotland）
の基準貸出金利の平均に所要の端数処理（個人所得税の場合、0.5%以下は切り捨て、0.5%超
は切り上げ）を行ったものをいう。
111 「Interest-Working Towards a Harmonised Regime Consultation Document
November2008」chapter3 3.6～3.10 歳入関税庁。
112https://www.gov.uk/government/publications/rates-and-allowances-hmrc-interest-rates-f
or-late-and-early-payments/rates-and-allowances-hmrc-interest-rates.
113 2009 年財政法（Finance Act 2009）Sch56.para3.
114 2009 年財政法（Finance Act 2009）Sch56.para4.
45
期限までに提出しないときは、その遅延期間に応じて下記の加算税が別途課される115。
ィ 遅延が生じた場合、自動的に 100 ポンド
ロ 遅延が３ヶ月を超える場合、更に 1 日 10 ポンド（最大 900 ポンド）
ハ 遅延が６ヶ月を超える場合、更に１日 300 ポンド又は無申告税額の５％の多い方
ニ 遅延が１年を超える場合、更に１日 300 ポンド又は無申告税額の５％の多い方
ホ 遅延が意図的で隠蔽がある場合、無申告税額の 100%
３ 小括
以上のように、アメリカとイギリスの延滞税制度について概観したが、いずれの国も
納付遅延の場合には、市中金利に連動することから利息に相当するものと考えることが
できる経過利子と、その利息部分以上にペナルティを付加する延滞加算金が併科されて
いる。
一方で、我が国の延滞税制度においては、本章第２節４において述べたように、制度
の簡素化等の見地から、納付遅延の場合の利子税額と延滞加算税額が統合された経緯が
あるが、平成 25 年度税制改正を契機とし、延滞税という一つの制度の構成を維持した
上で「期限内納付した者との公平性を図るための利息部分（通常の利子部分）」及び「早
期納付を促すための部分」から構成されると考え、それぞれ異なる取扱いをしている。
このように法令上の構成は異なるものの、納付遅延の場合の延滞税について、利息部
分と利息部分以上のペナルティ部分との分離したうえで異なる取扱いをする我が国の
制度については、こういった諸外国の立法例からも正当化され得るものであると考えら
れる。
115 2009 年財政法（Finance Act 2009）Sch55.
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第３章 延滞税の見直しの方向性
第１章及び第２章で概観したように、平成 25 年度税制改正においては、延滞税の割合
について、「期限内納付した者との公平性を図るための利息部分（以下「約定利息部分」と
いう。）」と「早期納付を促すための部分（以下「インセンティブ部分」という。）」とから
なると整理がなされているが、従来、理解されてきた延滞税の「遅延利息」又は「制裁」
としての性格との関係や、国税通則法で定める延滞税制度の本則との関係については、明
らかになされていない。
そこで本章においては、第１節においては、総論として、これらの関係性について整理
を試み、第２節においては、「約定利息部分」のあり方と関連した現行制度の問題点、第３
節においては、「インセンティブ部分」のあり方と関連した現行制度上の問題点を指摘し、
改善策についての私見を述べることとしたい。
第１節 総論
１ 延滞税の性格の整理の妥当性の検証
第１章及び第２章で述べたとおり、平成 25 年度税制改正においては、延滞税の 14.6%
の割合について、「約定利息部分」と「インセンティブ部分」とからなり、それぞれ 7.3%
ずつの半分からなるとの整理がなされている。この「約定利息部分」と「インセンティ
ブ部分」とからなるという考え方については、現行の延滞税が成立するに至った沿革か
らも支持されるとの考え方が有力である116。一方で、なぜ、その構成割合が、半分から
なるかの根拠については、明確にはされていない。
第２章第２節２で述べたとおり、平成 37 年度税制改正による国税通則法の制定前ま
では、現在の延滞税に対応するものとして、①私法上の債権債務における遅延利息すな
わち債務不履行に伴う損害賠償、②滞納者と期限内納付者との間の負担の公平を図る、
③間接的に期限内納付を促す効果をもつことの意義を持つとされた利子税額と一種の
行政罰的なものであると考えられていた延滞加算税額とからなっていたが、「実質的に
は、納付遅延を要件とする点で両者は共通している」とされ、両者は統合された経緯が
116佐藤・前掲注（95）27 頁や桜井淳「延滞税等の見直し」ジュリスト 1455 号 57 頁（2013）に
おいても同様の考えを支持している。
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あり、当時それぞれの割合は、同一（日歩３銭）であったことが、ひとつの理屈付けと
なり得る。
しかし、制度として、「約定利息部分」と「インセンティブ部分」が必ず半分ずつで
なければならない根拠とはならないと考えられ、むしろ、「インセンティブ部分」の予
防的機能を考えると、「約定利息部分」よりも高く基本割合を設定することは十分、合
理的なものとも考えられる。
では、それぞれの構成比は何を意味するのであろうか。現行制度を前提にすると、こ
れらの構成比の違いは、国内銀行の貸出約定平均金利（新規・短期）が高水準の場合に
延滞税の負担に相違をもたらすことになる。
つまり、現行の延滞税の軽減特例を定める租税特別措置法第 94 条第２項は、「各年の
特例基準割合が年 7.3 パーセントの割合に満たない場合」に適用される規定であり、こ
の国内銀行の貸出約定平均金利（新規・短期）と連動する特例基準割合が 7.3%を超える
場合には適用されないこととなるが、「約定利息部分」の構成比が引き下げられた場合
には、この 7.3%の割合が置き換えられることになる。
例えば、「約定利息部分」について、民法上の法定利息（５％）とし、それ以外の 9.6％
を「インセンティブ部分」であると仮定すると、現行の延滞税の軽減特例は特例基準割
合が５％に満たない場合に適用されることとなり、特例基準割合が５％超の場合には、
下図の「図表 3 特例基準割合が６%の場合」のとおり、現行制度と比較して延滞税の負
担が重くなることになる。
図表 3 特例基準割合が６%の場合
約定利息部分 インセンティブ部分 合計
7.3％・7.3％の場合
【現行制度】
６％ 7.3% 13.3%
5％・9.6％の場合
【仮定】
５％ 9.6% 14.6%
（出典）著者において作成。
このように、現行制度を前提とすると、「約定利息部分」の 7.3％の割合については、
租税特別措置法に定める特例割合が適用される基準割合であるとともに、当該部分の上
限割合の役割を果たしていると考えられる。
それでは、この「約定利息部分」については、どのように設定するのが妥当なのか。
下記の「図表 4 主な金利水準の推移」において、各種金利の推移を見てみると、国税通
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則法制定時においては、7.3％の割合については、利息相当部分として妥当な水準であ
ったと言えるが、現在に至っては、その水準には相当の乖離が生じている点を踏まえる
と、利息部分について 7.3％とする根拠は乏しくなっていると考えられる。
図表 4 主な金利水準の推移
国税通則法制定時
（昭和 37 年４月）
平成 11 年改正時
（平成 12 年１月）
平成 25 年改正時
（平成 26 年 1 月）
現在
（平成 28 年 10 月）
公定歩合 7.3% 0.5% 0.3% 0.3％
貸出約定
平均金利
（新規・総合）
8.23% 1.764% 1.031% 0.779%
普通預金 2.19% 0.05% 0.02% 0.001%
（出典）日本銀行公表データ（時系列統計データ）を基に作成。
次に、「インセンティブ部分」について見てみると、延滞税に統合前の遅延利息相当
と解されてきた利子税額と行政罰相当と延滞加算税額の取扱いを踏襲して、利息部分と
等しく 7.3％とされており、この取扱いについては、「民間の金銭消費貸借契約にあって
も、返済期限を過ぎれば、その後の利息はそれまでの約定利息の２倍となるのが通例」
であるとして117、民事の遅延利息との比較で説明しているものもあるが、第２章第３節
２で述べたとおり、この遅延利息には制裁的な要素は考慮されていないと考えられてい
ることを踏まえると、利息部分を超えた制裁、あるいはインセンティブとしての機能を
有する延滞税について、同列に論じるのは適当ではないと考えられる。むしろ、平成 11
年度税制改正においては、納税に対する誠意が見られない滞納者に強く納付を促す必要
があることから、年 14.6％の延滞税については存置された経緯からも、この「早期納付
を促すための部分（インセンティブ部分）」については、その目的に照らし、適当な水
準とすることを決定することが許容されていると考えるのが妥当である。
以上で確認したとおり、平成 25 年度税制改正においては、延滞税の構造を２分し、「約
定利息部分」と「インセンティブ部分」にそれぞれ位置付けることにより、延滞税の役
割が明確となったと考えられるが、その構成比については見直す余地が残されていると
考えられる。
117 武田・前掲注（52）3335 頁。なお、約定利息の上限を定める利息制限法においては、損害
賠償額の予定については、従来、その最高額を利息の場合の制限の２倍までとしていたが、
現在 1.46 倍（営業的金銭消費貸借上の債務の不履行による賠償額の予定は 1.2 倍）に引き下
げられている（利息制限法４①、７①）。
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２ 従来の学説との関係性
第２章第３節３において、延滞税については従来、「遅延利息」又は「制裁」の性格
を持つものとして認識されてきたものの、平成 25 年度税制改正で示された「約定利息
部分」と「インセンティブ部分」とからなるとの考え方との関係性が明確にされていな
い点について述べたが、ここでは、その関係性について整理することとしたい。
まずは、延滞税のうち、従来「遅延利息」と説明されていたものが、「約定利息部分」
として整理されていることにどのような意味があるのだろうか。
約定利息と遅延利息の意義については、第２章第３節１で述べたところであるが、民
法上、「利息を生ずべきか」については、特約又は法律の規定によって定まることとさ
れており、この特約のことを約定利息と呼んでいる118。一方で、期日に弁済しないとき
に期日以後特約により支払う利息又は特約がなかった場合若しくは特約による利率が
法定利率を下回る場合に支払う年５％の損害金を「遅延利息」と呼んでいる。この約定
利息と遅延利息の取扱いを整理すると、下記の「図表 5 約定利息と遅延利息の取扱いの
相違」のとおりとなる。
図表 5 約定利息と遅延利息の取扱いの相違
約定あり 約定なし
弁済期前 約定利息が適用 利息なし
弁済期後
（遅延利息）
①約定利息＞法定利率（５％）
⇒約定利息が適用
②約定利息＜法定利率（５％）
⇒法定利率（５％）が適用
法定利率（５％）が適用
（出典）著者において作成。
また、民法上の遅延利息については、期日に弁済しないときに、その履行遅滞によっ
て実際に生じた損害額にかかわらず、不履行となった金銭債権と不履行の期間とを基準
として、法定利率によって一律に計算した金額を損害賠償として支払う趣旨であり119、
不履行期間については、全て遅延利息が適用される。通常、弁済期前に支払われる約定
利息よりも遅延利息は高率であることが想定されるが、その場合、遅延利息のうち、約
定利息の割合に達する部分についても遅延利息と取り扱われる。
従来、利子税については「約定利息」、延滞税については「遅延利息」に相当するも
118 我妻ほか・前掲注（69）714 頁。
119 ただし、民法 419 条１項但書において、「約定利率が法定利率を超えるときは約定利率」に
よるとされているように、いわゆる損害賠償の予定をすることは可能である。
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のとの整理がなされてきた訳だが、この遅延利息には、約定利息は含まれていないため、
延滞税の一部が「約定利息」からなるという考え方は平成 25 年度税制改正後、新たな
ものである。この点については、これまでの全体としての延滞税により間接的な納付促
進を重視する立場から言えば、むしろ延滞税を利子と同様に取り扱うことは不合理であ
るとされてきたが120、その考え方に一定の修正を図るものであると考えられる。
しかしながら、この約定利息と遅延利息との関係については、「遅延利息は、元来債
務の履行遅滞によって債権者の受けた損害の賠償という性質を有しているが、その損害
は債権者が元本の使用によって得べかりし利得の喪失に他ならないから、元本使用の対
価たる性質をも有するものということができ、この意味で経済上元本使用の対価として
元本債務の弁済期までに生ずる約定利息となんらその取扱いを異にすることを要しな
い。遅延利息と呼ばれるのもこの故であり、現に民法の規定中にも利息なる文字をもっ
て、約定利息のみならず遅延利息をも含む趣旨で用いられた例が乏しくない」121とされ
ており、両者の民法上の取扱いは殆ど変わらないと理解されている。
なお、この遅延利息については、損害賠償が一定率に定められ、債権者は、実際上の
損害がこれよりも多額であることを証明しても、その賠償を請求できないこととされて
おり、諸外国の法制と比較して債権者に不利であると批判する学者が少なくなく122、法
制審議会においては、「仮に法定利率を利率の変動制とした場合における金銭債務の遅
延損害金を算定する利率に関して、法定利率に一定の数値の加算等をしたものであるべ
きであるという考え方については、金銭債務の遅延損害金について制裁的要素を導入す
ることになり得る点を肯定的に捉える意見と否定的に捉える意見があったほか、金銭債
権の発生原因によって制裁的要素が妥当しやすいものとしづらいものがあるという意
見や、制裁的要素の導入に否定的な立場から、法定利率を越える損害については金銭債
務における利息超過損害の損害賠償を認めることで対処すべきという意見等があった。
このような意見を踏まえて、金銭債務の遅延損害金を算定する利率を法定利率より高く
することの当否について、金銭債務の発生原因の違いや金銭債務において利息超過損害
を認めるかという点との関連性に留意しつつ、更に検討してはどうか。」123とされている
120 志場ほか・前掲注（25）693 頁。
121 奥田・前掲注（69）363 頁。
122 我妻ほか・前掲注（69）774 頁。
123 平成 23 年５月法務省民事局「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理の補足説
明」13 頁。
51
ものの、民法改正案には盛り込まれていない。
今後、仮に遅延利息に制裁的な要素が加味された場合には留意が必要ではあるが、少
なくとも現行民法を前提とすれば、遅延利息については、損害賠償の性格を持つ点で約
定利息と異なるが、結局この損害賠償は、約定利息を意味する元本使用の対価に他なら
ないので、両者は理念上の差しかないものと考えられ、延滞税の「約定利息部分」とし
ての理解についても、従前と異なり「損害賠償の性格」を持たないという理念上の差異
のみが生じていることが理解できる。
次に「インセンティブ部分」について見てみると、「納税者が他の債権等に優先して
国税を納付するといった誘因となるものであると整理することができます。」とされて
いるが124、従来、延滞税の性格として位置づけられてきた、「制裁」とどのように異なる
のであろうか。一般に「誘因（インセンティブ）」とは、目標を達成するための刺激等
とされており、「制裁」とは意味内容を異にするが、第２章第３節２で述べた「通常の
利子の範囲を超えて不利益を与える部分」であるという点については、両者は共通して
いるものと考えられる。この点に関して、佐藤英明教授は、「早期納付を促すための部
分」を「早期納付を促すためのインセンティブ部分」とした上で、この「租税行政上の
こういった利益な措置というものは「制裁」と呼ばれてもなお、その刑事制裁とは異な
る、倫理的に中立あるいは透明な内容を持っていて、より機能的にとらえるべきで、租
税法上、納税者等に課された義務が適切に果たされるようなインセンティブ、あるいは
非違行為がなされないようなディスインセンティブになる制度としてとらえるべき」と
し、「これまで「制裁」と呼ばれることの多かった延滞税を現時点で「インセンティブ」
と考えることは決しておかしいことではない」とした上で、「「制裁」というスタンスと
「インセンティブ」というスタンスとは、いわば前者が結果からものを見ているのに対
して、後者は将来を見通す視点を持っています。すなわち、両者の間には、事後の視点
か事前の視点かという、ニュアンスの違いがありますので、若干考え方の違いが生じる
部分が出てくるように思います。」とも述べている125。
以上のとおり、延滞税の「約定利息部分」と「インセンティブ部分」という性格の考
え方は、従来理解されてきた「遅延利息」及び「制裁」としての性格について大きな変
更を図るものではなく、従来、一体として「遅延利息」及び「制裁」の性格を持つもの
124 吉沢ほか・前掲注（2）852 頁。
125 佐藤・前掲注（4）205 頁。
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とされた延滞税について、利息たる「約定利息部分」と利息を超えて納税者に不利益を
与える部分たる「インセンティブ部分」に再整理された上で分割されたものと考えるこ
とができる。
なお、従来、「遅延利息」としての性格に含まれていた損害賠償的な要素については、
前述のとおり「約定利息部分」には含まれていないと考えられる以上、「インセンティ
ブ部分」に概念上組み込まれていると考えるのが妥当であろう。
次に、この「約定利息部分」と「インセンティブ部分」という考え方と国税通則法に
定める延滞税制度の本則との関係性について整理する。
平成 25 年度税制改正においては、租税特別措置法において定める特例の改正として、
「約定利息部分」126は市中金利を踏まえ、引き下げる一方で、「インセンティブ部分」に
ついては、①原則の 14.6%の割合が適用される期間（以下「原則割合期間」という。）、
②納期限までの期間及び納期限の翌日から２か月を経過する日までの期間（以下「納期
限から２か月以内等の期間」という。）、③事業の廃止等による納税の猶予又は換価の猶
予がされた期間、徴収の猶予がされた期間及び充足差押え等がされた期間（以下「納税
の猶予等がされた期間」という。）に区分し、それぞれの性質に応じて異なる割合を設
定している。具体的には、①の原則割合期間については、7.3%、②の納期限から２か月
以内等の期間については、１%、③の納税の猶予等がされた期間については、０%とされ
ている。なお、現行のインセンティブ部分の上限は、7.3%であるが、②の納期限から２
か月以内等の期間について、１％と低い割合が設定されている理由については、「今回
の改正においては、特例基準割合に年１％の割合を加算したのは、こうした早期納付を
促す効果を維持するとともに、旧特例基準割合の水準（平成 25 年：4.3%）をも踏まえ、
特例基準割合に一定の早期納付を促すための部分（１％）を加算することとされたもの
です」127と説明されている。また、③の納税の猶予等がされた期間について、インセン
ティブ部分が付されていない理由については、「納税の猶予等がされた国税については、
例えば事業廃止など、納税者の納付能力の減退といった状態に配慮し納税を猶予してい
るものであることから、早期納付を促す効果が求められる度合いは低いと考えられます」
128と説明されている。
126 租税特別措置法 93 条１項に規定する特例基準割合に相当する。
127 吉沢ほか・前掲注（2）857 頁。
128 吉沢ほか・前掲注（2）857 頁。
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それでは、国税通則法に定める、延滞税の原則的な割合については、どのように「イ
ンセンティブ部分」が付されていると考えられるであろうか、①の原則割合期間、②の
納期限から２か月以内等の期間、③の納税の猶予等がされた期間に分けて整理すること
としたい。
まず、①の原則割合期間の延滞税については、14.6%の割合とされており、「約定利息
部分」と「インセンティブ部分」から構成されるとの前提の下では、インセンティブ部
分については、平成 25 年度税制改正後の特例と変わらず 7.3%となる。
②の納期限から２か月以内等の期間については、7.3%の割合とされており、この 7.3%
については、「約定利息部分」と「インセンティブ部分」がどのように構成されている
のか、明確にされてはいないが、平成 11 年度税制改正において、納期限から２か月以
内等の期間の 7.3%の延滞税については、低金利状況を踏まえ、旧特例基準割合（平成
25 年分は 4.3％）に引き下げられていた経緯を踏まえると「約定利息部分」であると考
えるのが適当であり、「インセンティブ部分」が付されていない理由については、7.3%
の割合は十分に納付を早期に促す程度に高水準であることが考えられる129。
③の納税の猶予等がされた期間の延滞税については、延滞税の免除について定める国
税通則法 63 条第１項においては、「納税の猶予等がされた期間に対応する部分の金額の
二分の一に相当する金額は、免除する」とされているため、結果として 7.3%の割合とさ
れる。この納税の猶予等がされた期間の延滞税についても、平成 11 年度税制改正にお
いて、軽減措置が講じられていることから、②の納期限から２か月以内等の期間の延滞
税と同様に、「約定利息部分」からなっていると考えるのが妥当である。なお、この延
滞税が免除される期間については、同項において「納期限の翌日から２月を経過する日
後の期間に限る。」とされており、7.3％に引き下げられている延滞税については、免除
の対象とはならない。
以上の点を整理すると下記の「図表 6 現行の「インセンティブ部分」の設定」のとお
りとなる。このように見ていくと、現行制度上、本則と特例で②の納期限から２か月以
129 佐藤・前掲注（4）203 頁において、「軽減税率の部分はどうかというと、本則では、これも
やはり 7.3%の約定利息部分とインセンティブ部分からなっていると考えます。その上で、「し
かしながら、7.3%というのは十分に早期に納付を促すだけのレベルを維持しているから、イ
ンセンティブ部分はゼロ％と定められているのが、これまでの考え方である。」というように
整理した上で、7.3％の約定利息を現在の約定利息に合った水準に引き下げると、それに応じ
てインセンティブ部分が追加されることがあり得る、と考えるわけです。」としており、この
考え方を支持している。
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内等の期間のインセンティブ部分の取扱いが異なることがわかる。
7.3％の約定利息を現在の約定利息に合った水準に引き下げると、それに応じてイン
センティブ部分が追加されるとの考え方があり得る一方で130、「インセンティブ部分」に
ついては、「約定利息部分」以上に納税者に不利益を与える部分と捉え、本則と特例の
取扱いを整合的にすべきとの考え方も立法論としてはあり得ると考えられる。
図表 6 現行の「インセンティブ部分」の設定
① 原則割合期間 ② 納期限から２か
月以内等の期間
③ 納税の猶予等が
された期間
約定利息
部分
インセン
ティブ部
分
約定利息
部分
インセン
ティブ部
分
約定利息
部分
インセン
ティブ部
分
本則
（国税通則法）
７．３％ ７．３％ ７．３％ なし ７．３％ なし
特例
（租税特別措置法）
特例基準
割合
７．３％ 特例基準
割合
１％ 特例基準
割合
なし
（出典）著者において作成。
３ 還付加算金との関係
ここでは、上記のように新たに整理がなされた延滞税と還付加算金との関係性につい
て整理をすることとする。
⑴ 還付加算金の概要 
税務当局は、還付金又は国税に係る過誤納金（以下「還付金等」という。）を還付し、
又は充当する場合には、還付金等の区分に従い定められた日の翌日からその還付のた
めの支払決定の日又はその充当の日までの期間の日数に応じ、その金額に年 7.3%の割
合を乗じて計算した還付加算金をその還付し、又は充当すべき金額に加算しなければ
ならないとされている（通法 58①）。
なお、還付金とは、適法に納付又は徴収が行われたが、後に租税法の計算規定の適
用によって、国が保有する正当な理由がなくなったため、納税者に還付されるべき税
額をいうのに対して、過誤納金は、還付金とは異なり、租税実体法上は納付又は徴収
の時から（ただし、後発的に課税物件の全部又は一部が失われたときはその時から）
国または地方公共団体がこれを保有する正当な理由のない利得のことで、過納金と誤
130佐藤・前掲注（4）203 頁。
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納金とからなる131。
この還付加算金の年 7.3%の割合は、各年の特例基準割合が、年 7.3%に満たない場合
には、その年中においては、その特例基準割合とすることとされており、平成 28 年分
の還付加算金の割合は、1.8%とされている（措法 95）。
還付加算金を付する期間については、還付金等の性格にかえりみ、一般に認められ
る不当利得の法理132を勘案して、次のように過誤納金と還付金に大別し、類型化され
た期間の始期から、税務官庁が還付金等を還付するためにする「支払決定の日」又は
「充当の日」までの期間である（通法 58①）。
イ 過誤納金の場合の始期
過誤納金の原因が税務当局側にあるとみられる過誤納金については、税務当局が
過誤納の事実を知った日のいかんにかかわらず、過誤納に係る税金納付の日の翌日
に遡って還付加算金を付すものとし、その他の過誤納金については、税務当局が過
誤納の事実を知り、これを還付するのに通常必要な期間を除く趣旨から具体的には
次のように定めている。
① 過誤納金の原因が税務当局側にあるとみられる過誤納金
次のような場合については、過納に係る税金納付の日の翌日から還付加算金を
付する（通法 58①一、通令 24①）。
ⅰ 更正決定、賦課決定又は納税の告知が取り消され、又はその税額が減額され
たことにより、当初の課税処分に基づく納付が過納となった場合
ⅱ 所得税の予定納税額の減額承認があったことにより、当初の予定納税額に基
づく納付が、過納となった場合
ⅲ 自動車重量税に係る国土交通大臣等の認定処分又は登録免許税に係る登記
機関の認定処分が不服申立てについての決定・裁決又は確定判決により減額さ
れ、又は取り消されたことにより、認定処分に基づく納付が過納となった場合
ⅳ 第二次納税義務者の納付すべき税額を減少させる処分があったことにより、
第二次納税義務者の納付が過納となった場合
131 金子・前掲注（66）794 頁。
132 悪意の受益者は、その受けた利益に利息を付して返還しなければならない。この場合にお
いて、なお損害があるときは、その賠償の責任を負う（民法 704）。債務の弁済として給付
をした者は、その時において債務の存在しないことを知っていたときは、その給付したも
のの返還を請求することができない（民法 705）。
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② 上記①以外の過誤納金
上記①以外の過誤納金については、過誤納の各種の態様により、税務当局が過
誤納の事実を知り、これを還付しうる時期が異なるので、次のような取扱いとさ
れている（通法 58①二三、通令 24②）。
ⅰ 更正の請求に基づく更正により納付すべき税額が減少した国税に係る過納
金については、その更正の請求があった日の翌日から起算して３月を経過する
日と当該更正があった日の翌日から起算して１月を経過する日とのいずれか
早い日から還付加算金を付する。
ⅱ 納税者の申告を税務署長等が職権で減額更正をしたことにより、納付申告に
基づく納付が過誤納となった場合には、減額更正の日の翌日から起算して１月
を経過する日から還付加算金を付する。
ⅲ 源泉徴収による国税として徴収義務者が自主納付した税額の全部又は一部
が過納であった場合には、税務署長がその過誤納の事実の確認をした日から起
算して１月を経過する日から還付加算金を付する。
ⅳ 年末調整による過納金を税務署長が還付する場合には、年末調整の日の翌日
から還付加算金を付する133。
ⅴ 自動車重量税を過大に納付して検査証の交付を受けた場合その他その自主
納付に係る自動車重量税の過誤納の場合については、所轄の国土交通大臣等が
した過誤納の証明書又は通知書を納税地の税務署長に提出した日の翌日から
起算して１月を経過する日から還付加算金を付する。
ⅵ 登録免許税が認定通知又は納税告知の誤りに基因せずに過誤納となった場
合については、①登記申請等の却下又は取下げがされたときは、その却下又は
取下げの日の翌日から起算して１月を経過する日、ただし、領収書等につき再
使用証明がされたときは、還付の申出があった日の翌日から起算して１月を経
過する日、②登記等の申請書の記載税額を誤って過大納付したときは、その旨
を登記機関に申し出て過誤納通知をすべき旨を請求した日の翌日から起算し
て１月を経過する日、また、電子情報処理組織による納付手続を行った者がそ
の納付の基因となる登記等の申請をしなかったときは、その登記等を受けるこ
133 国税通則法 58 条４項が適用される先の適法な納付に影響を与えることなく過納となる場合
に該当する。
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とをやめる旨を登記機関に申し出て過誤納通知をすべき旨を請求した日の翌
日から起算して１月を経過する日から還付加算金を付する。
ⅶ 印紙税が過誤納となった場合については、税務署長が過誤納の事実を確認
した日の翌日から起算して１月を経過する日から還付加算金を付する。
ⅷ 誤納の場合については、誤納の日から起算して１月を経過する日から還付加
算金を付する。
ロ 還付金の場合の始期
原則として、各税法に規定する起算日による。なお、各税法に起算日につき規定
がない場合については、納付の日の翌日が起算日となり、同日より還付加算金を付
する。
⑵ 還付加算金の性格と平成 25 年度税制改正 
還付加算金の性格については、一種の利息であるとするのが、判例・通説の立場で
あり134、国税の納付遅延の場合に課される延滞税とは裏腹をなすものと言われている
135。一方で、この還付加算金については、損害賠償や罰科の性格を有するものではな
いと考えられており136、第２章第３節１で述べたとおり、損害賠償たる遅延利息ある
いは制裁としての性格を持つと理解されてきた延滞税と対称的な制度とは、厳密には
言い難い面がある。
制度上も、確かに、還付加算金の割合について見ると、平成 25 年度税制改正前まで
は、納期限から２か月以内等の期間の延滞税の割合と沿革的にも同率となるように設
定がなされてきたが、割合以外の面について見てみると、延滞税については、原則と
してその法定納期限の翌日からその国税の完納する日までの期間が一律に計算期間と
されるのに対して137、還付加算金の計算期間については、上記⑴のとおり、その始期
について、不当利得の法理を勘案し、その還付金等の性格ごとに取扱いが大きく異な
134 金子・前掲（66）800 頁。
135 武田・前掲注（52）3152 頁。
136 最高判昭 53・7・17（訟月 24 巻 11 号 2401 頁）においては、「還付加算金は一種の利子であ
って、損害賠償金としての性格を持つものでないので、所得税法上、同法９条の第１項第 21
号（現行 17 号）に規定する非課税所得には当たらず、雑所得として課税される」とされてい
る。また、静岡地判昭 47・６・30（訟月 18 巻 10 号 1560 頁）は、「原告は還付加算金に課税
の過誤に対する罰科の性格があるというが、それは納税者を右過誤がなかったのと同じ経済
的立場に置こうとする配慮から課税官庁の悪意とか過失の有無にかかわらず支払われるもの
であって、損害賠償ないし罰科の性格をもつものとはいえない。」と判示している。
137 国税通則法 61 条（延滞税の額の計算の期間の基礎となる期間の特例）の適用がある場
合もある点に留意。
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ることとなる。端的な例で言うと、確定申告をした場合において、その申告税額につ
いて増額更正をする場合については、その増額更正税額については、その国税の法定
納期限の翌日から延滞税が課されるのに対して、その申告税額について減額更正をし、
還付する場合については、その減額更正の日の翌日から起算して１月を経過する日が
還付加算金の起算日となる。このような例を考慮すると、還付加算金と延滞税につい
ては、割合の面では、同等の取扱いとされてきた反面、実質的な額については、計算
期間が異なるため、大きく異なることとなる。
このように取扱いが異なるのは、昭和 45 年度税制改正によるものであり、その改正
前については、過誤納金に係る還付加算金の計算期間の起算日については、全て過誤
納に係る国税の納付があった日の翌日とされていたものを、過誤納の発生態様により、
上記⑴イのように区分することとしたものである。この改正の根拠については、過誤
納金は、民法でいう不当利得と同じ性格のものであると考え、民法においては、不当
利得の利得者が善意の場合には利息を付することを要しないとしていることを踏まえ、
税務署長等において過誤納金が発生したことについて責がある期間について、還付加
算金を付すこととしたものである138。なお、この改正については、同年の税制改正に
おいて、更正の請求をすることが出来る期間が法定申告期限から１年間139に大幅延長
され、その結果、国税を納付してから相当期間を経過してから過誤納が発生する場合
が想定されたため、そのような事態に対応する観点も含まれていると考えられる140。
その後も、平成 23 年６月の税制改正において、更正に基づく法人税等の中間納付額
等の還付金に係る還付加算金の計算期間について、「確定申告書の提出期限の翌日」か
ら「その更正の日の翌日以後１月を経過する日」までの日数は、還付加算金を付す期
間に算入しないこととされる等、現行制度上は、還付加算金目当てに故意に多すぎる
納税を行い、後に更正の請求を行う納税者を防止し、その支払いの削減を図る観点か
ら、累次その見直しがなされた結果、延滞税の計算期間に比べて、還付加算金の計算
期間は短く設定されており、このような期間設定は、課税実務において納税者が故意
138 武田・前掲注（52）3157 頁。
139 改正前については、申告所得税及び法人税の場合は２か月、その他の国税については 1 か
月とされていた。なお、現行は、平成 23 年度税制改正において５年間に更に延長されている。
140 志場ほか・前掲注（25）637 頁に、「還付加算金は一律に納付の日の翌日から起算すること
とされていたが、同年（筆者注：昭和 45 年）の改正により更正の請求期間が１年に大幅延長
され、これに関連して税務行政庁が過誤納につき善意の場合にまで還付加算金を付すること
が問題となった。」とある。
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に誤って多額の納税をしているか否かをチェックすることが困難である点からも合理
的であると考えられる141。
なお、このような計算期間の相違に加えて、平成 25 年度税制改正においては、還付
加算金については、還付の場合の約定利息に相当するものと考え、延滞税の場合の通
常の利子部分である「約定利息部分」と同等の割合（特例基準割合）とすることとさ
れたため142、納期限から２か月以内等の期間の延滞税との比較において、従来同様と
されてきた割合の面でも相違する結果となった。しかしながら、このように割合が異
なることとなったのは、平成 25 年度税制改正において、延滞税は、「約定利息部分」
と「インセンティブ部分」からなる構成が明確とされたため、２か月以内等の期間の
延滞税の割合についても１％の「インセンティブ部分」を付すものと再整理がなされ
たためであり、従来から利息であるとされた還付加算金の考え方を変更するものでは
ないと考えられる。
図表 7 還付加算金と２ヶ月以内等の延滞税の推移
還付加算金 2 か月以内等の延滞税
原則 ７．３％
平成 11 年改正後 「旧特例基準割合」（平成 25 年分は４．３％）
平成 26 年改正後 「特例基準割合」
（平成 28 年分は１．８％）
「特例基準割合＋１％」
（平成 28 年分は２．８％）
（出典）著者において作成。
⑶ 諸外国の立法例から見る還付加算金の更なる引き下げの可能性 
諸外国の還付加算金については、貸出金利と調達金利に差を設けるといった商慣行
から、還付利子を遅延利息よりも低い水準としているところもある。
イギリスにおいては、経過利子を「オフィシャルバンクレート＋2.5%」としている
のに対して、還付利子は、「オフィシャルバンクレート－１%」又は 0.5%の高い方とさ
れ、平成 28 年８月現在、経過利子は 2.75%であるのに対して、還付利子は、0.5%とさ
れている143。
また、アメリカにおいては、法人以外については経過利子と還付利子の割合は「連
141 佐藤・前掲注（95）45 頁においても同様の考えを支持している。
142 吉沢ほか・前掲注（2）857 頁。
143 前掲注（112）参照。
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邦短期金利＋３％」とされ、同様であるが、法人の場合には、経過利子を「連邦短期
金利＋３％」（法人税の滞納額が 10 万ドル超の大法人の場合には、「連邦短期金利＋
５％」）とされているのに対して、還付利子に対しては原則「連邦短期金利＋２％」と
され、１万ドルを超えた部分については、この 2％に代えて 0.5%を加算することとさ
れている144。これにより、平成 28 年 10－12 月期の法人の経過利子は、４％（法人税
の滞納額が 10 万ドル超の大法人の場合には、6％）であるのに対して、還付利子は、
３%（１万ドルを超えた部分については、1.5％）とされている。
こういった諸外国における立法例から、我が国においても、延滞税の「約定利息部
分」よりも還付加算金の割合を更に引下げ、支払う還付加算金の額を削減するべきで
はないかといった考え方があり得る。
しかしながら、納税者が国税の納付を遅延する場合も、国税が還付金等を還付する
場合も、その利息は、その税額相当額を利用することによって得られるであろう利益
に相当する金額であると考えられ、延滞税については、この利息部分について、特に
「約定利息部分」として切り分けて制度化していることを踏まえると、この納付遅延
と還付の場合の利息については、同等とすることが公平性の観点から適当であるとも
考えられる。
また、上記⑴にあるように、還付加算金については、不当利得の法理を勘案し、納
税者の確定申告が過大であるとき等、納税者の自主的な行為に基因して、還付金が発
生した場合の還付加算金については、納税者について実際に悪意を認定することなく、
その起算日を修正することにより、計算期間を短く設定されていることや、延滞税に
ついては、「約定利息部分」に加えて、「インセンティブ部分」についても付され、上
記⑵のとおり、現行、延滞税の割合の方が還付加算金の割合よりも高率となっている
点を踏まえると、還付加算金の割合の更なる引き下げについては慎重であるべきであ
ると考えられる。
なお、アメリカにおいては、昭和 61 年度税制改正において、還付利子の利率を引き
下げ経過利子と還付利子の利率に１％の差を設けたが、平成 10 年度税制改正において
は、経過利子と還付利子の利率に差を設けても、実際は滞納額と還付金との相殺によ
り、相殺部分はゼロ税率となり、滞納に係る支払いを遅らせるインセンティブにもな
144 内国歳入法 6621⒜⑴. 
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りかねないと考えられたことから145、個人に係る還付利子を引上げ、経過利子との利
率を同一にした経緯にも留意が必要である。
第２節 「約定利息部分」の在り方に関連した現行制度の問題点
１ 延滞税の計算期間の特例（除算期間）について
第２章第１節３で述べたとおり、延滞税の計算期間の特例（除算期間）については、
現行制度上、「約定利息部分」及び「インセンティブ部分」を区分せず、一律に設定さ
れている。そこで、ここではこの整理を維持することの妥当性について、検証を行うこ
ととする。
⑴ 制度の趣旨・沿革 
延滞税については、国税の履行遅滞について課されるものであり、原則として法定
納期限から課されるが、納税申告書の提出後から長期間経過後に納付すべき税額が確
定された場合又は源泉徴収等による国税について強制徴収がされた場合に、法定納期
限まで遡って多額の延滞税の納付義務を負わせることが、実際上酷であること及び税
務官署の事務配分上更正の時期が納税者ごとに区々であることにより、経済上の負担
が生ずることは適当ではないことから146、除算期間が設けられている。
この制度の前身となる制度は、昭和 29 年度税制改正において、当時の利子税額につ
いて、所得税法、法人税法、相続税法に設けられたものである。
具体的には、所得税法の規定の例を見ると、「第 44 条第７項の規定による通知（更
正・決定に係る通知）をなした日が申告後１年経過日以後となるときは、第 46 条の２
第１項但書の規定に該当する場合（詐欺その他不正の行為により所得を免れた者等）
を除く外、申告後１年経過日から当該通知をなした日までの期間を、利子税額計算の
145 「General explanation of tax legislation enacted in 1998」73 頁 Joint committee on
taxation。なお、我が国においては、還付金等が生じた場合において、納付すべき国税がある
ときは、還付に代えてその国税に充当しなければならないこととされており（通法 57①）、そ
の国税については、充当適状となった日（還付金等が生じた日と法定納期限等のいずれか遅
い日）に、納付があったものとみなされるため（通法 57②）、実際の充当が充当摘状となった
時後に行われた場合には、そのときに遡って還付金等と納付すべき国税が消滅する。つまり、
延滞税及び還付加算金は、充当適状となった日まで付され、その日後は付されない。
146 志場ほか・前掲注（25）697 頁。
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基礎となる期間から控除して、利子税額を計算する」とされており、これは、納税の
遅延が納税義務者のみの責に帰すことができないことを考慮した改正と説明されてい
る147。また、上記の更正が遅延した場合と同様に、確定申告書が提出されてから１年
以上経過してから修正申告書が提出されたとき、納期限後１年以上経過してから源泉
徴収額が納付されたときも１年経過後の利子税額は課されない措置が講じられている。
なお、当時の利子税額の計算期間の特例は、昭和 37 年の国税通則法制定時において、
「新しくとられる延滞税の制度においても、このような実際的配慮をこの際特に改め
るべき必要もないと認め、この制度を存続することが妥当である」148とされ、新たに
延滞税の除算期間として国税通則法に各税統一的な規定が新設された149。これにより、
国税通則法制定前は、申告納税方式による所得税、法人税、相続税、贈与税及び源泉
所得税に関してのみ適用されることとなっていたが、制定後においては、申告納税方
式による国税全体及び源泉徴収による国税に適用されることとなった。
また、この点について、「これは、租税債権の確定遅延に伴う救済措置として認めら
れたものと言われているが、租税債権の確定の除斥期間は５年ないし、７年間として
その早期安定を図っており、これをさらに１年内に確定しなかったことを理由として、
延滞税の除算期間を設けて、その確定を遅延せしめた者の保護を図ることには問題が
ない訳ではない」との見解もあるように150、そもそも税額の確定は納税者自身で行う
べきものとの前提を考慮すると、延滞税の計算期間の特例（除算期間）については、
そもそも設ける必要はなく、原則通り、未納期間に応じて延滞税を課することが、期
限内に適正に申告納付を行った者との公平性の観点からも適当との考え方もあり得る
ものと考えられる。
なお、平成 28 年度税制改正において設けられた新たな除算期間（国税通則法 61 条
２項の除算期間）との関係については、⑹において述べる。 
⑵ 延滞税の性質と除算期間について 
この延滞税の除算期間については、延滞税の性格と結びつける考え方がある。上記
⑴で述べたとおり、制度創設時においては、遅延利息的性格を有する「利子税額」に
147 国税庁「財政 1954 年－所得税法の一部を改正する法律の解説－」517 頁。
148 税制調査会昭和 36 年 7 月・前掲注（58）95 頁。
149 これに伴い、所得税法、法人税法及び相続税法において設けられていた利子税額の特例に
関する規定は削除されている。
150 田中・前掲注（84）362 頁。
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ついて除算期間が設けられていたことを踏まえると151、もともとは延滞税の利息的な
性格に着目された制度とも考えられる。しかし、制度趣旨において、「法定納期限まで
さかのぼって延滞税を課すことは、実際上酷であること」とされており、現行民法上
の利息には制裁的な要素が加味されていないことを踏まえると、延滞税の除算期間と
は、その利息的な性格というよりも、制裁あるいは「インセンティブ部分」としての
性格が適合するものと考えられる。
この点、酒井克彦教授は、「例えば、国税通則法は期限後申告書が提出されている場
合にその提出があった日の翌日から起算して１年を経過した日よりも後に修正申告等
がなされた際、期限後申告から１年を経過する日の翌日から修正申告等がなされた日
までの期間が延滞税の計算期間から除外する規定を用意しているが（通法 61①一）、
この規定は、一般的に、修正申告等が遅れた場合に延滞税の金額が過大となり納税者
に酷な結果となることを防止するためのものと説明されており、制裁と捉えないとか
かる理解は成り立たないことになるのではなかろうか。単なる遅延利息が遅延期間に
及んで追徴されるのであれば、何ら酷として捉える余地はないからである。」152と述べ
ている。また、佐藤英明教授も「約定利息という部分を明示的に打ち出すならば、除
算期間はその部分には必要がない。（中略）約定利息部分という考え方は、現在の除算
期間という考え方に整合しない。」153と述べている。
第２章までで述べたとおり、従来、延滞税については、全体として「遅延利息」と
「制裁」の機能を有するとされ、一律で延滞税の除算期間を適用させてきた。しかし
ながら、平成 25 年度税制改正においては、延滞税について「約定利息部分」と「イン
センティブ部分」の区分が明確とされているため、あらためて「約定利息部分」につ
いて除算期間を適用させるべきかどうかという点について検討する必要が生じている
と考えられる。
⑶ 経済的視点から見た延滞税の約定利息部分の除算期間 
利息の法律学上の意義については、第２章第３節１で述べたとおり、「元本債権の所
得として、その額と存続期間とに比例して支払われる金銭その他の代替物である」と
考えられているが、経済学上の意義については、ケインズの流動性選好理論によれば
151 延滞加算税額については、除算期間は設けられていなかったが、滞納税額の５％を限度と
されていた。
152 酒井克彦『附帯税の理論と実務』446 頁（ぎょうせい、2010）。
153 佐藤・前掲注（4）209 頁。
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「利子率とは、流動性を手放すことに対する報酬である」と述べられ、またケインズ
以前の古典派の多くは、利子率とは、貸し手が消費を一定期間断念し貯蓄することの
対価であるとみなしている。このように、経済学上、利息をどのように理解するかに
ついては、様々な考え方があるが、いずれにしても、利子率は現在の購買力と将来の
購買力との間の交換比率（相対価格）であると考えられる154。
このように経済学的な視点で見た場合には、法定納期限時点で納付する国税と、法
定納期限から一定期間経過して納付する国税についての利息部分を考慮した交換価値
は等しいことが望ましいと考えられる155。一方で、現行法上は、延滞税の除算期間が
設けられているため、この除算期間が適用される場合には、交換価値が等しくならな
いことがある。
この点について具体的に確認するため、キャッシュフローを現在の時点の価値で評
価する方法である「現在価値（Present Value(PV)）」を用いることとするが、単利計
算である国税債権の一定時点における価値を算定する場合には、下記の算式を使用す
ることとなる156。
【単利法による n 年後の将来価値】(国税について適用)
n 年後の将来価値＝現在価値×（１＋年利率×期間）
FVｎ＝PV（1＋nr）
（参考）複利法による n 年後の将来価値
n 年後の将来価値＝現在価値×（１＋年利率）
FVｎ＝PV（1＋r）
仮に、100 万円の国税を滞納した納税者が法定納期限の翌日から１年経過後に納付
する国税については、ｒ（＝延滞税の約定利息部分）を 1.8%とすると、100 万円×0.018%
＝101.8万円を納付することになり、この法定納期限時点の100万円と、１年後の101.8
万円の相対的な価値は等しいこととなる。
一方で、法定納期限の翌日から２年経過後に税務当局から更正がなされ、当該更正
に基づき納付する 100 万円の国税については、延滞税の除算期間が適用され、１年を
154 晝間文彦『基礎コース 金融論』112 頁（新世社、2000）。
155 佐藤・前掲注（4）209 頁において、「約定利息ということは「誰の手の中にあってもこれく
らいの経済的価値を生み出す」という部分のはず」とされている。
156 小林道正「ファイナンス数学の基礎」1 頁（朝倉書店、2000）。
期間
n
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超える期間については、延滞税が課されないため、納付額については、１年経過後に
納付した場合と同様、101.8 万円となる。これについて、（１＋0.018（年利率）×２
（期間））で割り戻し、現在価値を算定すると、98.2625・・となり、本来納付すべき
100 万円を負担していないことになる。なお、この法定納期限時点での現在価値につ
いては、更正がなされる期間が法定納期限より経過するほど、逓減して行くことなる。
このように、利子率とは交換比率であるという経済学上の考え方と不加算期間を設
ける現行の延滞税制度の約定利息部分については整合しないことがわかる。
⑷ 市中金利との関係を踏まえたあるべき方向性 
平成 25 年度税制改正において、延滞税の約定利息部分については市中金利を踏まえ
た水準に引き下げを行っており、この約定利息部分に相当する特例基準割合は、平成
28 年分については 1.8%（平成 28 年分）とされ、市中金利との差は縮小されている。
一方で、国税については延滞税の除算期間が設けられているため、期間を含めた実質
的な負担という面では、市中金利＞延滞税の約定利息部分となる場面がある。
【事例】
100 万円の所得税を×１年３月までに納付すべき納税者について、
（ケース①） 銀行より借り入れをして、期限までに申告・納付（100 万円）。銀行から
の借入金については、５年後に返済
（ケース②） 当初期限までに零申告（偽り不正なし）を行っており、５年後に税務当局
にされた増額更正処分に基づき全額納付（100 万円）
○ ケース①、ケース②の期間ごとの負担額（元本を除く）
X１年 X２年 X３年 X４年 X５年 合計
ケース①
【利息】
8,000 円 8,000 円 8,000 円 8,000 円 8,000 円 40,000 円
ケース②
【延滞税】
28,000
円
0 円
（18,000 円）
0 円
（18,000 円）
0 円
（18,000 円）
0 円
（18,000 円）
28,000 円
（100,000 円）
（注１）延滞税の割合は、28 年分（9.1％、2.8％）を用い、銀行の貸出金利は、0.8％
とする157。
（注２）銀行からの借入金についての複利計算については無視する。
157 租税特別措置法に基づき、平成 26 年 10 月から平成 27 年の９月までの各月における短期貸
付けの平均利率（当該各月において銀行が新たに行った貸付（貸付期間が１年未満のものに
限る。）の合計を 12 で除した割合（この割合に 0.1%未満の端数があるときは切り捨てる）と
して平成 27 年 12 月 15 日までに財務大臣が告示した割合を市中金利として用いる。
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（注３）ケース②の場合には、延滞税とは別に過少申告加算税が課される（通法 65）。
ただし、正当な理由がある場合等については課されないこともある（通法 65④）。
（注４）ケース②の括弧書内の金額は、後述する解決策に基づくもの。
上記の事例を見ると、ケース①については、銀行より借入れを行い国税を一括納付
した場合だが、この場合、銀行に対して毎年一定の金利負担が生じることになり、事
例のケースだと、毎年 8,000 円の利息負担が５年間生じ、合計 40,000 円の利息負担が
生じることとなる。
一方、ケース②については、借入れを行わず、国税を滞納した場合になるが、増額
更正処分があるまでの延滞税の割合については、約定利息相当分の特例基準割合（平
成 28 年分は、1.8%）に、インセンティブ部分（1％）を付与した 2.8%が適用され、銀
行の貸出金利よりも高い割合適用されることになるが、延滞税の除算期間の適用があ
り、最大１年間しか延滞税が課されないため、最終的な延滞税の負担額は 28,000 円と
なる。
このように、ケース①とケース②を比較すると、結果的に、国税を滞納状態にした
方が利息相当額の負担は軽減されることとなる。なお、民事上の利息の支払いについ
ては、複利とすることが認められていることを踏まえると158、更にこの傾向は強まる
ものと考えられる。
民事上の利息については、国税の延滞税と異なり債権者の意思により免除をするこ
とが可能であり159、特定修正申告書の提出又は特定更正があった場合には、延滞税の
除算期間の適用がないため、単純に比較は出来ない。しかしながら、そもそも延滞税
が課される期間については制限が設けられていることから、その実質負担額について
は、その割合に関わらず、市中金利相当額を下回ることがあり得るということであり、
これは「国税の期限内における適正な実現を担保するとともに、期限内に適正に国税
を納付した者との権衝を図る」という延滞税の趣旨に反し、国税を納付しないディス
158 民法 405 条において、「利息の支払が一年分以上延滞した場合において、債権者が催告をし
ても、債務者がその利息を支払わないときは、債権者は、これを元本に組み入れることがで
きる。」旨を定めている。
159 民法 519 条参照。
67
インセンティブともなりかねない160。
このように延滞税の除算期間については、国税を納付しないディスインセンティブ
を生じさせかねないが、延滞税の除算期間が設けられた経緯も最大限重視する必要が
あり、徒らに納税者の負担を増大させるのは適当ではないと考えられる。
このような納税者の負担についても考慮した解決策としては、延滞税の約定利息部
分のみ除算期間を適用させないことが考えられる。具体的には、延滞税の約定利息部
分についてのみ除算期間を適用しないことにより、インセンティブ部分（１％）のみ
が免除されることから、２年目から５年目までは毎年 1.8%（18,000 円）の延滞税が課
されることになり、常に国税の延滞税の負担額の方が重くなるため（事例では 100,000
＞40,000）、ディスインセンティブが生じる問題を解消することができる。また、この
「約定利息部分」の取扱いについては、⑶で述べた経済学上の利息の考え方にも適合
するものと考えられる。
⑸ 延滞税の除算期間の適用対象について 
現行、延滞税の除算期間が適用されるのは、申告納税方式による国税全体及び源泉
徴収による国税であるが、申告納税方式よる国税については、当初に期限内申告書又
は期限後申告書が提出されており、その後、修正申告書の提出又は更正があった場合
に適用される規定であり、これらの申告がない場合にされる税務当局が行う決定があ
った後修正申告書の提出又は更正があった場合には適用されない。
この点については、「確かに何らかの申告も行わないことは申告納税制度の前提と矛
盾する行為であるが、反面、適正な申告を行なわなかったという点では過少な申告の
場合との違いは程度の差であり、また、決定に係る場合には、自らの過失によるとし
ても自分に申告義務があることを知らない場合等も含まれることを考えると、一概に
決定に係る事案を悪質な事案と決めつけることも適当とも考えられない。また、課税
庁側の事務の前後によって処分の時期が変わるという事情は増額更正の場合と同じで
ある。これらの事情を考えると、決定に係る事案も何らかの形で法 61 条の対象に取り
組むことが適当であると考えられる。」161という見解がある。
確かに、決定後１年経過後に修正申告又は更正があった場合についても課税庁側の
160 この問題は、平成 25 年度税制改正前から理屈上は生じ得たが、延滞税の割合を市中金利を
踏まえ引き下げたことで、更に顕著となったと言える。
161 佐藤・前掲注（95）48 頁。
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事務の前後によって処分の時期が変わるという事情は申告書提出後、１年経過後に修
正申告又は更正があった場合と同様であると考えられるため、上記⑷で述べた改善策
を講ずる際に、両者を同様の取扱いとすることが考えられる。つまり、決定後１年経
過後に修正申告又は更正があった場合については、延滞税の「インセンティブ部分」
については除算期間の適用をさせるとともに、「約定利息部分」については、これまで
同様、除算期間を適用させないことにより、申告、決定を問わずに１年経過後に修正
申告又は更正があった場合の取扱いが同様となる。
また、第２章第１節３で述べたとおり、現行、特定修正申告書の提出や特定更正は
この除算期間の対象となる修正申告書の提出又は更正から除かれているため（通法 61
①柱書）、特定修正申告書の提出又は特定更正があった場合、除算期間の適用がなく、
未納期間全てに延滞税が課されることになる。このように、偽りその他不正の行為に
より、納付した税額が過少であることを自ら判明しにくくした悪質な納税者について
は、除算期間を適用しないことにより、一定のバランスが取られている162。
この取扱いについては、「約定利息部分」について除算期間の適用をしないこととし
た場合についても、公平性の観点から例外的な措置として存置させることが望ましい
と考えられる。これにより、偽りその他不正の行為をおこなった者については、こう
いった行為を行っていない者よりも「インセンティブ部分」の分だけ不利に扱われる
こととなる。
⑹ 国税通則法第 61 条第２項の除算期間との関係 
第１章第２節４及び第２章第１節３⑵で述べたとおり、平成 28 年度税制改正におい
て、新たな延滞税の除算期間が創設されているが、この新たな延滞税の除算期間につ
いても「約定利息部分」及び「インセンティブ部分」を区分せず、一律に設定されて
いるため、この約定利息部分の取扱いについてもどのように考えるかが問題となる。
この新たな除算期間については、申告をした後に減額更正がされ、その後さらに修
正申告又は増額更正があった場合におけるその修正申告等により納付すべき税額（そ
の申告税額に達するまでの部分に限る。）について、「申告に基づいて一旦は納付され
162 佐藤・前掲注（95）40 頁において、「偽りその他不正の行為」について、除算期間を制限し
ている点については、「この規定の趣旨が、税務行政における内部的な手続の前後によって
納税者の負担が区々となることを避けるということにあったとすると、偽りその他不正の行
為によって納付した税額が過少であることを自ら判明しにくくした納税者にまでこのような
救済措置を設ける必要がないというのがその除外の趣旨であろう」とされている。
69
ていたもの」であることに着目して、その申告により納付すべき税額の納付日の翌日
から修正申告等までの間（減額更正が更正の請求に基づく更正である場合には、その
減額更正がされた日から１年を経過する日までの期間を除く。）は、延滞税を課さない
こととしたものであるが、減額更正がなされた段階で納付税額は一度還付されること
となるので、この減額更正を契機として、納付済の状態から未納状態となることとな
る。つまり、減額更正までの間については納付済の状態であるため、延滞税を課する
余地はないが、減額更正後については、未納状態であるため延滞税を課すべきとの考
え方があり得る。
この点について、最高裁平成 26 年 12 月 12 日第二小法廷判決（訟月 61 巻５号 1073
頁）において、小貫裁判官が「本件減額更正から増額更正に至る経過をも踏まえた本
件の事情を総合して考慮し，過納金の還付後も延滞税は発生しないとする考え方もあ
り得ないではない。しかし、減額更正後に増額更正をする原因については種々のもの
が想定できるところであり、それらを踏まえて延滞税の発生を検討しなければならな
いというのは，租税の画一性と大量処理の観点から望ましいことではないし、延滞税
の発生要件との関係で不明確さが残るように思われる。したがって、延滞税発生期間
内に減額更正に伴う過納金の還付が行われ、その後増額更正がされた場合には、過納
金の還付後について、増額された部分の延滞税が発生すると解すべきである。」との意
見を述べている点が注目に値する163。この小貫裁判官の意見については、もっぱら、
納付の事実が存在するかどうかによって判断し、過納金の還付前は納付の事実がある
が、過納金還付により納付の事実がなくなるので、過納金還付後から修正申告等によ
り納付すべき税額の納付までの期間について、延滞税は発生するというものである。
確かに、減額更正による還付後においては、納税者はその還付金相当額について、
運用することにより利息相当額の利益を得ることが可能であることを考えると、現行
のように全く延滞税を課さないとするのは適当ではなく、少なくとも「約定利息部分」
については負担を求めるのが適当であると考えられる。
一方で、減額更正により、一旦は納付すべき税額が消失し、納付を促すことができ
163 ただし、「国税通則法は，更正等の事務処理の先後による不公平さと延滞税が過大になるこ
とを防ぐため，法定申告期限から１年間を延滞税が発生する期間とし，１年経過後の翌日か
ら更正通知書が発せられた日までの期間は延滞税の額の計算の基礎から除くとしており（同
法６１条１項１号），本件においては，減額更正及び過納金の還付が，延滞税の発生する期
間ではなく，税額計算上除くとされている時点でそれらが行われている」ことから、結論に
影響を及ぼさないとしている。
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なくなるため、基本的には「インセンティブ部分」を課すのは適当でないと考えられ
る。ただし、現行、その減額更正が更正の請求に基づく更正である場合には、納税申
告書の提出後１年以上経過した後に修正申告等があった場合の延滞税の取扱いを踏ま
え、減額更正がされた日から１年間を限度として延滞税を課すこととされているが、
こういった未納付の状態が作出された原因が納税者側にある場合については、引き続
き「インセンティブ部分」を課すのが適当であると考えられる。
以上は、新たな延滞税の除算期間について、延滞税は「約定利息部分」及び「イン
センティブ部分」とからなるとの考え方をあてはめた場合の見直しの私案であるが、
この取扱いを整理すると、下記の「図表 8 新たな除算期間における約定利息部分の
取扱い」のとおりになる。
図表 8 新たな除算期間における約定利息部分の取扱い
２ 延滞税の損金不算入・必要経費不算入の取扱い
約定利息の性格を持つとされる利子税については、現行法上、法人税及び所得税の計
算において、損金又は必要経費の額に算入されることされている（法法 38①三、所法
45①二）。一方で、延滞税については、当該損金又は必要経費の額に算入されないこと
とされている（法法 55③一、所法 45①三）。ここでは、延滞税について「約定利息部分」
及び「インセンティブ部分」に区分された現状においても、その整理を維持することが
出典：著者において作成
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妥当であるかどうか検証することとする。
⑴ 租税公課の損金性について 
延滞税については、その税額の基礎となる税額の属する税目の国税とされる（通法
60④）。そこで、ここでは延滞税額の基礎となる本税である法人税及び所得税を含めた
租税公課全般の法人税法及び所得税法上の損金又は必要経費としての取扱いについて
体系的に整理を行うこととしたい。
イ 損金算入又は必要経費とされる租税公課
① 法人税法上の取扱い
法人の納付する租税・公課は、その性質上費用性をもたないもの、及びなんら
かの政策的または技術的な理由か法律の定めによって損金算入を否定されてい
るものを除いては全て損金の額に算入される164。具体的に損金に算入されるのは
次のような租税公課であり、これらは通常の販売費や一般管理費と同じように事
業経営上のコストとしての性格を有することから損金算入が認められると考え
られている165。
ⅰ 法人税及び地方法人税のうち次のもの（法法 38①）
・退職年金等積立金に対する法人税、当該法人税に係る地方法人税
・過大に還付を受けた場合に納付する還付加算金に相当する法人税及び地方法
人税
・申告期限が延長されている場合に納付する利子税
ⅱ 道府県民税及び市町村民税のうち退職年金等積立金に対するもの（法法 38
②二）
ⅲ 地方税の納期限が延長されている場合に納付する延滞金（法法 55③二）
ⅳ 酒税、印紙税、登録免許税
ⅴ 事業税、地方法人特別税、不動産取得税、自動車税、固定資産税、自動車取
得税、特別土地保有税、事業所税、都市計画税
ⅵ 汚染負荷量賦課金、障害者雇用納付金
② 所得税法上の取扱い
所得税法上も業務の用に供される資産に係る固定資産税、登録免許税（登録に
164 金子・前掲（66）375 頁。
165 成松洋一『法人税法 理論と計算〔第 11 訂版〕』145 頁(税務経理協会、2015)。
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要する費用を含み、その資産の取得価額に算入されるものを除く。）、不動産取得
税、地価税、特別土地保有税、事業所税、自動車取得税等は、当該業務に係る各
種所得の金額の計算上必要経費に算入することと取り扱われている166。
なお、不動産所得、事業所得又は山林所得（以下「事業所得等」という。）を
生ずべき事業を営む者が所得税を延納することにより納付することになる利子
税のうちその事業についての事業所得等に係る所得税の額に対応するものとし
て政令で定めるものについては、必要経費に算入することとされており（所法 45
①二）、具体的に必要経費とされる金額は、次の算式で計算される（所得税法施
行令（以下、条文を示す場合には「所令」という。）97①）167。
ロ 損金不算入又は必要経費不算入とされる租税公課
① 法人税法上の取扱い
法人が納付する租税公課のうち次のものは、課税所得の計算上、損金の額に算
入されない（法法 38～41、法人税法施行令 78 の２）。
ⅰ 所得を課税標準とする租税
次の租税は、法人の所得を課税標準として課されるものであり、負担の公平
の観点から、本来的に利益の中から支払われるべきであると考えられているた
め、損金不算入とされている168。
・法人税及び地方法人税（上記イ①ⅰに該当するものを除く。）
・道府県民税及び市町村民税（都民税を含み、上記イ①ⅱに該当するものを除
く。）
ⅱ 課税技術上の理由による租税
次の租税は、それぞれ課税技術上の理由等から損金不算入とされる。
166 所得税法基本通達 37－5 参照。
167 他に、国外転出する場合の譲渡所得等の特例の適用がある場合の納税猶予に係る利子税及
び贈与税等により非居住者に資産が移転した場合の譲渡所得等の特例の適用がある場合の
納税猶予に係る利子税で一定のものについても必要経費に算入されることになる（所法 45
①二、所令 97①三四）。
168 成松・前掲注（165）146 頁。
利子税の額 ×
不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額（いずれも事業か
ら生ずる所得の金額に限る。）の合計額
各種所得の金額（給与所得の金額、退職所得の金額を除く。）の合計額
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・第二次納税義務により納付する国税及び地方税
・外国子会社からの配当等に係る外国源泉税等
・法人税額から控除する所得税額等
・法人税額から控除する外国税額
ⅲ 不正行為の費用等
法人が隠蔽行為により法人税の負担を減少させるために要する費用及び損失
の額は損金の額に算入されない（法法 55①）。これはいわゆる脱税経費の損金
性を否定するものであり、法人税以外の租税の脱税経費も同様に取り扱われる
（法法 55②）。これは、脱税経費の損金算入を認めることは刑罰をもって脱税
を禁止している税法の自己矛盾で不合理であり、公正妥当な会計処理とは言え
ないと考えられるためである169。
また、法人が納付する国税に係る延滞税、各種加算税及び過怠税、地方税に
係る延滞金や各種加算税や、罰金や科料、過料、課徴金も損金算入は認められ
ない（法法 55③④）。これは、納税義務違反や法令違反に対して制裁的に課さ
れる租税公課の損金算入を認めると、実質的に国が一部を負担する結果となり、
制裁効果が減殺されるためである170。なお、アメリカには、その控除を認める
と公序（public policy）に反する結果を生ずるような支出の控除は認められな
い、という法原理（公序理論）が存在するが、この法人税法上の考え方と同様
であると考えられる171。ただし、我が国では、損金算入できない制裁や負担を
限定列挙しているため、例え、その控除が政策目的を減殺するものであっても、
列挙から漏れている場合には控除を認めざるを得ないこととなる。
② 所得税法上の取扱い
所得税、道府県民税、市町村民税（都民税及び特別区民税を含む）は、所得の
発生後において、その所得の帰属主体である「人」を対象として課税されるいわ
ゆる「人税」と言われるもので172、これらの租税は所得税法上必要経費にされな
いことが明定されている（所法 45①二、四）。
また、所得税及び所得税以外の国税に係る延滞税、各種加算税、及び過怠税、
169 成松・前掲注（165）154 頁。
170 成松・前掲注（165）154 頁。
171 金子・前掲注（66）376 頁。
172 武田昌輔編著『DHC コンメンタール所得税法』3559 頁（第一法規）。
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地方税に係る延滞金や各種加算税や、罰金や科料、過料、課徴金も法人税法と同
様、制裁的意義を失するといったことから、必要経費に算入することはできない
こととされている（所法 45①二～六）173。
⑵ 利子税・延滞税の損金性 
① 利子税
利子税については、上記⑴で述べたとおり、法人税又は所得税における所得の計
算上損金又は必要経費に算入される（法法 38①三、所法 45①二）。これは、他の附
帯税が国税債務の履行遅滞に対する何らかの制裁的機能を有しているのに対し、利
子税は、延納又は納税猶予に係るいわば約定利息たる性質を有するものであって、
制裁的機能を有するものではなく、これを支出する企業にとっても、利子税は、他
の借入金に対する支払利息と同視しているためとされている174。
なお、この利子税の損金算入の時期については、法人税については、原則として、
納付の日の属する事業年度の損金の額に算入することとしているが、法人が当該事
業年度の期間に係る未納の金額を損金経理により未払金に計上したときの当該金額
については、当該損金経理をした事業年度の損金の額に算入することとしている175。
また、所得税についても、原則として、納付の日の属する年分の必要経費に算入す
ることとしているが、その年の 12 月 31 日までの期間に対応する税額を未払金に計
上した場合には、当該金額をその年分の必要経費に算入できるとされている176。
② 延滞税
延滞税については、上記⑴で述べたとおり、法人税又は所得税における所得の計
算上損金又は必要経費に算入されない（法法 38①三、所法 45①二）。
第２章第２節３で述べたとおり、国税通則法制定前においては、現行の延滞税に
相当するものとして、遅延利息的性格を有する利子税額と滞納に対する制裁にとし
ての性格を有する延滞加算税額があったが、延滞加算税額については、法人税及び
所得税ともに、課税所得の計算においてこれを損金又は必要経費に算入しないのに
対して、利子税額は、法人税額では損金に算入するのに対して、所得税では必要経
費に算入しないという不一致があったが、この取扱いの差異は、「法人税においては、
173 武田・前掲注（172）3562 頁。
174 武田・前掲注（52）3504 頁。
175 法人税法基本通達 9－5－1⑷。 
176 所得税法基本通達 37－6⑸。 
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金融機関からの借入金により税金を納付した場合には、その借入利子が損金として
認められることの権衡を考慮して損金算入を認めたのであり、この場合には、納付
遅延の場合における利子税額の遅延利息としての性格を約定利息たる借入利子と比
べて特に区別して考えていなかつたのである。他方、所得税にあつては、事業所得
のほかに給与所得、譲渡所得等があり、また、事業所得についても、納税資金の利
子がはたして「収入を得るに必要な経費」といえるかどうかという問題があつて、
これを必要経費として構成するについて制度上の問題があるため、結局所得税の全
体について必要経費に算入しないこととしたのである。」177と説明されている。
しかしながら、同一の附帯税について、法人においてはこれを損金に算入するこ
ととし、個人においてはこれを必要経費と認めないとすることについては、制度の
不均衡を是正すべきであるということが考えられ、延滞税は法人税及び所得税を通
じて損金又は必要経費に算入せず、一方、利子税は、法人税及び事業所得等に係る
所得税について、いずれも損金又は必要経費に算入することとし、両者の統一を図
る取扱いに改められた経緯がある178。
⑶ 民事の借入金利子（約定利息及び遅延利息）の取扱い 
ここでは、民事の約定利息及び遅延利息を支払った場合における、法人税又は所得
税における所得の計算上の取扱いについて概観することとする。
① 法人税法上の取扱い
法人税法上の課税所得の計算上、その事業年度の損金の額に算入すべき金額は、
別段の定めがあるものを除き、次の金額とされている（法法 22③）。
ィ その事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価
の額
ロ その事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（償却費以外の費用でその事
業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額
ハ その事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの
上記のうちロの「その他の費用」については、支払利息を含む営業外費用が含ま
177 税制調査会昭和 36 年 7 月・前掲注（58）93 頁。
178 税制調査会昭和 36 年 7 月「国税通則法の制定に関する答申（税制調査会第二次答申）」19
頁において、「現行法では、法人税における所得の計算上は利子税額を損金に算入することと
されているのに対して、所得税においてはこれを必要経費に算入しない不統一があるので、
両者間の負担の公平を図るため、所得税についても所得の種類に応じてこれを必要経費に算
入するよう検討するものとする。」とされている。
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れることとされていることから179、借入金の利息については、元本の使途を問わず
に損金に算入されるものと考えられる。
また、この利息が遅延利息である場合についても、保険金又は共済金によりその
損害の発生した日の属する事業年度の損金の額に算入できることとされている180。
つまり、遅延利息については、遅延が発生した時点で損失が確定しているため、原
則として未払計上が可能である。
② 所得税法上の取扱い
所得税法上、その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額の
計算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの所得
の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の
額及びその年における販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務につ
いて生じた費用（償却費以外の費用でその年において債務の確定しないものを除く。）
の額とされている（所法 37①）。
所得税法上、借入金の利子についても必要経費に該当し得るが、法人税法とは異
なり、「所得を生ずべき業務について生じた費用」に限られていることから、全ての
利子が必要経費に該当する訳ではなく、必要経費算入が認められるものとして次の
ようなものがある。
イ 業務用資産の取得のために要した借入金の利子181
ロ 業務の用に供される資産を賦払の契約により購入した場合において、その契約
において購入代価と賦払期間中の利息及び賦払金の回収のための費用等に相当
する金額とが明らかに区分されている場合のその利息及び費用等に相当する金
額182
また、固定資産のために借入れた資金の利子のうち、その資金の借入れの日から
その固定資産の使用開始日（その固定資産の取得後、その固定資産を使用しないで
譲渡した場合には、その譲渡の日）までの期間に対応する部分の金額は、上記イロ
の取扱いにより、各種所得の金額の計算上必要経費に算入されたものを除き、固定
179 成松・前掲注（165）68 頁。
180 法人税法基本通達 2－1－43 において、債務の履行の遅滞による損害金を含む損害賠償請求
金等の帰属時期を定めている。
181 所得税法基本通達 37－27 参照。
182 所得税法基本通達 37－28 参照。
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資産の取得費又は取得価額に算入されることとされている183。
一方で、所得税の納付のための借入金の利子については、「総収入金額を得るに
ついて必要なものとは言い得ないことは明らかである」とされ、事業所得の計算上
必要経費に当たらないとされた事例184や、銀行からの借入金を即時全額預金とした
（いわゆる両建預金の）場合、借入金は事業目的との関連がないとされ、その預金
が事業のための担保的機能を有していないときは、その借入金は必要経費にならな
いとされた事例185があり、元本の使途が事業目的以外の場合については、その利子
は基本的に必要経費とはならないと考えられる。
次に、遅延利息についてであるが、所得税法上、業務遂行に関連して支払った損
害賠償金について、一律に必要経費とみることはせず、「必要費」と「家事費」との
区分の限界を納税者の「故意又は重過失」の有無に求めている。つまり、故意又は
重大な過失によって他人の権利を侵害したことにより支払う損害賠償金たる遅延利
息は、必要経費に算入されないこととなる（所法 45①七、所令 98）。
⑷ 延滞税の約定利息部分の損金性についての検討 
上記⑶で述べたとおり、法人税法上、借入金利子（約定利息及び遅延利息）につい
ては損金算入が認められ、所得税法上においても、一定の制約があるものの基本的に
は必要経費算入が認められることとなる。また、約定利息たる性格を有するとされる
利子税については、所得税又は相続税法の延納等がなされた場合に適用され、この延
納等の期間中は、まだ国税の履行遅滞ではないと考えられ186、支出する企業にとって
も、他の借入金に対する利息と同視されているため、そのバランスを図る観点から、
法人税法上損金算入が認められ、所得税法上もその事業についての事業所得等に係る
所得税の額に対応するものについては、必要経費算入が認められている。
一方で、延滞税については、利子税とは異なり、常に納付遅延に対してのみ課され
るものであるため、金融機関からの借入金により納付した場合との権衝の問題も、「延
183 所得税法基本通達 38－8 参照。
184 神戸地昭 35・6・6（行裁例集 11 巻 6 号 1749 頁）。なお、同様のケースとして、「利子がそ
の元本たる借入金の使用の対価であるということから、当該借入金が必要経費に算入するこ
とができる費用に充てられたものであること要する」とされ、所得税の納付については必要
経費に該当しないことから、事業所得の計算上必要経費に当たらないとされた国税不服審判
所昭和 61 年 9 月 9 日裁決（裁決事例集 32 号 31 頁）がある。
185 京都地昭 47・2・24（行裁例集 23 巻 1・2 号 25 頁）。
186 志場ほか・前掲注（25）726 頁。
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滞税により間接的な納付促進の効果を重視する立場からいえば、むしろ延滞税を借入
金の利子と同様に扱うことが不合理であって、この両者間に不均衡が生ずるのは当然
であるといえる」187と考えられ、法人税又は所得税における所得の計算上、全て、損
金又は必要経費に算入されないこととされた。
しかしながら、延滞税について、「約定利息部分」と「インセンティブ部分」からな
るとされた現行制度上、「約定利息部分」についてその性格については、利子税と同様
に、国税のいわば「約定利息」に相当するものとされ、その水準については、市中に
おける貸出時の約定金利等を踏まえたものとされているにも関わらず、利子税や市中
金利と取扱いを異にするのは、説明が困難な面がある。
また、前述のとおり、延滞税を含む不正行為の費用等について、損金不算入及び必
要経費不算入とされるのは、「制裁効果が減殺されるため」との説明がなされているが、
制裁効果が減殺されない範囲内においては、損金算入及び必要経費算入を認めるのが、
法人税又は所得税における所得の計算上妥当であると考えられる。一方、現行の延滞
税による間接的な納付促進の効果については、「インセンティブ部分」に集約されてい
ると考えることができるため、損金不算入とするのは「インセンティブ部分」だけで
足り、「約定利息部分」については損金算入の取扱いとするのが妥当であると考えられ
る。
第３節 「インセンティブ部分」の在り方に関連した現行制度の問題点
１ 現行の「インセンティブ部分」の設定の考え方
延滞税については、従来から制裁としての性格が認識されていたが、平成 25 年度税
制改正において、この従来、制裁に相当する部分として認識されてきた部分について、
「インセンティブ部分」として他と切り分けられた。この「インセンティブ部分」とは、
第１節２で述べたとおり、「通常の利子の範囲を超えて不利益を与える部分」であり、
それ以外の者よりも不利に扱うことから「公平」という観点から根拠づけることはでき
ないものと考えられる188。また、このように納税者に不利益を与えるものであることを
187 志場ほか・前掲注（25）693 頁。
188 佐藤・前掲注（88）31 頁においても「「公平」という観点から根拠づけられるのは、本来
の税額に加算される分のうち、通常支払われる利子分までであり、「公平」を根拠に、それ以
上の額をもともとの税額に加えて納付させることはできない。」とされている。
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踏まえると、その対象範囲は十分に限定され、その水準はその納付不履行という違反行
為と均衡を保つことが求められ、かつ、その違反行為の一定の予防効果が期待できるも
のとしなければならないと考えられるため189、今後はこの考え方に沿って、適切な方法・
水準で設定することが求められると考えられる。
延滞税の課税期間については、条文の構造上、大きく分けて、下記の３つの期間に大
別できると考えられるが、ここではまず、それぞれの期間ごとの現行制度のインセンテ
ィブ設定の考え方について整理をすることとしたい。
・法定納期限から納期限までの期間
・納期限の翌日から２月を経過する日までの期間
・納期限の翌日から２月を経過する日後から納付日までの期間
⑴ 法定納期限から納期限までの期間及び納期限の翌日から２月を経過する日までの
期間
延滞税の額については、法定納期限から納期限までの期間及び納期限の翌日から２
月を経過する日までの期間については、その未納の税額に年 7.3%の割合を乗じて計算
した額とされ（通法 60②）、この年 7.3%の割合については、特例基準割合に年１%を加
算した割合（当該加算した割合が年 7.3%を超える場合には年 7.3%の割合）に軽減され
ている（措法 94②）。なお、このうち、「年１％を加算」する部分が「インセンティブ
部分」であると解されている。このように、この２つの期間については、「インセンテ
ィブ部分」の付与を含め同様の取扱いとされているため、ここでは一緒に取り上げる
こととしたい。
この２つの期間について、国税通則法上、年 7.3%の軽減割合が適用される趣旨につ
いて明確にはなされていないが、国税通則法制定時まで遡ってその経緯を確認するこ
とで解明することが可能となる。
国税通則法制定時においては、この軽減割合190が適用される期間については、これ
らの２つの期間ではなく、「督促状を発する前の期間又は督促状を発した日から起算し
189 佐藤・前掲注（88）21 頁において、制裁について「制裁が与える不利益に鑑みると、それ
が対象とする違反行為の範囲は必要かつ十分な範囲に限定されなければならないし、また、
そこで用いられる制裁も、対象となる違反行為と均衡を保つものであり、かつ、違反行為の
一定の予防効果が期待できるものでなければならない」と述べているが、この考え方は、延
滞税の「インセンティブ部分」にも同様にあてはまるものと考えられる。
190 当時は年利建移行前であるため、この軽減割合は日歩２銭（年 7.3%に相当）、延滞税の原則
割合は日歩４銭（年 14.6%に相当）とされていた。
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て 10 日を経過した日以前の期間」とされていた。つまり、当時の延滞税については、
納税者が督促を受けずに国税を納付した場合又は督促を受けても督促状が発せられた
日から起算して 10 日を経過した日までに納付した場合には、その納付した税額につい
ては、年 7.3%の軽減した割合で課された一方で、督促状が発せられた日から起算して
10 日を経過した日後に納付した場合には、当該 10 日を経過した日以前の延滞期間と
その後の延滞期間とに区分し、後の期間については原則どおり 14.6%の割合で課され
ることとされていた。
このように延滞税の軽減割合が適用される期間の起算日は現在とは異なっていたが、
軽減割合が適用される期間の趣旨については、「督促の効果を重視してこれによる納付
しょうようの実をあげる趣旨」191とされており、この督促の効果については、現行、
考えられている時効中断（通法 73①四）及び差押えの前提要件192としての効果のほか、
当時は延滞税の割合を引き上げる効果もあると整理がなされていた193。なお、この取
扱いについては、国税通則法の制定時において、「現行の利子税額及び延滞加算税額の
両者をあわせてみるならば、督促状発付の日から 10 日を経過した日を境として、その
以前の期間について課される割合は、日歩３銭、それ以後の期間については日歩６銭
として段階が設けられ、督促状による納付しょうようの効果を高めるように図られて
おり、実質をみると、たしかにこのような負担割合の区分によって、督促の効果があ
らわれていることが知られる。われわれは、新たな延滞税においても、督促状の発付
によって延滞税の割合に区分を設けることは制度の趣旨から合理的であると考える」
194とされており、第２章第２節３で述べた、利子税額と延滞加算税額の取扱いを踏襲
したものと考えることができる。
その後、昭和 42 年度税制改正において、このような計算方法によると、督促状の発
付の日は、納期限から 20 日以内の範囲で前後し、また、必ずしも一定しないような督
促状の発付の日が判明しない限り、延滞税の計算が出来ないという問題があり、納税
者にとっても不便であるという批判があったことや195、督促状が発せられない繰上請
191 税制調査会昭和 36 年 7 月・前掲注（178）18 頁。
192 滞納処分による差押えは、繰上請求をした場合等の特殊な例外を除き、督促状を発した日
から起算して 10 日を経過した日までに滞納国税が完納されない場合に行うこととされている
（徴法 47①）。
193 志場ほか・前掲注（25）475 頁。
194 税制調査会昭和 36 年 7 月・前掲注（58）94 頁。
195 国税庁「昭和 42 年改正税法のすべて」183 頁。
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求に係る国税等については、長期間滞納しても、延滞税が年 7.3%のままであること196
等の問題があったことから、軽減した延滞税を課される期間について、従来「督促状
を発する前の期間又は督促状を発した日から起算して 10 日を経過した日以前の期間」
とされていたものが、「納期限までの期間又は納期限の翌日から１月を経過する日まで」
に改められ、具体的納期限を基準とすることとされた。なお、昭和 59 年度税制改正に
おいては、督促状を発付すべき期限が、納期限後「20 日以内」から「50 日以内」に延
長されたことに伴い、延滞税の軽減割合が適用される期間が「納期限までの期間又は
納期限の翌日から２月を経過する日まで」に延長され、現在の規定となっている。
このように、延滞税の軽減割合が適用される期間の起算日が変更された後において
も、「督促の効果を重視してこれによる納付しょうようの実をあげる」との趣旨には変
更はないと考えられる。この点は、現行、督促状は原則として、その国税の納期限か
ら 50 日以内に発するものとされ（通法 37②）、従前と同様、延滞税の軽減割合が適用
される期間満了前にその送付が必要とされる制度となっている点や、昭和 59 年度税制
改正においては、「年 14.6%の加重延滞税は、納付が遅延した場合に早期に納付を間接
的に強制するものとして課されるものであることから、催告としての督促がなされて
いないにもかかわらず、延滞税が加重されるのは適当ではないと考えられます。」197と
され、督促状の発付期限と併せて延滞税の軽減割合が適用される期間が延長された経
緯からも確認することができる。
なお、この２つの期間の「インセンティブ部分」については、本章第１節２で述べ
たように、本則においては付されてはいないが、租税特別措置法上に定める特例にお
いては、年１％が加算されることになると整理がなされている。
このように特例において、年１％の「インセンティブ部分」が加算される趣旨につ
いては、「延滞税の額が千円未満の場合には延滞税の全額が切り捨てられること（通法
119④）等から、その割合があまりに低い水準となれば、延滞税がかからなくなる滞納
額の水準が上がることによって、結果として、早期納付を促す効果を削ぐことにもな
りかねません」198と説明されている。
つまり、平成 25 年税制改正当時（平成 25 年分）の延滞税の軽減割合は、4.3%であ
196 志場ほか・前掲注（25）475 頁。
197 国税庁「昭和 59 年改正税法のすべて」68 頁。
198 吉沢ほか・前掲注（2）858 頁。
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り、この場合、約 14 万円以下の滞納国税については、国税通則法 119 条の規定による
端数処理により納期限から２か月間は延滞税がかからないこととなっていたが、仮に
この割合を３%とした場合には、約 20 万円以下の滞納国税、２%とした場合には、約
30 万円以下の滞納国税について、延滞税がかからないことになることとなった。そこ
で、滞納件数の多くが 30 万円以下の滞納であった状況を踏まえると、延滞税の割合の
引き下げにより、延滞税がかからなくなる滞納額の水準が上がることによって、逆に
国税を納付しないディスインセンティブの発生が懸念されたため、年１％の割合を常
に加算することにより、市場金利に連動して延滞税の割合が低くなりすぎるのを防ぐ
こととしたものと考えることができる。
⑵ 納期限の翌日から２月を経過する日後から納付日までの期間 
この期間については、未納の税額に対して、延滞税の原則割合である年 14.6%が課
されることとなる。政府税制調査会の答申においては、「特に年 14.6%の割合の延滞税
は、納税に対する誠意が見られない滞納者に強く納付を促すために設けられたもので
す。加えて納税者が自ら計算して納付するものであることを併せ考えれば、制度の安
定性や明確性について十分な配慮が必要です。」199とされており、第１章第２節１で述
べたとおり、平成 11 年度税制改正時においても 14.6%の割合が維持される等、納付を
促す必要性は高いものと考えられてきたと言える。
そのため、この期間のインセンティブ部分は、国税通則法制定以来、「7.3%の割合」
であり、これは、特例についても同様であると考えられている200。
２ 法定納期限から納期限までの期間の延滞税のインセンティブ部分の在り方について
⑴ 法定納期限から納期限までの期間の延滞税の納付促進効果 
国税を本来納付すべき期限は法定納期限であり、この法定納期限とは所得税法その
他の各税法の規定により国税を納付すべき本来の期限を原則として指すものである201。
この法定納期限については、その法定納期限後に納付すべき税額が確定される場合等、
199 政府税制調査会平成 10 年 12 月「平成 11 年度の税制改正に関する答申」13 頁。
200 国税通則法制定時において、日歩４銭（年 14.6％）とされた延滞税の原則割合は、平成 25
年度税制改正時まで変更がなく、平成 25 年度税制改正時の割合の引下げ時においても、「早
期納付を促すための部分（年 7.3%）については、これを維持しつつ（吉沢ほか・前掲注（2）
856 頁）」とある。
201 志場ほか・前掲注（25）144 頁。なお、法定納期限の定義については、国税通則法第２条第
８号に規定されている。
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実際に確定した税額をいつまでに納付すべきであり、もしもその日までに納付されな
ければ督促及び滞納処分をすることができるという意味での納期限としては必ずしも
適当ではない場合がある202。そのため、法定納期限後に税額が確定した場合等につい
ては別途納期限を設けている。
ここでいう納期限とは、①申告納税方式による国税及びその加算税については国税
通則法第 35 条に規定する納期限203、②納税の告知を受けた国税については、その納税
告知書に記載されている期限、③予定納税に係る所得税についてはその法定納期限、
④延滞税及び利子税については、その計算の基礎となる国税の納期限であるとされて
おり（通法 37①）204、この納期限を「具体的納期限」と呼ぶことがある205。この納期
限は、期限内申告書の提出により納付すべき国税については、法定納期限とおおむね
一致することになるため、この場合については法定納期限から納期限までの期間につ
いて延滞税が課されることはない。そのため、この期間について延滞税が課されるの
は、修正申告、期限後申告、更正、決定等により納付すべき国税が確定し、法定納期
限と納期限が異なることとなる場合であり206、この修正申告等の時点からみれば、結
果的に納付遅延とはなっているものであるが、当初申告の段階では、税額が確定され
ておらず、納付遅延とはなっていない状態にあると考えられる。
この場合についても、法定納期限までに適正な納付をしていない点においては、適
正な申告を行った上で履行遅滞となっている者と特段の違いがないことから、延滞税
が付される点自体については、問題はなく、こういった適正な申告を行った者とのバ
ランスの観点からは当然であると考えられる。
202 志場ほか・前掲注（25）422 頁参照。
203 国税通則法第 35 条においては、納付すべき税額が、期限内申告、期限後申告、修正申告、
更正又は決定のいずれかにより確定されたものであるかに応じて納付手続を定めているが、
期限後申告・修正申告の場合には、その申告書を提出した日、更正・決定の場合には、その
更正通知書又は決定通知書が発せられた日の翌日から起算して１月を経過する日が納期限と
なる。なお、申告納税方式による加算税については、その加算税の賦課決定通知書が発せら
れた日の翌日から起算して１月を経過する日が納期限となる。
204 納期限の延長（消法 51 等）により延長された期限及び延納（所法 131 等）の期限は納期限
にあたるが、納税の猶予の期限は納期限にあたらないものとされている（志場ほか・前掲注
（25）422 頁）。
205 志場ほか・前掲注（25）422 頁。
206 期限後申告又は修正申告の場合には、その期限後申告書又は修正申告書を提出した日が、
更正又は決定の場合には、更正通知書又は決定通知書が発せられた日の翌日から起算して１
月を経過する日が、それぞれ納期限となる（通法 35②）。
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図表 9 現行制度（１年以内に修正申告・更正があった場合）
一方で、「法定納期限から納期限までの期間」及び「納期限の翌日から２月を経過す
る日までの期間」について、「インセンティブ部分」が付されている趣旨は、上記１⑴
のとおり、延滞税の割合が低くなりすぎることにより早期納付を促す効果を阻害する
のを防止するためと説明されているが、これらの期間について「インセンティブ部分」
まで課されるのは妥当であろうか。
上記の「図表 9 現行制度（１年以内に修正申告・更正があった場合）」のとおり、「法
定納期限から納期限までの期間」については、納付すべき税額の確定が遅れたことに
より、納付遅延とはなっておらず、また、督促状が発せられていないことから、「督促
の効果を重視してこれによる納付しょうようの実をあげる」ことにはならないと考え
られ、この期間については、少なくとも税務当局が意図するインセンティブは働いて
いないものと考えられる。また、税額確定手続である修正申告又は更正が行われるま
では、納税者がその修正税額について認識を持たない場合については、納付を促すこ
と自体ができないものと考えられる。
この点を踏まえると、「法定納期限から納期限までの期間」にインセンティブ部分を
付し、「納期限の翌日から２月を経過する日までの期間」と同様の取扱いとする合理性
は乏しいものと考えられる。
出典：著者において作成
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図表 10 現行制度（１年経過後に修正申告・更正があった場合）
次に、延滞税の除算期間が適用された場合、つまり、１年経過後に修正申告又は更
正があった場合の延滞税の取扱いについては上記の「図表 10 現行制度（１年経過後
に修正申告・更正があった場合）」のとおりとなる。修正申告があった場合には、修正
申告書を提出した日、更正があった場合には、更正通知書が発せられた日の翌日から
起算して１月を経過する日がそれぞれ納期限となり、これらの納期限から延滞税が付
されることとなるが、逆に言うと、税務当局から更正がなされるまで、修正申告を行
わなかったとしても、延滞税の負担は変わらない207。そのため、納税者側から見ると、
税務当局から更正を受ける前に修正申告を行い、納付するインセンティブは働かず、
むしろ、このように延滞税の負担が同様であるならば、更正の除斥期間が経過するま
で修正申告を行わないディスインセンティブが生じていることがわかる。
このように、「法定納期限から納期限までの期間」については、インセンティブ部分
を付す合理性に乏しく、また、延滞税の除算期間が介在することにより、納付のイン
センティブが阻害されることとなっており、何らかの改善策が必要であると考えられ
る。
207 更正があった場合については加算税の負担が別途生じることとなるが、ここでは、延滞税
の負担についてのみ論ずることとする。
出典：著者において作成
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⑵ 法定申告期限（法定納期限）までに適正に申告した者とのバランス 
上記⑴で述べたとおり、「法定納期限から納期限までの期間」については、インセン
ティブ部分を課す合理性を見出せないため、この期間については、インセンティブ部
分を付与しないことが考えられる。
しかし、その場合については、法定申告期限（法定納期限）までに適正に申告をし
たものの納付遅延となった者とのバランスを考慮する必要がある。仮に、「法定納期限
から納期限までの期間」について、インセンティブ部分を付さず、「納期限の翌日から
２月を経過する日までの期間」についての１％のインセンティブ部分を課した場合に
ついては、下図にあるように、法定申告期限（法定納期限）までに適正な申告をした
ものの納付遅滞となった者には、２か月間１％高い割合の延滞税（2.8％）が課される
一方で、法定申告期限（法定納期限）までに過少な申告をし、その後、修正申告をし
た者には、低い割合の延滞税（1.8％）が課されるという不公平が生ずるため、現行制
度は肯定され得るとの考え方がある。
図表 11 期限内に適正に申告した者とのバランス
しかしながら延滞税は、未納の税額の納付遅延に対して課される附帯税であり、上
記のように当初申告が正しく行われたかどうかという問題と納付遅延の問題を同様に
出典：著者において作成
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論ずるのは適当ではないとの考え方もある208。確かに、上記の「図表 11 期限内に適
正に申告した者とのバランス」における②の場合については、修正申告書の提出があつ
た場合において、その提出が、その申告に係る国税についての調査があったことによ
り当該国税について更正があるべきことを予知してされたものでないとき等以外につ
いては、原則 10％の過少申告加算税が課される（通法 65）209。この加算税については、
「適正な申告をしない者に対しては、一定の制裁を加え、その申告秩序を維持するこ
とが強く要請される」210ために課される行政上の制裁であるとされていることを踏ま
えると、それに加えて、延滞税に申告遅延に対するペナルティ的な要素を考慮するの
は適当ではないものと考えられるため、①と②の取扱いは一概に不公平であるとは言
えないものと考えられる。
なお、現行法上、上記図表 11 の②のように遅れて修正申告をした者の方が、納期限
の到来が遅れるため、同時期に納付したとの前提を置くならば、上記図表 11 の適正に
申告をした①の場合に比べて、延滞税の軽減割合が適用される期間が長く、延滞税の
負担は軽減されている。適正に申告した者とそうでない者とのバランスを重視する立
場からは、このように適正に申告をしていない者にとって有利となる取扱いについて
も疑問が生じかねないが、上記のように納付遅延に対するペナルティに申告遅延に対
するペナルティ的な要素を考慮するべきではないとの立場からは現行の取扱いは何ら
問題ないということになるものと考えられる。
⑶ 改善策についての私案 
ここでは上記⑴で述べた問題点への改善策について考察をすることとしたい。上記
⑵において、「法定納期限から納期限までの期間」の延滞税の割合を引き下げたとして
も、公平性の観点からは必ずしも問題とはならない点について述べたが、その引下げ
により、延滞税の税率を現行の２段階から３段階にしただけでは、この期間にインセ
ンティブ効果を付与することはできない。なぜなら、前述したとおり、「法定納期限か
ら納期限までの期間」について納付インセンティブが阻害される結果が生じているの
は、延滞税の除算期間が介在し、更正直後に納付しても延滞税の負担が変わらない場
208佐藤・前掲注 210 頁において、「「当初申告の誤り」に対して「納付を促進する」という延滞
税で対応しようとする発想は筋違いというべきです。」としている。
209 国税に係る期限内申告税額に相当する金額と 50 万円とのいずれか多い金額を超えるときは、
その超える部分に相当する税額に５％の割合を乗じて計算した金額を加算した金額となる
（通法 65②）。
210 志場ほか・前掲注（25）741 頁。
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合があることに原因があるので、仮にこの期間の延滞税の割合を引き下げたとしても、
低率の延滞税が課される期間に納付をしようとするインセンティブは働かないものと
考えられる。
この問題に対処するためには、延滞税の約定利息部分について、延滞税の除算期間
を設けないことが考えられる211。これにより、納付遅延の日数に応じて延滞税が累積
するため、早期に納付するインセンティブを生じさせることが可能となり、現行、下
の「図表 12 見直し私案」において、延滞税率が 2.8%から 9.1%に引き上がるまでの
間に「インセンティブ①」が生じているとすると、1.8%から 2.8%に引き上がるまでの
間に新たに「インセンティブ②」を生じさせることができる。
なお、延滞税率を 1.8%から 2.8%に引き上げるタイミングは、納期限前後ではなく、
修正申告又は更正の前後が適当であると考えられる。なぜなら、これらの手続により、
税額が確定するため、納付を促す必要が高まると考えられるためであり、現行の延滞
税の除算期間についても、延滞税が課される期間から控除されるのは、修正申告書が
提出され、又は更正に係る更正通知書が発せられた日までとされている。
このように見直しをした場合には、「インセンティブ①」は納付遅延の者に対して早
期に納付を促すもの、「インセンティブ②」は修正税額について潜在的に認識している
者に対して、税務当局から更正がなされるまでの間に早期に申告・納付を促すものと
整理ができ、制度上、より適切に納付を促すことが可能となると考えられる。
211 なお、約定利息部分の延滞税の除算期間については、実質負担額については、その割合に
関わらず、市中金利相当額を下回ることがあり得ることから、設けない方が適当である点に
ついて本章第２節１⑷において述べている。 
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図表 12 見直し私案
３ 「インセンティブ部分」の上限設定等について
⑴ 長期滞留滞納について
国税徴収法 47 条では、滞納者が督促を受け、その督促に係る国税をその督促状を発
した日から起算して 10 日を経過した日までに完納しないときは、「徴収職員は、滞納
者の国税につきその財産を差し押えなければならない」 と規定されている。しかし、
実務上は、督促状発付後 10 日を経過しても直ちに差押えを行っているわけではなく212、
実際の滞納整理のイメージについては下記の「図表 13 徴収手続の流れ（イメージ）」
のとおりとなる。
すなわち、督促後、滞納状態となっている納税者に対しては、まずは接触を試み、
自主的に納付する意思がないと認められる場合については、徴収職員は、その必要と
212 長期間差押え等がされなかった徴収手続に裁量の著しい逸脱かあるか否かが争われた事案
において、福岡地裁平成 16 年 12 月 20 日判決は、「徴収職員は、同法 47 条を含む各規定に
基づいて滞納者の事業の内容、所有財産等の納付資力、滞納者の経営能力や納税に対する誠
意などを総合的に勘案して、滞納処分による徴収手続に入った場合の国税回収見込額と事業
を継続させることによって自主納付が期待できる金額等を比較検討し、滞納国税の回収を図
るべきものであると解するのが相当である。したがって、徴収職員の滞納国税の徴収方法は、
滞納者の各事情を考慮して柔軟に対処すべきであり、広範囲な裁量が認められるべきであ
る。」旨判示し、滞納発生から７年間差押えを行わなかった徴収手続に違法はないとした。
出典：著者において作成
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認められる範囲内において、滞納者やその関係者への質問やその者の財産に関する帳
簿書類の検査を行い（徴法 141）、官公署等に滞納処分に関する調査について参考とな
るべき帳簿書類その他の物件の閲覧・提供その他の協力を求め（徴法 146 の 2）、又は
滞納者等の物又は住居その他の場所につき捜索を行い（徴法 142）、財産を調査した上
で、差押え、換価処分に移行することになる。
一方で、当初から納税する意思があると認められるが資力不足である場合や、差押
えを契機として納税意思を持つ場合については、納税の猶予あるいは換価の猶予の適
用を検討することになるが、第１章第１節１で述べたとおり、要件面の制約等により、
猶予が適用される者は一定程度に限られるのが実情である。猶予制度が適用されない
納税者はいわゆる事実上の猶予の状態となり、分割納付計画に基づき分割納付を行う
ことになるが、計画どおりに納付を行ったとしても延滞税は原則どおりの割合で加算
され続ける。これは、滞納者が国税の履行の裏付けとして納付委託を行っている場合
についても同様である。
第１章で述べたように、現在の国税の滞納の特徴として、累積・長期化という傾向
があり、滞納残高のうち滞納発生から５年経過しているものの割合は半数程度を占め
ている。このように長期累積滞納者については、延滞税率が 9.1%（平成 28 年分）、滞
納状態が継続していると仮定すると、５年間で約 1.5 倍になり、10 年間で約２倍とな
る。このうちの大部分が「事実上の猶予」状態の滞納者であると見込まれ、十分な資
力がないことを考えると、こういった者について、いつまでも納付を促すため原則ど
おりの延滞税を加算し続けるのは合理的ではなく、逆に納付インセンティブを削ぐ結
果となっているとも考えられる。
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図表 13 徴収手続の流れ（イメージ）
⑵ 延滞税の免除制度の拡充（納付委託の場合の延滞税免除） 
こういった問題に対しては、国税通則法 63 条に定める延滞税の免除制度の拡充によ
り対処することが考えられる。第１章第１節２及び第２章第１節４で述べたとおり、
現行、国税の延滞税の免除制度については、法定の要件に該当する場合にのみ適用さ
れるため、分割納付を期限どおり履行している等、税務当局が強く納付を促す必要性
は低いと認める納税者に対しても延滞税の「インセンティブ部分」を免除することが
困難であるという問題がある。
現行、納税の意思がない滞納者であっても、たまたま財産を有しており、差押えが
なされた場合には、国税通則法第 63 条第５項が適用され、延滞税が軽減される可能性
があるが、この場合、延滞税が軽減される点については、第２章第１節４で述べたと
おり、「差押えによる直接強制がされたときは、延滞税により納付を間接的に強制する
必要性が減少することから負担の軽減を図ったもの」と説明がなされている。一方で、
納税の意思を有しているが財産を有しておらず即納できない滞納者に対しても納付を
促す必要が少ないのは同様であると考えられ、延滞税の「インセンティブ部分」につ
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いては納付を促す必要性に応じて設定するものであると考えると、後者の場合にも何
らかの延滞税軽減措置が適用する可能性について検討する必要がある。
しかし、地方税法のように税務署長の裁量による延滞税免除を認める制度の創設に
ついては、限られた人員で多数の滞納事案を処理しなければならない滞納整理の現状
からは、滞納者の実情に応じて個々に適切に延滞税免除の適否を行うことが困難であ
り、制度が形骸化しかねず、また、納税者間の公平性の観点から適当ではないと考え
られる。そのため、「強く納付を促す必要性が低いか」については、ある程度の形式要
件で法定する必要があると考えるが、その形式要件として考え得るのが、納付委託を
しているか否かである213。
納付委託とは、納税者が自身ですべき有価証券の現金化、すなわち、有価証券の呈
示及び現金の受領とその現金による納付を徴収職員に委託することをいい、具体的な
制度については国税通則法第 55 条に規定がされている。なお、納付委託ができる国税
については次のとおりとされており、国税の納付に使用できる証券については、小切
手や約束手形であって、最近において取立てが確実と認められ、かつ、その券面金額
が納付委託の目的である国税の額を超えないものである必要がある214。
イ 納税の猶予、換価の猶予その他滞納処分に関する猶予に係る国税
ロ 納期限未到来の国税でその納期限に納期限に納付しようとするもの
ハ イのほか、滞納に係る国税で、その納付につき納税者が誠実な意思を有し、かつ、
その納付の委託を受けることが国税の徴収上有利215と認められるもの
この制度の実際的な意義は、「徴収職員が受領した有価証券の持つ担保的機能にある」
とされ216、納付委託があった場合において、その委託に係る証券の提供により、担保
213「平成 27 年度・税制改正に関する建議書（平成 26 年６月 26 日日本税理士会連合会）」に
おいても、「納税者が小切手等を提供することにより納付委託（国税通則法 55①三)が行われ
た場合や、振替納税を選択していた納税者が納期限から振替納税されるまでの間に死亡した
ことに伴い振替納税ができなくなった場合（同 34 の 2②）などについては、通常の場合の
延滞税の割合と同じ割合が適用されることとなる。これらの場合の延滞税のあり方について
検討すべきである。」とされている。
214 国税通則法基本通達 55 条関係２参照。
215 「国税の徴収上有利」とは、滞納に係る国税をおおむね６月以内に完納させることができ
ると認められる場合において、滞納者の財産の状況その他の事情からみて、滞納に係る国税
につき有価証券の納付委託を受けることにより確実な納付が見込まれ、かつ、その取立てま
での期間において新たに納付委託に係る国税以外の国税の滞納が見込まれないと認められる
場合をいう（国税通則法基本通達 55 条関係１）。
216 志場ほか・前掲注（25）602 頁。
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の提供の必要がないと認められるに至ったときは、その認められる限度において担保
の提供があったものとすることができることとされている（通法 55④）。また、納付
委託を受けた場合においては、その取り立てるべき日までは納付委託に係る国税につ
いて原則として滞納処分を行わない取扱いとされており217、一定程度有価証券の担保
的機能を考慮した運用が行われている。しかしながら、現行、延滞税の免除が適用さ
れる「納付すべき税額に相当する担保」には、この納付委託に係る有価証券は含まれ
ない取扱いとなっており218、滞納税額全額に相当する納付委託があった場合について
も延滞税は免除されない。
この納付委託に係る小切手や約束手形が決済されなかった場合には、手形交換所規
則のもとで、手形を返還した受入銀行及び持出銀行は、適法な支払提示でないことを
不渡事由とするものを除いて、不渡届を手形交換所に提出しなければならないことと
されており、この不渡届の提出があったときは、手形交換所は、不渡手形の振出人た
る納税者を不渡報告に掲載して加盟銀行に通知することとされている。この不渡報告
に掲載された者については、６か月以内に２回目の不渡届が提出されると、「不渡処分
（銀行取引停止処分）」に付されることとなり、致命的な打撃となることを踏まえると
219、それ自体において、履行を強制する効果があると考えられることや、このような
有価証券が担保として提供された場合には、延滞税免除の対象となることとのバラン
スを踏まえると、納付委託のうち、税務当局が適当と認めるものについては延滞税の
「インセンティブ部分」を課さないこととするのが適当であると考えられる。これに
より、「事実上の猶予」状態にある納付を強く促す必要のない納税者の一定程度の負担
を軽減することができると考えられる。
なお、この納付委託に担保的な機能を持たせることを考えると、あまりにも長期の
納付委託について、延滞税の負担を軽減するのは適当ではないため、延滞税免除が可
能となる納付委託については、法令上一定の制限を設ける必要があると考えられる220。
また、不渡りや滞納者の依頼で組戻し221が行われ、決済が行われなかった場合には、
217 国税通則法基本通達 55 条関係 8 参照。
218 国税通則法基本通達 63 条関係 8 参照。
219 濱田惟道『手形法小切手法』（文眞堂、1992）248 頁参照。
220 現行も、納付委託をできるのは「最近において確実に取り立てることができるものである
と認められるとき」に限られているが（通法 55①）、この「最近」とは、納付受託を受ける日
からおおむね６月以内をいうこととされている（国税通則法基本通達 55 条関係３）。
221 「組戻し」とは、手形交換において、一度交換にかけて相手銀行に提示したものを、持出
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延滞税を免除するのは適当ではないため、その決済がなされなかった部分については、
納付受託を受けたときから延滞税免除の対象から除外する整備が必要となると考えら
れる。
⑶ 「インセンティブ部分」の上限について 
延滞税の「インセンティブ部分」の制限については、上記⑵で述べたとおり延滞税
の免除制度の拡充による対応が考えられるが、何らかの形式要件が必要であるため、
「インセンティブ部分」が課され続けるという問題の根本的な解決方法とはならない。
第２章第３節２で述べたように、「インセンティブ部分」については、「利息を超えて
納税者に不利益を与える部分」と考えることができるが、このような不利益を無制限
に納税者に求め、財産の有無や税務当局の滞納処分のタイミングにより、結果として
納税者間において大きな延滞税の負担差が生じることが適当ではないと考えられる。
そもそも、国税通則法制定前に滞納に対する制裁に相当する部分として設けられて
いた「延滞加算税額」については、日歩４銭の割合で計算した結果、督促状の指定納
期日を経過した時現在の滞納額（利子税額及び各種の加算税額を除く。）の５％相当額
に達した時は、その金額をもってとどめることとされていた。つまり、これは、延滞
加算税額の最高限度額を５％相当額としたのであって、督促状の指定納期日の翌日か
ら 125 日経過すれば、その後の期間に対しては累積されないこととなる。この趣旨に
ついては、「これは何時までも累積することによって却って納税を困難にするおそれの
生ずることを防止しようとする趣旨に基づく」と説明されており222、当時は滞納に対
する制裁については、一定の限度を設けることが合理的であると考えられていた。こ
のような制限については、現行の延滞税制度に統合される過程で撤廃されたが、延滞
税制度について、再度「インセンティブ部分」として利息を超える部分が切り分けら
れた現行においては、この「インセンティブ部分」自体に上限を設け、「事実上の猶予」
状態の滞納者に延滞税の限度額を設けることにより、こういった問題に対処すること
が考えられる。
「インセンティブ部分」とは、上記１で述べたとおり、利息を超えて納税者に不利
益を与えることから「公平」という観点から根拠づけることができない部分であり、
その妥当性については、①対象範囲の限定性、②水準の妥当性、③予防効果の３つの
銀行の依頼返却によって取戻すことをいう（金融実務大辞典（きんざい））。
222 前掲注（60）参照
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観点から検討する必要がある。なお、期限内に納付した納税者との公平性については
「約定利息部分」で調整されていることを考えると、こういった公平性の観点から上
限を設けることの適否を論ずるのは適当ではないと考えられる。
この３つの観点から現行の延滞税の「インセンティブ部分」についてその妥当性を
検討すると、まず、①対象範囲の限定性については滞納者のみに対して課されること
から問題がないと考えられる。次に、②水準の妥当性については、その延滞税全体の
割合についても、民間の遅延利息の水準の上限金利223を下回っていることから割合自
体の水準は妥当なものであると考えられるが、滞納が継続した場合には、無制限に課
されることを考慮すると、全体の負担額で見るとある滞納者にとっては酷になり過ぎ
る結果ともなり得るため、適当な水準とは言えないと考えられる。最後に、③予防効
果については、一定期間においては、早期に納付しようというインセンティブが働く
こととなると考えられるが、法定納期限から期間が経過するほど、納付資力のない「事
実上の猶予」状態の滞納者の割合が増加することを踏まえると、その効果は限定的と
なり、こういった滞納者にとっては、徒に多くの負担を強いることになり、納付意欲
を削ぐことにもなりかねないものと考えられる。
以上を踏まえると、現行の延滞税の「インセンティブ部分」については、何らかの
制限を設けることが適当との結論となる。なお、具体的な制限方法については、延滞
税の「インセンティブ部分」については、滞納額の数％とする等の額による制限と、
法定納期限から一定期間経過後は延滞税の「インセンティブ部分」は付さないとする
期間による制限が考えられる。
第２章第４節で述べたとおり、アメリカの延滞加算金については、純税額の 25%、
イギリスの延滞加算金については、元本の 15%の制限が設けられており、諸外国の制
度を見ると額による制限がなされている。このような制限方法も考え得るが、下記の
点を踏まえると法定納期限から一定期間経過後224、「インセンティブ部分」を付さない、
あるいは軽減する案を採用することも考えられる。
① 納付インセンティブ効果は期間の経過とともに逓減していくと考えられること
② 納税の猶予や換価の猶予が適用されることにより延滞税が軽減される滞納者につ
223 前掲注（71）参照
224 国税の徴収権の消滅時効は、法定納期限等から５年間（脱税の場合は７年間）とされてお
り、この期間経過後は、延滞税の「インセンティブ部分」を課さないことが一つの案として
考えられる。
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いて、これらの猶予制度が適用されない滞納者と総額では同じ負担となるため、猶
予制度の活用を促進している徴収実務に弊害が生じるおそれがあること
なお、このように「インセンティブ部分」に制限が設けられた場合であっても、「約
定利息部分」については、公平性の観点から滞納である限りは、課され続けることと
なる。
以上のように、「インセンティブ部分」の性質を踏まえると、理論上は、制限を設け
ることの妥当性は肯定されるが、我が国の徴収実務においては、限られた人員で滞納
整理を実施しており、「インセンティブ部分」が課される期間をどのように設定したと
しても、この期間内に全ての滞納整理を実施することは困難であり、完納までの期間
を要する悪質な滞納者についても、延滞税が軽減されることになることが一般に受け
入れ難いことや、このように期間制限を設けることは、滞納者の実情を無視した滞納
整理につながりかねないこと等が懸念される。そのため、この延滞税の「インセンテ
ィブ部分」の制限の導入については、理論上だけでなく、徴収実務への影響について
も慎重に見極めた上で検討すべきであると考える。
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第４章 延滞税制度の見直しの提言についての総括
第３章においては、延滞税制度の「約定利息部分」と「インセンティブ部分」のそれぞ
れの在り方に関連した問題点の分析及び改善策の検討を行ったが、本章では、その検討結
果についてまとめる。
１ 延滞税制度の「約定利息部分」と「インセンティブ部分」の位置付け
延滞税制度については、従来から「遅延利息」又は「制裁」としての性格を持つもの
と理解され、この役割については、平成 25 年度税制改正において、延滞税の構成につ
いて、「約定利息部分」と「インセンティブ部分」に切り分けられたことから、明確と
なったものと言える。今後は、より納税者間の公平性を高める観点や、滞納防止の観点
から、延滞税の除算期間の取扱い等についても、「約定利息部分」と「インセンティブ
部分」に応じた取扱いとすることが望ましいが、このような延滞税の性格付けに関わる
規定であるにも関わらず、現行法上は、租税特別措置法に特例として規定されているに
過ぎない。
このような規定の構造については、何故、低金利下においてのみ、延滞税が「約定利
息部分」と「インセンティブ部分」から構成されるのか理屈付けが困難であるだけでな
く、例えば第３章第２節１で述べた延滞税の除算期間の見直しを行う場合についても、
この見直しについては、租税特別措置法に定める延滞税の特例に関する規定等を前提と
するため、国税通則法に定める規定を直接改正することが出来ずに、租税特別措置法に
延滞税の除算期間の特例を定めざるを得ないため、徒に規定が複雑となる点について問
題があると考えられる。
そのため、現行、租税特別措置法に規定する延滞税の割合の特例については、原則的
な規定として国税通則法において定めるのが適当であると考える。なお、延滞税の特例
に連動する利子税及び還付加算金に関する規定も同様に本則化すべきであると考える
が、利子税については、国税通則法だけでなく、所得税法、法人税法及び相続税法の特
例も定めているため、それぞれの法律において規定する必要がある。
２ 「約定利息部分」に関連した見直し
⑴ 延滞税の除算期間の見直し 
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現行制度上、延滞税の除算期間が設けられていることにより、民間の借入金返済に
比して、国税を納付しないディスインセンティブが生じており、また、税務当局から
更正があってから、納付を行っても延滞税負担が変わらないため、納期限前に自主的
に申告・納付するインセンティブが阻害されている。このため、納税申告書の提出後
１年以上も経過した後更正があった場合等について、延滞税の負担が最大で１年間で
打ち止めになる延滞税の除算期間について、見直しを行う必要がある。
その際には、従来から、延滞税の除算期間が設けられた経緯も最大限重視する必要
があり、全ての延滞税について除算期間を適用しないことにより徒らに納税者の負担
を増大させるのは適当ではないと考えられるため、延滞税のうち「約定利息部分」に
ついては延滞税の除算期間を適用しない見直しを行うことが考えられる。なお、この
「約定利息部分」除算期間を適用しない見直しについては、法律学上及び経済学上の
利息の考え方にも適合するものと考えられる。
⑵ 延滞税の損金不算入・必要経費不算入の取扱い 
延滞税の構成が「約定利息部分」と「インセンティブ部分」からなると整理がなさ
れた現行においては、この「約定利息部分」と性格を同じくする民間の借入金利子や、
利子税が基本的には、法人税及び所得税の計算において、損金又は必要経費の額に算
入されることされている取扱いを踏まえ、延滞税の全額を損金不算入又は必要経費不
算入とする取扱いを改め、「約定利息部分」については損金又は必要経費の額に算入す
ることが適当である。なお、従来どおり、「インセンティブ部分」については損金不算
入又は必要経費不算入とする取扱いが継続するため、「制裁効果が減殺される」ことに
はならないと考えられる。
なお、上記⑴の「延滞税の除算期間の見直し」は、「約定利息部分」について、基本
的に納税者不利となる見直しであるが、一方で、この損金又は必要経費の額に算入す
る見直しについては納税者有利となる見直しであり、結果的に整合的な見直しを行う
ことになることから、納税者の理解を得やすいものと考えられる。
３ 「インセンティブ部分」に関連した見直し
⑴ 法定納期限から納期限までの期間の延滞税のインセンティブ部分の見直し 
現行、「納期限から２か月以内等の期間」の延滞税については、「督促の効果を重視
してこれによる納付しょうようの実をあげる」ため、軽減割合が適用され、かつ、現
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行、低金利下の特例が適用され、その軽減割合が低水準になり過ぎることにより納付
インセンティブを阻害する結果を避ける観点からインセンティブ部分として「約定利
息部分」である特例基準割合に１％が加算されている。
しかしながら、こういった効果が期待できるのは、現実的には修正申告や更正等の
税額確定手続があった後であり、それよりも前の期間の延滞税については、「インセン
ティブ部分」を付す合理性は乏しいものと考えられる。
また、現行制度上、法定納期限から納期限までの期間については、延滞税の除算期
間が介在することにより、税務当局から更正等が行われてから納付を行っても延滞税
負担がほぼ同様であるため、納付のインセンティブが阻害される問題については、上
記２⑴のとおり、延滞税の「約定利息部分」について延滞税の除算期間を設けないこ
とにより対処できるが、法定納期限から更正等がなされるまでの期間の延滞税の割合
については、「インセンティブ部分」を付さずに、更正等後の期間の延滞税の割合と差
を設けることにより、更にそのインセンティブ効果を高めることができると考えられ
る。
⑵ 「インセンティブ部分」の上限設定等について 
延滞税の「インセンティブ部分」は、利息を超えて納税者に不利益を与える部分で
あり、その設定については、①対象範囲の限定性、②水準の妥当性、③予防効果の観
点から検討する必要があると考えられる。そのため、納税の誠意はあるものの納付資
力のない「事実上の猶予」状態の滞納者に対して、この「インセンティブ部分」を課
し続けることが早期納付を促すことにはつながっておらず、こういった滞納者に対し
てはこの「インセンティブ部分」について一定の制限を設けることが妥当と考えられ
る。
まず考えられるのは、延滞税免除制度の拡充であり、現行の延滞税免除制度が適用
されない滞納者についても、税務署に証券の納付委託をする等外形的に納付誠意があ
ると認められる者については、この免除制度の対象とすることで一定の解決策となり
得る。
また、法定納期限等から一定期間を経過した後は延滞税の「インセンティブ部分」
を付さない等、延滞税の免除制度の拡充による対応だけでなく延滞税の制度上もこの
「インセンティブ部分」について制限を設けることも考えられるが、この改正につい
ては徴収実務へ与える影響等も十分に見極めつつ行う必要があると考えられる。
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おわりに
本稿は、喫緊の滞納整理上の課題を踏まえ、期限内に納付した納税者との間の負担の公
平の確保、滞納防止といった延滞税の制度趣旨を適正に発揮できるような改善策を立法的
な見地から提案することを目的としたものである。
延滞税については、平成 25 年度税制改正において、「約定利息部分」と「インセンティ
ブ部分」とからなるとの考え方が示されたことにより、延滞税の役割が明確となり、その
役割に応じたきめ細かい制度設計が可能となる礎となったものと考えることができるが、
この性格付けについては、あくまでも低金利下における特例なのか、それとも、いままで
理解されてきた延滞税の「遅延利息」又は「制裁」としての性格に変わるものであるのか
について、必ずしも明らかにされておらず、制度上もこの新たな性格付けに対応した見直
しがなされていないのが現状である。
このため、本稿では、延滞税制度の沿革を概観し、従来理解されてきた延滞税の「遅延
利息」及び「制裁」としての性格について、民法上の考え方を踏まえて改めて整理を行っ
た上で、その考え方に、平成 25 年度税制改正における延滞税の見直しが与えた影響につい
て考察を行い、同改正における性格付けの妥当性について検証を行った。
その上で、実務に与える影響等を勘案して、「約定利息部分」の在り方に関連した問題
として、「延滞税の除算期間の見直し」及び「延滞税の損金不算入・必要経費不算入の取扱
い」について、「インセンティブ部分」の在り方に関連した問題として、「法定納期限から
納期限までの期間の延滞税のインセンティブ部分の見直し」及び「インセンティブ部分の
上限設定」について取り上げ、事例や諸外国の例を踏まえた改善策等について私見を述べ
たが、本稿で取り上げた問題は一部に過ぎず、他にも破産法における延滞税の「インセン
ティブ部分」の取扱い等検討すべき課題はあるものと思われる。
いずれにせよ、延滞税制度の改革については道半ばであり、本稿で取り上げた延滞税制
度上の諸問題は極めて技術的なものではあるが、滞納整理の重要性が高まる中、この滞納
整理を含めた延滞税制度の在り方については、引き続き検討を進める必要があると考えら
れる。
最後に、本研究に当たって、ご指導を賜った早稲田大学会計研究科の青山慶二教授、古
川勇人教授、秋葉賢一教授をはじめ多くの方々に対し、この場を借りて心からお礼を申し
上げます。
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